
 

平成２７年度 第１回三重県教育改革推進会議全体会 事項書 

 
日時：平成２７年６月２２日（月） 

１３：３０～１６：００ 

場所：プラザ洞津「高砂の間」 

 

 

 

１ 挨拶 

 

 

 

 

 

２ 審議事項 

（１） 三重県教育ビジョンの検証について 

 

 

 

 

（２） 次期三重県教育ビジョン（仮称）の重点取組・施策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜配布資料＞ 

 資料１  三重県教育ビジョンの検証 

資料２  三重県教育改革推進会議部会における意見概要 

資料３  三重県教育ビジョン（仮称）【重点取組・施策シート】 



 

１ 

 

三重県教育ビジョンの検証 平成 23（2011）年度～平成 26（2014）年度 

 

 

 平成 23 年（2011 年）３月に策定した「三重県教育ビジョン」（計画期間：平

2011 年度～2015 年度）では、「基本理念」として子どもたちの輝く未来づくり

に向けて総力を結集することを掲げ、「子どもたちに育みたい力」として「自立

する力」と「共に生きる力」を示しました。そして、その実現に向けた６つの

基本施策の下に、32 の施策を設定し、取組を進めてきました。 

 計画期間の最終年度にあたって、平成 26（2014）年度までの４年間の取組の

成果と課題について、以下のとおり整理しました。 

  

 

１ 三重県教育ビジョンの総括 

  各施策について、数値目標の達成状況（進展度）や４年間の取組の成果等

を踏まえて総合的に判断し、Ａ～Ｄの４段階で評価しました。 

 

2015 年度末までに数値目標を達成する見込みで、取組

が進んだ。(2014 年度末までの進展度が 80％以上を目安） 
Ａ 

（進んだ） 

2010 年度の現状値からは、一定の進展がみられ、取組

が進んでいる。（同進展度が 40％以上を目安） 
Ｂ 

（ある程度進んだ） 

2010 年度の現状値からは、一定の進展がみられるもの

の課題がある。（同進展度が 40％未満を目安） 
Ｃ 

（あまり進まなかった） 

2010 年度の現状値より下降する見込みであり、課題が

ある。（同進展度が 0％） 
Ｄ 

（進まなかった） 

 
※進展度=                      ×100 

 

  2015 年度目標値を 2014 年度実績値が上回っているものは、進展度 100%とします。 

2014 年度実績値が 2010 度現状値を下回っているものは、進展度 0%とします。 

 

※Ａ～Ｄの評価にあたっては、進展度を目安としつつ、各施策の取組の成果や課題に応じ

て、総合的に評価しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 

2014 年度実績値 － 2010 年度現状値 

2015 年度目標値 － 2010 年度現状値 



 

２ 

 

 評価Ａ（進んだ）……… １７施策  

「特別支援教育の推進」  「国際理解教育の推進」 

「キャリア教育の充実」  「幼児教育の充実」 

「人権教育の推進」    「環境教育の推進」  

「文化芸術活動・読書活動の推進」  

「郷土教育の推進」        「子どもたちの安全・安心の確保」 

「教員の資質の向上」   「幼児期からの一貫した教育の推進」  

「学校マネジメントの充実（学校経営品質向上活動の推進）」 

「学校の適正規模・適正配置」「家庭の教育力の向上」 

「地域の教育力の向上」     「社会教育の推進」 

「文化財の保存・継承・活用」 

特別支援教育において、支援情報の引継ぎツールであるパーソナルカルテの

活用が進むとともに、就労支援の充実により特別支援学校高等部卒業生の就労

内定率 100%を継続しています。 

「グローバル三重教育プラン」に基づき高校生の海外留学の支援や英語キャ

ンプ等の取組を通して、国際理解教育が進みました。 

各学校においてキャリア教育プログラムや人権教育カリキュラムが作成され、

系統的なキャリア教育や人権教育が進みました。 

教材「三重の文化」や「ふるさと三重かるた」等を活用した郷土教育、防災

ノート等を活用した防災教育が充実しました。また、地域の教育力として、「み

えの学び場」における子どもの体験活動等の機会が充実しました。 

 

 

 評価Ｂ（ある程度進んだ）……… ９施策  

「学力の育成」          「外国人児童生徒教育の充実」 

「情報教育の推進」       

「居心地の良い集団づくり（不登校児童生徒への支援）」 

「健康教育の推進」        「教員が働きやすい環境づくり」 

「学校施設の充実」       「開かれた学校づくり」 

「地域スポーツの推進」 

 

「みえの学力向上県民運動」を展開し、県民総参加で学力向上に取り組みま

した。各学校で子どもたちの実態把握に基づく授業改善に取り組み、子どもた

ちの授業内容の理解度は向上してきていますが、全国学力・学習状況調査の結

果では全国平均を下回っている状況が続いていることから、さらなる取組が必

要です。 

情報モラル教育、ライフプラン教育など、社会の変化に対応した教育を進め

ました。コミュニティ・スクールや学校支援地域本部に取り組む学校数が増加

し、ほとんどの学校で学校関係者評価が実施されるなど、開かれた学校づくり

が進みました。学校の施設面では、県立学校の耐震化が完了するなど一定の成

果がありました。 



 

３ 

 

 評価Ｃ（あまり進まなかった）………  ２施策  

 「規範意識の育成」「体力の向上」 

 

道徳の時間を要として、子どもたちの規範意識の育成に取り組んだ結果、「学

校のきまりを守っている」と自己評価している子どもの割合は、年々上昇して

いますが、数値目標である 100%の達成は難しい状況です。いじめや暴力行為、

生命を軽視する事件が発生しており、道徳教育のさらなる充実が必要です。 

体力については、新体力テストを継続実施する小中学校が増加し、体力平均

点は上昇傾向にありますが、全国平均を下回っている状況です。子どもたちが

日常生活で体を動かすことが少なくなっていることから、運動機会の充実が必

要です。 

 

 

 評価Ｄ（進まなかった）……… ４施策  

「いじめや暴力を許さない子どもたちの育成」  

「高校生の学びの継続（中途退学への対応）」 

「食育の推進」 「特色ある学校づくり」  

 

いじめについては、各学校が「いじめ防止基本方針」を策定し、いじめの防止

に関する組織的な取組を進めた結果、いじめの解消率が上昇するなど、一定の

成果がありました。暴力行為については、小学校における発生件数が増加して

おり、早期からの指導の充実が必要です。 

中途退学者数は年度によって増減があり、結果的には、2010 年度に比べ増加

しています。授業改善やスクールカウンセラーの配置等は、一定の効果がみら

れることから、今後も引き続き、取組を進める必要があります。 

高等学校において、学校の特色に応じて、英語教育や理数教育、職業教育、

企業や大学等と連携した教育が進められていますが、「目標の達成を目指して、

学習に取り組んでいる」生徒の割合は 58.6%（2014 年度）で、過去４年間ほぼ

横ばいとなっています。普通科設置校の生徒について低い状況があるため、生

徒が主体的に学ぶことができるよう、教育課程の工夫・改善が必要です。 

朝食を毎日食べる小学生の割合は 87.6%（2014 年度）であり、過去４年間ほ

ぼ横ばいです。朝食の摂取は学力・体力との相関もみられることから、家庭や

生産者等と連携した食育をさらに進める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

４ 

 

２ 基本施策・各施策の主な取組成果と課題 

 

 基本施策１：学力と社会への参画力の育成  

 

① 学力の育成 

評価   Ｂ 

子どもの授業内容の理解度や、教育指導の改善に取り組む学校の割合

はいずれも上昇しているものの、全国学力・学習状況調査では、小中

学校のすべての教科において、全国平均よりも低い状況にあります。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

小学校、中学校、および高等学校における授

業内容の理解度 

小 92.5% 

中 82.5% 

高 71.2% 

小 95% 

中 85% 

高 75% 

小 94.5% 

中 83.5% 

高 74.6% 

小 80% 

中 40% 

高 89.5% 

子どもたちの学力や学習・生活の状況を客観

的に把握し、教育指導の改善に生かしている

公立小中学校の割合 

- 
小 100% 

中 100% 

小 99.5% 

中 99.4% 

小 99.5% 

中 99.4% 

 

○ 2012 年度から「みえの学力向上県民運動」を展開し、学校での授業改善

や子どもの読書習慣、生活習慣等の確立などに県民総参加で取り組みまし

た。 

 

○  全国学力・学習状況調査や「みえスタディ・チェック」を活用して、子

どもたちの学習状況の把握、学校全体での授業改善に取り組みました。ま

た、「授業改善モデル」や授業、家庭学習等で活用できる「ワークシート」

を作成し、活用を促すとともに、実践推進校への学力向上アドバイザーの

派遣や非常勤講師の配置を行いました。 

 

○ 全国学力・学習状況調査の結果等を活用した授業改善や校内研修の充 

実が進みつつありますが、全国学力・学習状況調査の結果は、３年連続で

小中学校のすべての教科において全国平均よりも低い状況にあり、特に、

知識・技能を活用する力に課題があります。 

 

○ 高等学校において、発展的な理数教育やコミュニケーション重視の英語

教育、高度な資格取得を目指す職業教育などを目標に研究校を指定し、取

組を充実しました。また、義務教育段階の学習内容を含む基礎的・基本的

な学力の定着・向上を図るため、生徒の学力や学習状況等を把握するとと

もに、効果的な指導方法等の研究を進めました。 

 

 

 

 



 

５ 

 

② 特別支援教育の推進 

評価    Ａ 

2011 年度以降、就労内定率 100%を継続するとともに、パーソナルカル

テの活用や三重県特別支援教育推進基本計画の策定など、特別支援教育

の推進が着実に進みました。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

特別支援学校高等部卒業生の就労内定率 95.3% 100% 100% 100% 

 

○ パーソナルカルテ推進強化市町を指定し、市町と連携した取組を進めるこ

とにより、県内のすべての市町においてパーソナルカルテが活用されるよう

になりました。また、特別な支援を必要とする子どもたちの個別の指導計画

の作成と活用や、支援情報の引継ぎを進め、指導と支援の充実を図りました。 

 

○ 特別支援学校高等部への職業に係るコース制の導入(2010 年度１校→2014

年度７校)や企業と連携した技能検定の実施、外部人材を活用した提案型の

職場開拓等により2011年度以降の就労希望者の内定率は100％を継続してい

ます。 

 

○  発達障がい支援員による巡回相談、「高等学校支援ハンドブック」を活用

した研修、個別の教育支援計画等の作成および活用についての研修を実施す

ることで、高等学校に在籍する発達障がいのある生徒への支援が充実しまし

た。 

 

 ○ 県立特別支援学校整備第二次実施計画に基づき、くわな特別支援学校お

よび杉の子特別支援学校石薬師分校の作業実習棟を整備するとともに、特

別支援学校東紀州くろしお学園の本校統合整備、松阪地域特別支援学校(仮

称)、三重県こども心身発達医療センター（仮称）に併設する特別支援学校

の開校に向けた準備を進めました。 

 

 ○ 今後の三重県における特別支援教育のあり方を示す「三重県特別支援教

育推進基本計画」（2015 年３月）を策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

６ 

 

③ 外国人児童生徒教育の充実 

評価    Ｂ 

各学校で研修会が開催され、日本語指導と教科指導の統合を目指し、授

業における指導方法の工夫・改善に向けた実践研究が進みましたが、研

修会のさらなる質の向上を図る必要があります。 

 

 施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

多文化共生の視点に立った外国人児童生徒教

育についての研修会を実施した小中学校の割

合 
－ 100% 94.7% 94.7% 

 

○ 日本語指導が必要な外国人児童生徒が在籍する小中学校や県立学校に巡

回相談員等を配置し、児童生徒や保護者に対する日本語指導や学校生活へ

の適応指導の充実を図りました。 

 

○ 子どもたちの学力・進路保障に向け、日本語で学ぶ力の育成をめざした

カリキュラム（JSL カリキュラム）の三重県モデル確立に向けた実践研究を

進め、研修会等で共有を図りました。また、「外国人児童生徒のためのガイ

ドライン（外国人児童生徒教育コーディネーターの視点から）」、「高校進学

ガイドブック（７言語）」を作成・活用し、学習指導や進路指導の充実を図

りました。 

 

 

④  国際理解教育の推進 

評価    Ａ 
「グローバル三重教育プラン」の策定や四日市高校のＳＧＨの取組等を

通じて、国際理解教育の取組が進みました。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

修学旅行、研修旅行、留学生の受入れ、姉妹

校交流、地域の国際交流活動への参加等を通

して、海外の学校、生徒等との交流を実施し

ている高等学校の割合 

－ 60% 48.3% 80.5% 

 

○ 英語によるコミュニケーション力の向上を図るため、英語キャンプの開

催や高校生の留学支援、小学生向け英語音声教材「Joy Joy MIEnglish」 

の作成・活用、フォニックスやレゴブロック等を活用した英語指導モデル

の開発に向けた研究に取り組みました。 

  

 

 

 



 

７ 

 

○ 2013 年度に「グローバル三重教育プラン」を策定し、「主体性」、「共育力」、

「語学力」を育む取組の推進を図りました。また、Mie SHLHi 指定校におけ

る指導方法の実践研究や、SGH 指定校におけるグローバル人材育成に資する

取組を進めるなど、グローバル社会で主体的に活躍できる人づくりが進み

ました。 

  

 

⑤ キャリア教育の充実 

評価    Ａ 
キャリア教育モデルプログラムを作成、研修等を行うことにより、各校

におけるキャリア教育プログラムの作成が着実に進みました。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

異なる校種が連携した系統的なキャリア教育

のプログラム作成に取り組んでいる市町の割

合 

24.1% 75% 69% 88.2% 

 

○ キャリア教育モデルプログラムを作成し、出前講座や研修会を行うとと

もに、実践の交流等を行うことにより、小・中・高等学校の各学校段階に

おいて、キャリア教育プログラムの作成が進みました。 

 

○ ＮＰＯや経済団体と連携した職場体験等の受入事業所の新規開拓が進み、

すべての中学校、高等学校において職場体験活動等が実施されました。ま

た、卒業生や職業人を講師とした授業、大学と連携した取組を進めること

により、子どもたちの職業意識を高めることができました。 

 

○ 地域の商工会議所と連携した「デュアルシステム」の実施等による職業

教育を推進し、生徒が専門的な知識・技術を習得し、難易度の高い資格を

取得するなど、地域の担い手となる高度な技術力を持った人材が育成され

ました。また、高校生の就職支援に取り組み、就職内定率が向上しました。 

 

 

⑥ 情報教育の推進 

評価   Ｂ 

数値目標の達成は困難な見込みであるものの、教員のＩＣＴ活用指導力

は一定向上しており、ＩＣＴを活用した授業実践や情報モラル教育の取

組が進みました。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

ＩＣＴを活用して指導することができる教

員の割合 

86.8%（2009

年度） 

95%（2014

年度） 

89.3%（2013

年度） 
30.5% 

 



 

８ 

 

○ 教員がＩＣＴを活用して、効果的な指導を行うための研修を計画的に実

施したことにより、教員のＩＣＴ活用指導力が向上しました（2014 年度実

績値は全国４位）。また、ＩＣＴを活用したわかりやすい授業の実現をめざ

し、さまざまな授業実践が行われ、実践事例の共有が進みました。 

 

○ 保護者対象のネット啓発講座や専門業者による「ネットパトロール」を

実施するとともに、モデル校において「ネット検定」を実施し、子どもた

ちの実態に応じた指導の充実を図りました。 

 

 

⑦ 幼児教育の充実 

評価    Ａ 
幼小の円滑な接続について実践事例の交流を行うなど、幼稚園等と小学

校が連携した取組が充実しました。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

幼児が入学する小学校と連携を図り、幼児教

育の充実に向けて取り組んでいる幼稚園等施

設の割合 

- 100% 100％ 100% 

 

○ 幼稚園教員と保育士等が参加して教育課程について研究する協議会の開

催や研修の実施により、教員の資質向上を図るとともに、幼稚園・保育所

等から小学校への円滑な接続が図られるよう、各市町の取組を支援しまし

た。 

 

 

 基本施策２：豊かな心の育成  

  

①  人権教育の推進 

評価    Ａ 
学校における人権教育カリキュラムの作成が着実に進むとともに、地域

連携による人権教育の取組が進みました。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

人権教育を総合的・系統的に進めていくため

のカリキュラムを作成している学校の割合 

28%（2009

年度） 
70% 65.5% 89.3% 

 

○ 指定校での実践研究や教員の資質向上を図るための研修の実施、校内研

修への支援などにより、学校における人権教育カリキュラムの作成が進み

ました。また、人権学習教材「わたし かがやく」や人権学習指導資料「気

づく つながる つくりだす」等を活用した学習活動が充実しました。 



 

９ 

 

○ すべての中学校区に「人権教育推進協議会」が設置されるとともに、教

育的に不利な環境のもとにある子どもたちを支援する「子ども支援ネット

ワーク」の構築が進み、学校・家庭・地域が連携した人権教育の推進体制

の整備と学習支援等の取組が広がりました。 

 

 

②  規範意識の育成 

評価    Ｃ 

道徳の時間を要として、各教科等、学校の教育活動全体を通じた道徳教

育に取り組みました。施策目標項目の実績値は年々上昇していますが、

数値目標の達成は困難な状況です。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

「学校のきまり（規則）を守っている」また

は「どちらかといえば守っている」小中学校

の子どもたちの割合 

小 87.9% 

中 90.4% 

小 100% 

中 100% 

小 90.4% 

中 93.4% 

小 20.7% 

中 31.3% 

 

○ 道徳教育と郷土教育を組み合わせた「三重県 心のノート」を作成する

とともに、道徳教育推進教師を中心とした学校での指導の充実や、「私たち

の道徳」と「三重県 心のノート」を効果的に活用するための研修の実施

などにより、教育内容が充実しました。 

 

 

③  いじめや暴力を許さない子どもたちの育成 

評価    Ｄ 

いじめについては、各学校が「いじめ防止基本方針」を策定し、いじめ

の防止に関する組織的な取組を進めた結果、いじめの解消率が上昇する

など、一定の成果がありました。暴力行為については、小学校における

発生件数が増加し、現状値から件数が増加しました。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

暴力行為の発生件数 
822 件（2009

年度） 
665 件 

900件（2013

年度） 
0% 

 

○ 学級満足度調査（Ｑ－Ｕ）等のアンケート調査を活用して、子どもたち

が自らの力でつながり、問題を解決していく取組を進めるとともに、その

成果等を県全体で共有し、教員がいじめに早期に気づき、対応する力の向

上を図りました。 
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○ 「いじめ防止対策推進法」に基づく「三重県いじめ防止基本方針」を策

定するとともに、すべての学校において「学校いじめ防止基本方針」を定

め、アンケート調査等の実施によるいじめの実態把握や組織的な対応など

の体制整備を図りました。いじめの認知件数に対する年度内の解消率は、

上昇しています。（2012 年度解消率 91.7%、2013 年度解消率 92.1%） 

 

○ 暴力行為については、小学校での発生件数が増加しています。暴力行為

が増加した主な理由として、感情を抑えられず、考えや気持ちを言葉でう

まく伝えられないケース等が報告されています。その背景には、子どもの

特性や生活環境に至るさまざまな要因が考えられることから、関係機関と

も連携した早期の対応が重要です。 

 

○ いじめや暴力行為等の未然防止や早期発見、早期対応を図るため、スクー

ルカウンセラーをすべての中学校区に配置し、小学校への配置の拡充を図

りました。学校だけでは解決が難しい問題には、スクールソーシャルワー

カー等の専門家によるサポートチームを学校に派遣するなどの体制の整備

を図りました。また、いじめに関する子どもや保護者等の悩みに応えるた

め、24 時間の「いじめ電話相談」を実施しました。 

 

 

④  居心地の良い集団づくり（不登校児童生徒への支援） 

評価  Ｂ 

数値目標には及ばないものの、「安心して学校生活を送っている子ども

たちの割合」は、近年は 2010 年度現状値を上回っており、中学校にお

ける不登校生徒数は年々減少しています。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

安心して学校生活を送っている子どもたちの

割合 
89.4% 92% 91.1% 65.4% 

 

○ いじめや不登校等、子どもたちを取り巻く課題の解決や未然防止を図る

ため、スクールカウンセラー等の学校への配置および派遣による支援を行

うとともに、総合教育センターにおいて臨床心理相談専門員（臨床心理士）

による専門的な教育相談を実施するなど、教育相談体制が充実しました。 

 

○ 県内の小中学校の不登校児童生徒数は、学年別では中学校１年生で急増

するとともに、小学校における不登校児童数が増加していることから、小

中学校間のさらなる連携と、小学校における教育相談体制の充実が必要で

す。 

 

○ 教育相談専門研修を実施し、教職員の教育相談に関する資質を向上させ

ることにより、学校内の教育相談体制の充実を図りました。 
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⑤  高校生の学びの継続（中途退学への対応） 

評価  Ｄ 

中途退学者数は年度によって増減があり、結果的には、2010 年度に

比べ増加しています。授業改善やスクールカウンセラーの配置等につい

ては、一定の効果がみられることから、引き続き、これらの取組を進め

ていきます。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

「学業不振」、「学校生活・学業不適応」が理

由となっている中途退学者の人数（全日制） 
216 人（2009

年度） 
190 人（2014

年度） 

267人（2013

年度） 
 0% 

 

○ 高等学校への進学を希望する中学生が主体的に高等学校の選択ができる

よう、進路フェア「高校紹介ひろば」の開催、リーフレットや Web ページ

による周知を図りました。 

 

○ 学習の遅れが原因となる中途退学が、依然として退学者数の半数を占め

ていることから、義務教育段階の学習内容を含む基礎的・基本的な学力の

定着・向上を図る取組を進めました。また、生徒が充実した学校生活を送

ることができるよう、スクールカウンセラー等の配置および派遣による支

援を行い、教育相談体制を充実しました。 

 

 

⑥  環境教育の推進 

評価    Ａ 
数値目標を大きく上回り、各校種において、家庭・地域・企業等と連携

した環境教育が進みました。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

家庭・地域・企業等と連携して、環境教育を

推進している学校の割合 

35%（県立学

校 の み ）

(2009 年度) 

70% 

小 95.7% 

中 89.1% 

高 73.9% 

100% 

 

 ○ 学校教育活動全体を通じ、豊かな自然環境の中でのさまざまな活動をは

じめとする体験的な学習に取り組みました。 

 

○ ６月５日の「学校環境デー」を中心とした時期に、すべての学校におい

て、地域や学校の特色を生かした環境教育の取組が実施されました。また、

特色ある取組事例を県教育委員会の Web ページで紹介する等、取組の普及

を図りました。 
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○ すべての県立学校に簡易な環境マネジメントシステムが導入され、校長

の「環境に関する取組の方針」のもと、計画→実行→評価→改善のサイク

ルに基づき環境教育・環境保全活動に継続的に取り組みました。また、県

立学校において、太陽光発電施設の整備が進みました。（2010 年度 22 校→

2014 年度 27 校） 

 

 

⑦  文化芸術活動・読書活動の推進 

評価  Ａ 
数値目標を 2011 年度以降継続して達成しています。また、学校図書館

の環境整備や全校一斉読書などの取組が進みました。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

県が所管する文化芸術関連事業の実施数 
74 プログラ

ム(2009 年度) 

110 プログ

ラム 
140 プログ

ラム 
100% 

 

○ 三重県高等学校芸術文化祭の開催、2013 年度の「近畿高等学校総合文化

祭」の三重県開催などにより、高校生の主体的な文化芸術活動を推進しま

した。また、図書館、美術館、生涯学習センター、斎宮歴史博物館、総合

博物館（MieMu）等における出前授業や体験プログラムの実施など、子ども

たちが文化芸術にふれ、体験する機会が充実しました。 

 

○ 公立図書館の児童書貸出冊数が増加するとともに、読書ボランティアと

学校との連携が進みました。また、学校図書館の環境整備や小中学校にお

ける学校司書等の配置拡充を進め、学校図書館を活用した授業や「朝の読

書」、ファミリー読書などの取組を推進しました。さらに、家庭・地域・学

校等と連携して読書活動を推進するため、「第三次三重県子ども読書活動推

進計画」を策定しました。 

 

 

⑧  郷土教育の推進 

評価  Ａ 
中学校において教材「三重の文化」の活用が着実に進み、社会科や道徳

など様々な場面において郷土学習が進みました。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

教材「三重の文化」を活用する中学校の割合 - 100% 92.9% 92.9% 

 

 



 

１３ 

 

○ 子どもたちから読み札を公募した「ふるさと三重かるた」や「三重県 心

のノート」、リーフレット「ふるさと通信」を作成し、教材「三重の文化」

とともにその活用を進め、子どもたちの発達段階に応じて、三重の特色を

知り、郷土を学ぶための学習が充実しました。 

 

○ 教材「三重の文化」を活用した指導事例を作成し、三重県教育委員会の

Web ページに掲載し、授業実践の交流、成果の普及を進めました。また、「三

重の文化」等を参考に中学生が郷土への愛着等を育み、積極的に自分の考

えや意見を発信する取組（郷土三重を英語で発信！～ワン・ペーパー・コ

ンテスト～）を行いました。 

 

 

 基本施策３：健やかな体の育成  

 

①  健康教育の推進 

評価   Ｂ 
学校保健委員会を開催した学校は年々増加していますが、未だ開催

していない学校が 41 校（全 611 校中）あります。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

学校保健委員会を開催した学校の割合 
76% （ 2009

年度） 
100% 93% 70.8% 

 

○ メンタルヘルスや歯と口腔の健康等について、関係機関と連携した取組

を進めました。また、県立学校において、産婦人科医等が妊娠・出産の医

学的知識等を身につけるための講座を開催するなど、ライフプラン教育を

進めました。 

 

○ 「学校保健委員会」を開催した学校の割合は年々上昇し、学校における

子どもたちの健康課題に適切に対応するための体制や取組が進みました。

しかし、全校での実施には至っていないことから、さらなる取組の推進が

必要です。 
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②  食育の推進 

評価   Ｄ 

朝食メニューコンクールの実施や食育実践事例集を作成し、各学校に配

付する等、朝食摂取の推進を図ってきましたが、全数調査になった 2013

年以降の朝食摂取率はほぼ横ばいです。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

朝食を毎日食べる小学生の割合 89.1% 100% 87.6% 0% 

 

○ 「みえの地物が一番！朝食メニューコンクール」を実施し、朝食摂取の

意識向上を図りました。朝食を毎日食べる小学生の割合は、ほぼ横ばいと

なっており、家庭や生産者等と連携した食育をさらに推進する必要があり

ます。 

 

○ 安全・安心な学校給食を提供するため「衛生管理講習会」を実施し、衛

生管理の徹底を図りました。また、「みえの地物一番給食の日」を設定して、

県内産の食材を取り入れた学校給食を推進しました。 

 

 

③  体力の向上 

評価   Ｃ 
数値目標の達成は困難な見込みであるものの、2010 年度の現状値から

は数値が向上しており、取組の成果が表れています。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

新体力テストの総合評価が「Ａ」・「Ｂ」・「Ｃ」

の子どもたちの割合 
70.7% 80% 72.9% 23.7% 

 

○ 指導主事や体力向上推進アドバイザーの学校訪問による各学校の実態を

把握した指導・助言や、体育担当教員を対象とした研修会での啓発などに

より、新体力テストを継続実施している学校が増加しました。小中学生の

体力平均点は全国平均に近づきつつありますが、下回っている状況です。 

 

○ 運動部活動指導者の研修を実施するとともに、外部指導者の派遣を行い

うなど、運動部活動の充実を図りました。運動部活動等に関わり体罰等の

不祥事が発生していることを受け、2012 年度に報告書「運動部活動等にお

ける体罰等の防止について」をまとめるとともに、体罰にかかる電話相談

窓口を設置し、再発防止に向けた対策を講じました。 
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 基本施策４：信頼される学校づくり  

 

① 子どもたちの安全・安心の確保 

評価  Ａ 

学校安全ボランティアの組織率の向上により、子どもたちの登下校時の

安全確保につながりました。また、学校における防災教育の取組が進み

ました。  

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

学校安全ボランティアを組織している中学校

区の割合 
41.5% 75% 87.2% 100% 

 

○  子どもたちの危険予測・危険回避能力を高められるよう防犯教育や交通

安全教育を実施するとともに、教員研修により、教員の学校安全に係る指

導力の向上を図りました。また、市町教育委員会との連携により、中学校

区における学校安全ボランティアの組織体制づくりが進みました。 

 

○  すべての小中学校および県立学校において、防災ノートを活用した防災

学習が行われるなど、防災教育の充実に取り組みました。 

 

○ 奨学金の貸与や給付金の支給を行うことで、経済的な理由により高等学

校等における修学が困難な者に対する支援を図りました。 

 

 

② 教員の資質の向上 

評価  Ａ 

教職員が研修へ参加する回数は、増加傾向にあるとともに、校内研修や

地域における研修への支援、ライフステージに応じた研修が充実しまし

た。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

教職員一人あたりの研修への参加回数 2.52 回 2.75 回 2.72 回 87.0% 

 

○ 「実践的指導力向上」や「学校マネジメント力向上」、「教科等・領域の

専門性向上」といった研修の体系について見直しを図り、研修効果を高め

ました。 

 

○ 市町教育研究所等との連携による「ブロック別研修」や学校からの要請

に応じた「出前研修」、インターネットを通じた「ネット DE 研修」の実施

など、より教員が参加しやすい環境づくりを進め、教員の授業力の向上へ



 

１６ 

 

向けた研修の方法や内容を充実しました。 

 

 

③ 教員が働きやすい環境づくり 

評価  Ｂ 
目標達成には至らないものの、教職員の満足度は、目標値に近づいてい

ます。  

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

教職員の満足度 59.9 63.0 61.5 51.6 

 

○ 教職員の総勤務時間の縮減や学校の事務負担軽減を図るため、調査・会

議の見直し、変形労働時間制度の改善、外部人材・退職教員の活用、教職

員の健康管理対策・メンタルヘルス対策などを実施しました。 

 

 

④ 幼児期からの一貫した教育の推進 

評価  Ａ 
異校種の教員等による合同会議の開催、保育・授業公開、行事等での交

流、教育課程の編成などについて異校種の連携が深まりました。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

各地域の課題に応じ、異校種間の連携を深め

る会議を開催している市町の割合 
― 100％ 100% 100% 

 

○ 異校種間での会議をすべての小中学校で開催したことで、子どもたちの

学習面や生活面の課題等の解決に向けて、連携を図ることができました。 

 

 

⑤ 学校マネジメントの充実（学校経営品質向上活動の推進） 

評価  Ａ 
三重県型「学校経営品質」の理念や考え方に基づく継続的な改善活

動を進めている学校が着実に増えました。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

三重県型「学校経営品質」に基づく学校マネ

ジメントに取り組み、改善活動を進めている

学校の割合 

74％ 100％ 96.4% 86.2% 
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○ 三重県型「学校経営品質」に取り組む学校が増加し、各学校において継

続的な改善活動が進められました。また、小中学校の 99.8％、県立学校の

100％で学校関係者評価が実施され、学校運営の改善や教育活動の充実につ

ながりました。 

 

 

⑥ 学校の適正規模・適正配置 

評価  Ａ 
2013 年３月に策定した「県立高等学校活性化計画」に基づき、各高等

学校において活性化の取組が進みました。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

2012 年度以降の県立高等学校再編活性化計画

の策定 
― 

計 画 を 策

定し、実施

し て い ま

す。 

計 画 を 策

定し、実施

し て い ま

す。 

100％ 

 

○ 「県立高等学校活性化計画」（2013 年３月）を策定し、これに基づき、県

立高校の活性化に取り組みました。少子化が大きく進行すると予想される

地域（伊勢志摩・伊賀・紀南）に保護者、地域の教育関係者、教員代表等

からなる協議会を設置し、今後の地域の高等学校の活性化方策やあり方に

ついて検討しました。 

 

○ 伊賀地域の県立高等学校で学ぶ生徒の学習環境を整えるため、平成 28 年

４月に名張桔梗丘高等学校と名張西高等学校を統合し、新たに名張市に名

張青峰高等学校を設置することとしました。 

 

 

⑦ 特色ある学校づくり 

評価  Ｄ 

数値目標について、専門学科等においては、改善傾向がみられるものの、

「普通科設置校」において、肯定意見の割合が低い傾向にあり、課題と

なっています。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

目標達成を目指して学習に取り組んでいる県

立高等学校生徒の割合 
59.0％ 70％ 58.6% 0% 

 

○  県立高校では、学科の改編や総合学科の系列の見直しを行うとともに、

入試でスポーツ特別選抜枠を設けるなど、特色のある学校づくりを進めま

した。 
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○ 理数教育については、文部科学省の SSH（スーパーサイエンススクール）

に加え、県独自で Mie SSH を指定し、推進しました。また、英語教育にお

いては、文部科学省の SGH（スーパーグローバルハイスクール）の指定に加

え、県独自に Mie SELHi（スーパー イングリッシュ ランゲージ ハイスクー

ル）を指定し、推進しました。 

 

○ 職業教育において、「若き『匠』育成プロジェクト」研究実践校を指定し、

ものづくりに関わる専門家による実技指導等の実施、高度な資格取得のた

めのプログラム開発の実施、企業と共同した新商品の開発等による起業家

精神の育成に取り組みました。 

 

 

⑧ 開かれた学校づくり 

評価  Ｂ 
コミュニティ・スクール等に取り組んでいる市町や学校の数は着実に

増加していますが、数値目標の達成は困難な見込みです。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

コミュニティ・スクールなどに取り組んでい

る教育委員会数・割合 

11 教委 

全 30 教委

の 36.7％ 

20 教委 

全 30 教委

の 66.7％ 

18 教委 

全 30 教委

の 60% 

77.8% 

 

○ 学校や保護者に対してコミュニティ・スクール等についての働きかけを

行うことで、コミュニティ・スクールや学校支援地域本部に取り組む学校

は、計画当初に比べて増加しました。（2010 年度→2014 年度 コミュニ

ティ・スクール：９校→60 校、学校支援地域本部：44 校→226 校） 

 

○  小中学校において、土曜日の授業が 22 市町で実施され（2014 年度）、補

充的・発展的等の学習など学力向上の取組、授業参観等の学校行事、保護

者・地域と連携した取組が進められました。 
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⑨ 学校施設の充実 

評価  Ｂ 
身体障がい者等対応エレベーター整備や県立学校の耐震化の完了など

一定の整備が進みましたが、数値目標の達成は困難な見込みです。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

県立学校の身体障がい者等対応エレベータ設

置率 
42.9％ 60％ 56.8% 81.3% 

 

○ 県立学校において、身体障がい者等対応エレベータの整備など施設のバ

リアフリー化が進みました。（エレベータ設置校数：2010 年度 35 校→2014

年度 42 校） 

 

○ すべての県立学校の建物において耐震化が完了しました。また、小中学

校の建物の耐震化率は、99.2％となりました。一方で、天井材、照明器具

等の非構造部材の耐震化については、早急な対策を行うことが課題となっ

ています。 

 

 

 基本施策５：多様な主体で教育に取り組む社会づくり  

 

① 家庭の教育力の向上 

評価  Ａ 
数値目標を達成するとともに、「みえの学力向上県民運動」として、Ｐ

ＴＡと連携して生活習慣や読書習慣の確立のための取組が進みました。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

学校・家庭・地域が連携し、子育てについて

話し合う場を設けている小中学校の割合 
― 100％ 100% 100% 

 

○ 「みえの学力向上県民運動」を推進し、家庭における子どもたちの生活

習慣や読書習慣を確立するため、家庭でのチェックシートの活用を図ると

ともに、県ＰＴＡ連合会、県高等学校ＰＴＡ連合会と連携して、家庭教育

についての講演会等を開催しました。 

 

○  高校生が将来の家庭生活や家族の大切さについて認識を深められるよう、

ライフプランや結婚、子育てをテーマにした講演会や保育実習等に取り組

みました。 

 

 



 

２０ 

 

② 地域の教育力の向上 

評価  Ａ 
数値目標を達成するとともに、子どもたちが地域で体験活動等を行う 

「みえの学び場」づくりが進みました。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

社会教育指導者の養成講座への参加者数 462 人 560 人 575 人 100% 

 

○ 社会教育委員、社会教育主事、市町教育委員会職員、高等教育機関関係

者、公民館主事、読書ボランティア、図書館関係者、まなびのコーディネー

ターなど、地域における社会教育関係の指導者等を対象とした研修を開催

し、資質向上を図りました。 

 

○ まなびのコーディネーター（50 人）を各市町に配置し、子どもたちが地

域で体験活動や学習等を行うことができる学びの場づくりを進めました。

（2014 年度学び場 1819 ケ所、子どもの参加数延べ約 46,000 人） 

 

 

 基本施策６：社会教育・スポーツの振興  

 

① 社会教育の推進 

評価  Ａ 
社会教育関係者ネットワーク会議への参加者数は、毎年増加しており、

引き続き取り組むことにより、数値目標は達成見込みです。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

社会教育関係者ネットワーク会議への参加者

数 
― 210 人 173 人 82.4% 

 

○ 全国社会教育研究大会三重県大会（2013 年度）や社会教育関係者のネッ

トワーク会議を開催し、社会教育関係者の情報交換や研究協議を行いまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 



 

２１ 

 

② 文化財の保存・継承・活用 

評価  Ａ 

文化財情報を掲載する Web ページへのアクセス数は増加しており、Web

ページを通して県民が文化財の内容を知っていただくことができてい

ます。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

文化財情報アクセス数 
16,190 件/

月  

17,000 件/

月 

16,995 件/

月 
99.4% 

 

○ Web ページで、国・県指定文化財の検索しやすく、内容をわかりやすくす

るとともに、最新の発掘調査や講座の成果速報などを掲載し、県民が文化

財について詳しく知ることができるようにしました。 

 

 

○ 地域の文化財を守り伝えていくために、国・県指定の文化財の保存・継

承・活用に努めました。また、宝永津波供養碑などを新たに三重県指定文

化財としました。 

 

 

③  地域スポーツの推進 

評価   Ｂ 数値目標は達成していますが、クラブ運営に関する課題があります。 

 

施策目標項目 
2010  

（現状）a 

2015  

(目標) b 

2014 

（実績）c 

進展度 

(c-a/b-a)

×100 

総合型地域スポーツクラブの会員数 21,748 人 25,500 人 25,903 人 100% 

 

○ 地域スポーツの推進に取り組み、総合型地域スポーツクラブの会員や「み

えのスポーツ応援隊（スポーツボランティアバンク）」の登録者数が増加し

ましたが、総合型地域スポーツクラブでは、財政面、人材の育成、活動場

所の確保等、運営に関する課題を抱えています。 

 

○  全国大会等で活躍が期待できるジュニア選手を「チームみえジュニア」

として指定するなど、ジュニア選手の育成・強化に取り組みました。また、

中学校運動部、高等学校運動部の強化指定を行い、運動部活動の充実に取

り組むことで、インターハイの入賞件数の増加につながりました。 
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三重県教育改革推進会議 部会における意見概要について 

（５月１２日 第１部会、５月１４日 第２部会） 

 

 全般  

・数値目標の中には、現状値が既に十分高い項目があるので、そのような項目 

では、質に注目する必要があるのではないか。 

 

・｢ビブリオバトル｣､｢貧困対策のプラットホーム｣等の用語について、できる限

り県民がわかるような平易な表現にするほうがよいのではないか。 

 

 重点取組  

（１）学力の向上 

・学力に関する数値目標について、全国学力・学習状況調査の平均正答率の全

国との差という観点もあるが、正答率の分布に着目し、つまずいている子ど

もたちがどれくらいいるかなどを測る指標もあったほうがよいのではないか。 

 

・学力にはテストで測ることができるもの以外の学力もあるので、主観的な指

標にはなるが、子どもたちの意欲・主体性を測る指標もあった方がよい。 

 

・全国学力・学習状況調査に関連する指標で全国平均との差が多く使われてい

るが、家庭学習の状況など、中には割合で示した方がよいものもあるのでは

ないか。 

  

・子どもたちの授業の理解度は比較的高いが、それが全国学力・学習状況調査

の結果に結びついていないのが本県の現状である。県教育委員会でその要因

を調査研究してはどうか。 

  

・各学校で取り組んでいる朝の読書に加えて、新聞を読むことや、新聞を活用

した学習を行うことも効果があるのではないか。 

 

・学力が向上している学校の取組を成功事例として共有して、取り組んでいく

とよいのではないか。 

 

 

 

 

 

資料２ 
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（２）体力の向上と学校スポーツの推進 

・運動習慣は、体力やスポーツ能力の向上だけでなく、意欲や集中力、生活習

慣、食習慣にもよい影響を与えることから、継続して運動することの大切さ

を訴えていくことが必要である。 

 

（３）グローカル人材の育成 

・留学については、実践的な英語機会ということに加え、異文化を体験するこ

とや、視野が広くなることがより重要ではないか。 

 

（４）特別支援教育の推進 

・個別指標（１）のパーソナルカルテの活用について、特別支援学級を象徴的

なものとしてとりあげているとのことであるが、「通級指導教室」も加えて

はどうか。  

 

（５）誰もが安心できる学び場づくり 

・制度上の「教育の機会均等」は図られているので、実質的な教育の機会均等

を図るという意味で、「教育の機会均等化」とするほうがよい。 

 

・「ひとり親家庭、生活困窮家庭の子ども等」への学習支援と限定的に記載す

るより、「学力に課題を抱える子ども等」などとする方が、現場の取組と一

致するのではないか。 

   

 基本施策１ 確かな学力と社会への参画力の育成  

（１）学力の育成 

・育成すべき力（基礎的な知識及び技能、活用する力（思考力・判断力・表現

力））ごとに、取組を記載してはどうか。 

   

（２）特別支援教育の推進 

・成果指標に「特別支援学校高等部卒業生の就職率」とあるが、「進学率・就

職率」とすべきではないか。また、活動指標に、教員の資質向上にかかる指

標の設定も検討してはどうか。 

 

（３）外国人児童生徒教育の推進 

・生活言語の習得と、学習言語の習得という言葉を使って、取組を分けて記載

してはどうか。 
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（５）キャリア教育の推進 

・投票権が１８歳以上になることは教育にとって、大きな転換点である。選挙

権を有するということは、自分たちの生活を良くすることであるということ

を、身近な事例を用いて、早期から子どもたちに教えていくことが大切であ

る。 

 

・子どもたちが主体的に社会に参加していくための力を身につけるには、勉強

するだけでなく、子どもたちが実際に社会で問題を解決していくことによっ

て身につくのではないか。主権者として社会に参画していく自覚を高めてい

くような地域づくりと人づくりを合わせて行うプログラムを考えられないか。   

  

（６）情報教育の推進とＩＣＴの活用 

・ＩＣＴの活用は授業改善に有効であるので、学力の施策においても、ＩＣＴ

の活用を記述してはどうか。また、ＩＣＴを活用した授業を行うためには、

アプリケーションや教材等の充実が必要である。   

  

・情報モラル教育は、社会総ぐるみで取り組んでいくべき課題であり、人権教

育・道徳教育の観点からも捉えるべきである。 

 

・ＩＣＴ環境の整備と、教員の活用能力の指標を分けて設定し、施策を推進す

るべきである。 

 

（７）幼児教育の推進 

・教員等の研修について、公立の幼稚園や保育所だけでなく、私立も含めて行

っていくことが必要ではないか。また、市町単位でなく県全体での実施を検

討できないか。 

  

 

 基本施策２ 豊かな心の育成   

（１）人権教育の推進 

・成果指標の「自分も何かに取り組みたいと感じるようになった」という表現

について、「めざす姿」との整合がわかりやすいように記述を検討したほうが

よいのではないか。 

  

（２）道徳教育の推進 

・命の教育や自尊感情を高めることは重要である。それらにかかる具体的な考

え方や取組を盛り込んではどうか。 
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・家庭や地域において「私たちの道徳」をどのように活用するのか。また、活

動指標に「『私たちの道徳』を長期休業中に持ち帰らせている学校の割合」と

あるが、単に持ち帰るだけでなく、子どもたちが自分の意見や感想等をまと

めることなどが大切であり、そのような指標にするほうがよいのではないか。 

 

（３）郷土教育の推進 

・郷土教育の中で、郷土の偉人の言葉などを標語的にとりあげて、子どもたち

に教えていくべきではないか。また、市町が地域性を生かして行っている郷

土教育の取組には良いものが多いので、県がとりまとめて情報発信してほし

い。 

 

（５）文化芸術活動・読書活動の推進 

・読書活動の推進にあたっては、学校司書による情報発信や学校図書館の充実

が重要である。  

 

 

 基本施策３ 健やかな体の育成  

（１）健康教育の推進 

・過度なダイエットは、将来の不妊や低体重出生児の一因ともなるので、健康

的な体重が必要であることを健康教育の中で教えていくべきである。 

 

・ネット依存・スマホ依存については、健康教育の観点からも取り上げていく

必要がある。 

   

（２）食育の推進 

・食育の推進にあたっては、他の命をいただいているという感謝の心や「もっ

たいない」という日本人の美しい価値観を教えていくことも重要である。 

 

・成果指標、活動指標ともに、現状値が相当高い。現状値を維持するための取

組も大切だが、例えば、食育に関する保護者への啓発の取組状況や地産地消

の状況を指標にしたほうがよいのではないか。 

  

（３）体力の向上と学校部活動の活性化 

・運動部活動の活性化にあたっては、体罰の問題や運動部顧問の負担にかかる

課題についても考え方を整理したうえで推進してほしい。 
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 基本施策４ 安全で安心な教育環境づくり  

（１）防災教育・防災対策の推進 

・成果指標に「家庭や地域と連携した防災の取組を実施している学校の割合」

とあるが、幼稚園・保育所、小学校、中学校、高等学校等、近隣の学校等と

の連携も含めて考えることが大切ではないか。 

 

（３）いじめや暴力のない学校づくり 

・各学校で実施されているいじめに関するアンケート調査の実施方法について、

状況が的確に把握できるよう工夫することが大切である。 

 

（４）居心地の良い集団づくり（不登校児童生徒への支援） 

・不登校児童生徒の学力保障や進路保障についても具体的に記述するべきであ

る。 

 

（６）学びのセーフティネットの構築 

・放課後教室等の学習支援の取組を具体的に記載してはどうか。 

 

 

 基本施策５ 信頼される学校づくり   

（１）教職員の資質向上とコンプライアンスの推進 

・教員の資質向上とコンプライアンス意識の向上のためには、外部人材を活用

することも効果的である。 

  

（２）教職員が働きやすい環境づくり 

・英語教育の推進や部活動などの対応のために、教員の負担が増加している。

教員のストレスチェックが必要である。 

   

（４）開かれた学校づくり 

・コミュニティ・スクールや学校地域支援本部の導入について、それぞれもう

少し明確に方向性を示すべきではないか。 

 

・開かれた学校づくりを進めていくためには、学校が保護者を受け入れるだけ 

ではなく、学校側が地域に出向いていくことも必要ではないか。 

 

 

 基本施策６ 多様な主体による教育の推進と文化財の保護  

（２）社会教育の推進と地域の教育力の向上 

・放課後児童クラブ等の取組は子どもの居場所や学習の場として重要である。 



 

平成２７年６月２２日 
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重点取組の見方 

 

重点取組名 ○○○○○ 

 

取組の背景  

 

※この取組を重点的に実施するにあたっての背景を記載しています。 

 

 

取組の方針  

 

※この重点取組の方針（基本的な考え方）を記載しています。 

 

 

主な取組内容  

 

 

 

※この重点取組で実施する主な取組を記載しています。 

 

 

 

 

数値目標  

全体指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

※この重点取組全体の成果を示す指標を

記載しています。 

  

 

個別指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

※「主な取組内容」の柱立て（(1)(2)など）

に対応する指標を記載しています。 
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重点取組名 （１）学力の向上 

 

取組の背景  

三重県の全国学力・学習状況調査の結果は、平成 24 年度から３年間全国平均よ

りも低い状況にあり、子どもたちの学力の定着や向上が課題であることから、学

校・家庭・地域が一体となった取組をより一層推進していく必要があります。 

また、変化の激しい時代にあって、自ら課題を発見し、その解決に向けて主体的・

協働的に探究する力や、成果を表現し、実践に生かしていける力を、子どもたちに

育むことが求められています。 

 

取組の方針  

 教員の授業力の向上を図り、「学ぶ喜び」、「わかる楽しさ」が実感できる授業づ

くりに取り組みます。また、課題の発見と解決に向けた主体的・協働的な学習・

指導方法を充実します。 

 学校・家庭・地域の連携を一層深め、子どもたちが主体的に学習する意欲の向

上や学習習慣・生活習慣の確立に取り組みます。 

 子どもたちの感性や思考力を育むため、読書活動を推進します。 

 

主な取組内容  

（１）授業力の向上 

① 全国学力・学習状況調査問題および結果分析等を活用した指導方法の改善に

取り組みます。また、子どもたちの学習の成果や課題を「みえスタディ・チェッ

ク」や「ワークシート」等を用いて継続的に確認し、主体的な学習につなげる

とともに、結果を教員の授業改善に生かします。 

② 学力向上アドバイザーや指導主事による学校訪問を通して、小中学校におけ

る授業改善と教員の意識向上を図ります。また、指導教諭1を配置し教科指導の

改善や充実を図るとともに、授業研究の充実に向けた組織的な取組を推進し、

教員一人一人の授業力を高めます。 

③ 子どもたちの主体性や多様な資質・能力を育成するため、一方的に教えられ

る受け身の学習から主体的・協働的に学ぶ学習（いわゆる「アクティブ・ラー

ニング」）に転換するための指導方法の改善を推進します。 

 

 

 

                                                   
1 指導教諭：授業を受け持ちつつ、自校を中心に必要に応じて地域内の教員の資質向上、授業力   

の向上に向けた指導助言を行うため、小中学校に配置される職。 
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（２）家庭・地域の教育力の向上 

 ① 県の広報誌やリーフレットの配付、Ｗｅｂサイト等を活用した広報や啓発活

動により、子どもたちの家庭での学習習慣や生活習慣の確立を促進します。 

 ② 地域の住民やＮＰＯ、企業等との連携・協働による学習・体験活動や学校支

援地域本部など地域の教育力を活用した取組を推進します。 

 

（３）読書活動の推進 

 ① 読書量と学力との間に一定の相関がみられることから、担任と司書教諭、学

校司書等の連携による学校図書館を活用した授業や「朝の読書」、家庭での読

書を促進します。 

 ② ビブリオバトル（書評合戦）2の普及を通じて、読書活動を推進し、子ども

たちの思考力や判断力、表現力の向上につなげます。 

 

数値目標  

全体指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

全国学力・学習状況調査の結果からみた学

力の状況（※１） 

０／８教科 

（平成 26 年度） 

すべての教科で 

全国平均を上回る 

子どもたちの自尊感情の状況（※２） 

小学校 79.0％ 

中学校 70.1％ 

（平成 26 年度） 

小学校 87％ 

中学校 78％ 

 

※１ 教科（小学校国語Ａ・Ｂ、小学校算数Ａ・Ｂ、中学校国語Ａ・Ｂ、中学校数学Ａ・Ｂ）の平均

正答率において、全国平均を上回った教科数。（「全国学力・学習状況調査」文部科学省） 

※２ 「難しいことでも失敗を恐れないで挑戦する」、「将来の夢や目標を持っている」、「自分にはよ

いところがある」の３つの項目について、肯定的な回答をした児童生徒の割合。（「全国学力・学

習状況調査」文部科学省） 

個別指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

（１）子どもたちの授業内容の理解度

（※３） 

小学校国語  79.7％ 

算数  79.0％ 

中学校国語  73.4％ 

数学  73.9％ 

（平成 26 年度） 

小学校国語 82％ 

算数 82％ 

中学校国語 76％ 

数学 76％ 

 

※３ 各教科（小学校国語、小学校算数、中学校国語、中学校数学）の授業の内容が分かると肯定的

に回答した児童生徒の割合。（「全国学力・学習状況調査」文部科学省） 

                                                   
2 ビブリオバトル（書評合戦）：発表者が一人５分で本を紹介し、最後に「どの本が一番読みた

くなったか？」について投票を参加者全員で行い、最多票を集めたものを『チャンプ本』とする

ゲーム。発表者のみならず聴衆にも読書への興味を高める効果があります。 
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（２）子どもたちの家庭学習の状況（※

４） 

小学校  平日  59.4％ 

    休日  46.9％ 

中学校  平日  64.4％    

休日  57.4％ 

（平成 26 年度） 

小学校   平日 63％ 

    休日 57％ 

中学校   平日 68％ 

    休日 67％ 

 

（３）授業時間以外に読書を全くしな

い子どもたちの割合（※５） 

小学生 21.4％ 

中学生 35.7％ 

（平成 26 年度） 

小学生 18％以下 

中学生 28％以下 

 

※４ 家庭学習時間の状況において、「平日、休日とも１時間以上」と回答した児童生徒の割合。（「全

国学力・学習状況調査」文部科学省） 

※５ 「学校の授業時間以外に、普段、１日当たりどれくらいの時間、読書をしますか」という質問

に対して、「全くしない」と回答した児童生徒の割合。（「全国学力・学習状況調査」文部科学省） 
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重点取組名 （２）体力の向上と学校スポーツの推進 

 

取組の背景  

平成 30 年に三重県を中心とした東海ブロックで全国高等学校総合体育大会を、

平成 32 年に本県を含む東海ブロックで全国中学校体育大会を開催します。また、

平成 32 年には東京オリンピック・パラリンピック競技大会が、平成 33 年には本県

で国民体育大会・全国障害者スポーツ大会の開催が予定されています。子どもたち

が運動やスポーツに親しむことで体力を向上させるとともに、学校スポーツを推進

する必要があります。 

 

取組の方針  

 子どもたちが運動やスポーツに親しみ、体力が向上するよう、体育の授業充実

と、体力向上に向けた学校の取組を推進します。 

 運動部活動が活性化するよう、指導者の指導力向上に取り組みます。 

 中・高校生の競技力の向上に取り組み、夢や目標の実現に向け、創造性やチャ

レンジ精神を育むとともに、生涯を通じてスポーツに親しむ習慣を培います。 

 子どもたちが「する」、「みる」、「支える」といった大会への多様なかかわりを

とおして、スポーツへの関心が高まるよう取り組みます。 

 

主な取組内容  

（１）子どもたちの体力向上 

 ① 子どもたちが、体育の授業を通して運動が好きになるよう、教員を対象とし

た研修会を充実させ、指導力向上を図ります。 

 ② 子どもたちの体力向上に向けた学校の取組を推進するため、小中学校におけ

る体力向上の目標設定や１学校１運動（昼休みに学校全体でなわとびに取り組

む等）を促進します。 

（２）運動部活動の活性化と指導力向上 

① 教員採用選考試験で、スポーツ特別選考を実施し、中学校・高等学校の保健

体育科教員を採用し、指導者の確保を図ります。 

② 地域のスポーツ指導者を運動部活動の外部指導者として学校に派遣するな

ど、地域と学校との連携を深め、運動部活動の充実を図ります。 

③ 運動部活動の指導者を対象とした研修会等を通して、指導方法や部活動運営

等に関する指導力の向上を図ります。 

④ 運動部活動の強化指定や、合同練習会の開催等により、競技力の向上を図り

ます。 
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⑤ 優秀な成績を収めた選手や指導者を顕彰することにより、活動意欲の向上を

図ります。 

⑥ 運動部活動に必要な環境整備や、全国大会等に出場する生徒への支援を行い

ます。 

（３）大規模大会の開催を契機とした学校スポーツの推進 

① 大会開催に関わる関係機関・学校体育団体・競技団体等と連携・協働し、大

会の円滑な開催準備・運営を進めます。 

② 大会の開催に向けた取組を通して、各競技の普及に努めます。 

③ 子どもたちが、大会の開催準備・運営に主体的に関わることにより、さまざ

まな交流を通じて豊かな人間関係を築き、スポーツを「する」、「みる」、「支え

る」立場から多くの感動や達成感を味わうことができるよう取り組みます。 

④ 全国から訪れる多くの人々を温かい「おもてなし」の心をもって迎え、参加

者の心に残る夢と感動にあふれる大会開催を目指します。また、本県の豊かな

自然や文化・歴史的景観などの多様な魅力を積極的に発信し、地域の活性化を

促進します。 

 

数値目標  

全体指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果

（※１） 

44.5 

（平成 26 年度） 

51 

 

※１ 全国体力・運動能力、運動習慣等調査における本県の体力合計点の全国との比較（小学５年生

男女および中学２年生男女の都道府県別平均値の本県偏差値）。 

 

個別指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

（１）運動やスポーツをすることが好きな子

どもたちの割合（※２） 

88.4％ 

（平成 26 年度） 

89.6％ 

 

（２）全国大会での入賞件数（※３） 
116 件 

（平成 26 年度） 

146 件 

 

（３）平成 30 年度全国高等学校総合体育大

会の準備・大会開催に関わった高校生の

数（累計）（※４） 

０人 

（平成 26 年度） 

7,900 人 

（平成 30 年度） 

※２ 「運動やスポーツをすることは好きですか」という質問に対して、「好き」、「やや好き」と回

答した児童生徒（小学５年生および中学２年生）の割合。（「全国体力・運動能力、運動習慣等調

査」文部科学省） 

※３ 全国高等学校総合体育大会、全国高等学校選抜大会、国民体育大会における高校生の入賞件数。 

※４ 大会の開催準備、総合開会式の出演、競技種目別大会補助員等に関わった高校生の合計。 
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重点取組名 （３）グローカル人材3の育成 

 

取組の背景  

産業や文化などあらゆる面でグローバル化が進む中、世界にあっても、地域に

あっても、グローバルな視野を持つことが求められています。教育においては、小

学校中学年からの外国語活動の導入が検討されるなど英語教育の強化が図られて

います。このような中、三重県の子どもたちに、郷土の文化に対する深い理解や、

異文化理解の精神、主体性、積極性、豊かな語学力やコミュニケーション能力等を

身につけることが求められています。 

 

取組の方針  

 高い志を持ち、さまざまな課題に対して自ら考え挑戦し、立ちはだかる壁を乗

り越え、未来を切り拓いていく力である「主体性」を育みます。 

 郷土への愛着と誇りを持ちながら、それぞれのアイデンティティーを確立・確

認し、それを心の土壌として、異なる文化・伝統に立脚する人々とともに協働

しながら共に成長し、未来を創造していく「共育力」を育みます。 

 グローバル化が急速に進展し、相互理解や国際協力等が求められる中、語学力、

とりわけ国際的共通語となっている「英語」によりコミュニケーションを図り

行動する「語学力」を育みます。 

 県内産業への関心を高めるとともに、県内に魅力のある仕事が存在することへ

の理解を深め、本県が誇る魅力や強みを、国内外へ発信しながら県内外や海外

で活躍する「意欲」を育みます。 

 

主な取組内容  

（１）自ら考え判断し主体的に行動する力の育成 

① 高校生が、自ら課題を発見し、その解決に向けて探究する取組を進めます。

また、地域や地元小・中学生を対象に、さまざまな提案や体験メニューの提示

ができるような学習活動をとおして、子どもたちのチャレンジ精神や自信、目

的意識を育みます。 

② 高校生の海外留学を支援し、実践的な英語の使用機会を創出するとともに、

海外留学等を通して、異文化を理解し、グローバルな視野を持って、自ら行動

する力を育みます。 

                                                   
3 グローカル人材：グローカルとは、グローバル（地球的）とローカル（地域的）を組み合わせ

た造語。グローカル人材とは、「地球的な視野で考えながら、自分の地域で活動できる人材」、「地

域や異文化に対する深い理解を持ちながら、地球的な規模で活動できる人材」の意味で用いてい

ます。 
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③ 中学生が、地域や社会で起こっている問題や出来事に関心を持ち、一人一人

が役割を認識しながら主体的にコミュニケーションを図りつつ、仲間と共に身

の回りの課題を解決する態度を育みます。 

（２）共に成長しながら新しい社会を創造する力の育成 

 ① 高校生および大学生等が、広くテーマを設定し、大学教授や企業人等の講義

やディスカッションなどを行う環境を創出し、将来の三重を支える「志」を育

成するとともに、学校の枠を越えた三重の若者のネットワークを構築します。 

② 中学生が、「郷土三重」についての学習を深め、英語で積極的に発信できる

力を育みます。 

（３）外国語で積極的にコミュニケーションを図る力の育成 

 ① 外国語活動の中核となる小学校教員、中・高等学校の英語教員を対象に、英

語運用力・指導力・専門性の向上を図る研修を実施します。 

② 小・中・高校生を対象に、「英語キャンプ」等を実施し、実践的な英語使用

環境の創出と異年齢交流による人間的成長を促進します。 

（４）意欲をもって社会に参画し、未来を切り拓く力の育成 

① 子どもたちが、県内に魅力のある仕事があることへの理解を深め、将来、本

県を基盤に社会で活躍しようとする意欲と態度を身につけることができるよ

う、就業体験や職業講話、職業人とのディスカッションなど県内で活躍する人

との触れ合いの機会を創出します。 

② 子どもたちが学校での学習と自分の将来との関係に意義を見出し、学習意欲

が高まるとともに、今学んでいることを将来生活や職業生活で活用する能力や

態度、知識として身につけることができるよう、キャリア教育の充実を図りま

す。 

 

数値目標  

全体指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

将来の夢や目標を持っている子どもたちの

割合（※１） 

小学生 85.8％ 

中学生 71.6％ 

（平成 26 年度） 

全国平均を上回る 

※１ 「将来の夢や目標を持っていますか」という質問に対して、肯定的な回答をした児童生徒の割

合。（「全国学力・学習状況調査」文部科学省） 

 

個別指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

（１）海外留学（短期留学を含む）や海外  

研修等に参加した高校生の数（※２） 

258 人 

（平成 25 年度） 

480 人 
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（２）生徒が社会の出来事や「郷土三重」

について、自分の考えや意見を発信す

る取組を実施している中学校の割合

（※３） 

35.8％ 

（平成 26 年度） 

50％ 

 

（３）英検準１級相当以上の英語力を有す

る英語教員の割合（※４） 

中学校    32.3％ 

高等学校  62.0％ 

（平成 26 年度） 

中学校  55％ 

高等学校  77％ 

 

（４）高等学校（全日制）に在籍する３年

生のうち、３年間を通して１回でもイ

ンターンシップを体験した生徒の割合

（※５） 

28.2％ 

（平成 25 年度） 
全国平均を上回る 

※２ ２週間未満のホームステイ、２週間～１年未満の短期語学留学等（個人）、１年間の長期留学

（個人）および学校が主催する短期海外研修旅行に参加した高校生の数。（三重県教育委員会調

べ） 

※３ 「中学生からの提案・発信」および「郷土三重を英語で発信！～ワン・ペーパー・コンテスト

～」に参加した中学校の割合。（三重県教育委員会調べ） 

※４ 英検準１級以上等を取得している英語担当教員数の割合。（「公立小学校、中学校及び高等学校

における英語教育実施状況調査」文部科学省） 

※５ 高等学校（全日制）に在籍する３年生のうち、３年間を通して１回でもインターンシップを体

験した生徒の割合。（「職場体験・インターンシップ実施状況等調査」国立教育政策研究所） 
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重点取組名 （４）特別支援教育の推進 

 

取組の背景  

障がいのある子どもたちと障がいのない子どもたちが可能な限り同じ場でとも

に学ぶインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育を推進するととも

に、一人一人のニーズに応じた学びの場において、子どもたちの自立と社会参加に

向けた力を育む必要があります。 

 

取組の方針  

 障がいのある子どもたちの自立と社会参加を実現するため、早期からの一貫し

た支援を推進します。 

 一人一人の生活年齢や障がいの状態等に応じた、キャリア教育を推進します。 

 特別支援学校の施設・設備の充実を図ります。 

 

主な取組内容  

（１）早期からの一貫した支援の推進 

① 幼稚園・保育所等、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校間で指導・支

援に必要な情報が確実に引き継がれるよう、情報引継ぎツールであるパーソナ

ルカルテを活用した支援体制の整備を進めます。加えて、パーソナルカルテの

充実のために個別の指導計画の作成と活用を促進します。 

② 適切な支援が早期から行われるよう、支援ツール「ＣＬＭ（Check List in Mie：

発達チェックリスト）と個別の指導計画」の幼稚園・保育所等への導入を促進

します。（健康福祉部） 

 ③ 「三重県こども心身発達医療センター（仮称）」と併設する新たな特別支援

学校、隣接する国立病院機構三重病院が連携することにより、専門性の高い医

療、福祉、教育が連携した支援を行います。また、各市町に設置が進められて

いる、保健、福祉、教育が連携した総合相談機能の充実を促進します。（健康

福祉部） 

④ 早期からの一貫した支援を進めるため、すべての教員が特別支援教育に関す

る一定の知識・技能を習得できるよう、専門性の向上を図ります。 

（２）特別支援学校のキャリア教育の推進 

 ① 自立と社会参加に向けて、各発達段階に応じて育みたい能力や養いたい態度

を考慮した特別支援学校版キャリア教育プログラムを各校で作成し、幼稚部か

ら高等部まで、計画的・組織的にキャリア教育を進めます。 
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 ② 企業就労にかかる高等部での指導においては、一人一人のキャリアをもと

に、生徒本人の適性と職種のマッチングを図り、関係機関、企業等と連携した

提案型の職場開拓を行います。 

 ③ 早期から計画的に職場実習を実施し、職業観・勤労観を育む職業教育を充実

させることで、進路希望を実現するとともに、同じ職場で働き続けられるよう、

関係機関と情報共有を図り定着支援を行います。 

 ④ 卒業後に地域生活へ円滑に移行するために、個別の移行支援計画等を活用

し、教育機関と地域の医療、福祉、労働等関係機関との一層の連携を進めます。 

（３）特別支援学校の整備 

 ① 「三重県特別支援教育推進基本計画」に基づき、特別支援学校東紀州くろし

お学園（本校）、松阪地域特別支援学校（仮称）、「三重県こども心身発達医療

センター（仮称）」併設特別支援学校の整備を進めます。 

 

数値目標  

全体指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

特別支援学校高等部卒業生の就職率（※１） 
30.3％ 

（平成 26 年度） 
32％ 

※１ 県立特別支援学校高等部卒業生のうち、一般企業に就職した者の割合。（就労継続支援Ａ型事

業所を除く。）（三重県教育委員会調べ） 

 

個別指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

（１）特別支援学級においてパーソナルカルテ

を活用している小中学校の割合（※２） 

36.8％ 

（平成 26 年度） 
100％ 

（２）特別支援学校版キャリア教育プログラム

を作成した特別支援学校の割合（※３） 

25％ 

（平成 26 年度） 
100％ 

（３）「三重県特別支援教育推進基本計画」に基

づき整備された特別支援学校数（累計）（※４） 
― ３校 

※２ 特別支援学級が設置されている小中学校のうち、特別支援学級においてパーソナルカルテが活

用されている学校の割合。（三重県教育委員会調べ） 

※３ 県立特別支援学校のうちキャリア教育プログラムを作成した学校の割合。（三重県教育委員会

調べ） 

※４ 特別支援学校東紀州くろしお学園（本校）、松阪地域特別支援学校（仮称）、「三重県こども心

身発達医療センター（仮称）」併設特別支援学校のうち、整備された学校数。 
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重点取組名 （５）誰もが安心できる学び場づくり 

 

取組の背景  

地震や風水害などの自然災害に備え、子どもたちの命を守るため、防災教育・防

災対策を一層充実していく必要があります。また、いじめ問題、貧困の連鎖などの

課題を踏まえ、子どもたちが安心して学習できる環境を整える必要があります。 

 

取組の方針  

 防災教育・防災対策を推進し、災害時の子どもたちの安全の確保を図ります。 

 子どもたちや教職員の安全を確保するために、学校施設の防災機能の強化を図

ります。 

 いじめや暴力を許さない子どもたちの育成と組織的な指導体制の確立を図りま

す。 

 家庭の経済的な環境等で子どもの将来が左右されることのないよう、実質的な

教育の機会均等化を図ります。 

 

主な取組内容  

（１）防災教育・防災対策の推進 

① 子どもたちが自らの命を守るため、自然災害に対応する力を身につけられる

よう、防災学習教材の提供、体験型防災学習の支援、教職員の防災研修など、

防災教育の充実に取り組みます。 

② 県立学校については、非構造部材の耐震対策など学校施設における防災機能

の強化を進めます。 

③ 小中学校については、国の補助制度を市町が活用できるよう支援すること

で、耐震対策を進めます。 

（２）いじめ対策の推進 

 ① いじめや暴力を許さない子どもたちの育成するため、道徳教育・人権教育を

はじめ、学校教育全体をとおして、命をいつくしみ、相手を思いやる心や、個

性を認め合う力を育みます。また、いじめの未然防止、早期発見・早期対応の

ため、学校いじめ防止基本方針に基づく組織的な指導体制の確立を図ります。 

 ② スクールカウンセラーの効果的な活用や、いじめ問題に悩む子どもや保護者

を対象とした「いじめ電話相談」の実施など相談体制の充実に努めます。 

 ③ 情報モラル教育を推進するとともに、教職員や保護者等の情報技術への対応

力の向上を図り、ネットにおけるいじめ等のトラブルの未然防止、早期発見・

早期対応に努めます。 
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（３）教育の機会均等化 

① 学校を子どもの貧困対策のプラットフォーム4として位置づけ、社会福祉等の

関係機関と連携した支援を行うスクールソーシャルワーカーや、心理的な支援

を行うスクールカウンセラーの効果的な配置を進めます。 

また、学力に課題のある子どもたちへの補充学習や、土曜日の授業の効果的

な活用など、学習支援の活動を充実します。加えて、ひとり親家庭、生活困窮

家庭の子ども等、支援を要する緊急度の高い子どもたちに対して、学習支援を

行います。（教育委員会、健康福祉部） 

② 子どもたちの修学にかかる経済的支援を推進するため、高校生等奨学給付金

の支給を行うとともに、三重県高等学校等修学奨学金の貸与を行います。 

 

数値目標  

全体指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

学校生活に安心を感じている子どもたちの割

合（※１） 

91.1％ 

（平成 26 年度） 

92.0％ 

 

※１ 小学５年生、中学２年生、高校２年生を対象とした調査における「学校で、いじめや暴力の心

配がなく、安心して学習することができますか」という質問に対して肯定的な回答をした児童生

徒の割合。（「学校満足度についてのアンケート」三重県教育委員会） 

 

個別指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

（１）「自助」の力を育む防災教育に取り組ん

でいる学校の割合（※２） 
― 100％ 

（２）いじめの認知件数に対して、年度内に

解消したものの割合（※３） 

92.1％ 

（平成 25 年度） 

98% 

 

（３）生活保護世帯に属する子どもの高等学

校等進学率（※４） 

91.1％ 

（平成 25 年度） 

他計画との調整を

図ったうえで今後

設定します。 

※２ 講義形式に加えて体験型の防災教育に取り組んでいる小中学校および県立学校の割合。

（三重県教育委員会調べ） 

※３ 小中学校および県立学校から報告があったいじめの認知件数のうち、年度内に解消したも

のの割合。（三重県教育委員会調べ） 

※４ 生活保護世帯に属する生徒であって、中学校を卒業した翌年度に高等学校、高等専門学校また

は専修学校の高等課程に入学した者の割合。（三重県調べ） 

 

                                                   
4 学校を貧困対策のプラットフォーム：国の「子供の貧困対策に関する大綱」において、用いら

れているキーワード。ここでは、学校を核として、さまざまな関係者や専門家がつながり、子ど

もたちを多面的にサポートするとの趣旨で用いています。 
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第３章 基本施策 

基本理念「三重の教育宣言」を具体的に展開するために、次の６つの「基本施策」

を推進します。 

 

１ 確かな学力と社会への参画力の育成 

子どもたちが将来社会に出たとき、自ら未来を切り開き、他者と協働しながら、

社会を生き抜いていけるよう、子どもたちの確かな学力と社会への参画力の育成

が求められています。 

そのため、「学力の育成」、「特別支援教育の推進」、「外国人児童生徒教育の推

進」、「キャリア教育の推進」、「情報教育の推進とＩＣＴの活用」、「幼児教育の推

進」の各施策に取り組みます。 

 【基本的な考え方】 

○ 「学力の育成」にあたっては、「基礎的・基本的な知識・技能の習得」、「知

識・技能を活用して課題を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等」、

「学習意欲などの主体的に学習に取り組む態度」を学力の重要な３要素として

捉え、その育成に取り組みます。 

また、自立した人間として、多様な他者と協働しながら創造的に生きていく

ために必要な資質・能力を子どもたちに育成します。そのために、主体的・協

働的に学ぶ学習（いわゆる「アクティブ・ラーニング」）を充実するなど学習・

指導方法を改善します。 

○ 「特別支援教育の推進」にあたっては、障がいのある子どもたちと、障がい

のない子どもたちが、できるだけ同じ場で共に学ぶ「インクルーシブ教育シス

テム」の構築を目指します。そのうえで、個別の教育的ニーズのある子どもに

対しては、適切な指導・支援を行います。 

○ 「外国人児童生徒教育の推進」にあたっては、本県における日本語指導が必

要な外国人児童生徒の割合が高いことを踏まえ、外国人児童生徒が、将来社会

的に自立できるよう、日本語指導や適応指導等の充実を図ります。 

○ 「グローバル教育の推進」にあたっては、教育課程における英語教育強化の

方向性を踏まえ、子どもたちの英語によるコミュニケーション能力育成に力を

入れるほか、日本人・三重県人としてのアイデンティティーを持ちながら、異

なる文化・伝統に立脚する人々と共生できる能力や態度を子どもたちに育成し

ます。 

○ 「キャリア教育の推進」にあたっては、社会的・職業的自立に向けて必要な

基盤となる能力や意欲が子どもたちに身につくよう取り組みます。 
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また、子どもたちが社会への参画と貢献に対する意欲・態度を持ち、主権者

としての自覚と責任および政治に対する関心が高まるよう、主権者教育に取り

組み、シチズンシップの涵養に努めます。 

○ 「情報教育の推進とＩＣＴの活用」にあたっては、子どもたちの情報機器活

用能力の育成を図るとともに、情報モラル教育を進めます。 

○ 「幼児教育の推進」にあたっては、幼児期が生涯の人格形成の基礎を培う大

切な時期であるとの認識のもと、子どもたちの心身の発達に資する質の高い幼

児教育を推進します。 

 

２ 豊かな心の育成 

他者とのつながりや社会、自然環境、郷土との関わり合いの中で、豊かな心を

もった子どもたちが育つことが求められています。 

そのため、「人権教育の推進」、「道徳教育の推進」、「郷土教育の推進」、「環境

教育の推進」、「文化芸術活動・読書活動の推進」の各施策に取り組みます。 

【基本的な考え方】 

○ 「人権教育の推進」にあたっては、人権教育が総合的な教育であり、すべて

の教育の中で行われるものであるとの基本的認識のもと、「自分の人権を守り、

他者の人権を守るための実践行動ができる力」を育み、人権文化を構築する主

体者づくりをめざします。 

○ 「道徳教育の推進」にあたっては、道徳が特別の教科として教科化されるこ

とを踏まえ、子どもたちの発達段階に応じた適切な指導を学校の教育活動全体

をとおして行います。 

○ 「郷土教育の推進」にあたっては、子どもたちが三重を愛する心や郷土への

誇りを持って、地域や世界で活躍していけるよう、道徳教育の視点もあわせな

がら取り組みます。 

○ 「環境教育の推進」にあたっては、深刻化する地球温暖化やエネルギー問題、

本県における公害問題の歴史等を踏まえながら、子どもたちに持続可能な社会

づくりの担い手となる力が身につくよう取り組みます。 

○ 「文化芸術活動・読書活動の推進」にあたっては、学校・家庭・地域が連携

し、子どもたちが文化芸術や本に親しむ機会を増やすことで、子どもたちの表

現力や創造力、豊かな感性、情操を育みます。 

 

 

 



 18 

３ 健やかな体の育成 

子どもたちが生涯にわたって、たくましく生きるために、生活習慣や運動習慣

を確立し、体力をつけるなど、健やかな体を育成する必要があります。 

そのため、「健康教育の推進」、「食育の推進」、「体力の向上と運動部活動の活

性化」の各施策に取り組みます。 

【基本的な考え方】 

○ 「健康教育の推進」にあたっては、性に関する問題行動、喫煙、薬物乱用、

メンタルヘルスなど、子どもたちを取り巻く諸課題に的確に対応し、子どもた

ちが、健康で充実した生活を送るために必要な知識と能力を身につけることが

できるよう取り組みます。また、子どもたちが家庭を築くことや子育てに関す

る理解を深めることができるようライフプラン教育に取り組みます。 

○ 「食育の推進」にあたっては、子どもたちが「食」に関する正しい知識と食

習慣を身につけることで、健全な食生活を実践できるよう取り組みます。 

○ 「体力の向上と運動部活動の活性化」にあたっては、生涯にわたって運動に

親しむ習慣を子どもたちに育てるとともに、スポーツの楽しさや喜びを味わえ

るようにすることで、体力の向上に取り組みます。 

 

４ 安全で安心な教育環境づくり 

自然災害、通学時における事故・事件の発生など、子どもたちの安全・安心が

脅かされる事案への懸念が高まっています。また、学校でのいじめや暴力、不登

校や中途退学、教育的に不利な環境にある子どもたちへの支援など、安全・安心

にかかる諸課題への対応も求められています。 

そのため、「防災教育・防災対策の推進」、「子どもたちの安全・安心の確保」、

「いじめや暴力のない学校づくり」、「居心地の良い集団づくり（不登校児童生徒

への支援）」、「高校生の学びの継続（中途退学への対応）」、「学びのセーフティネッ

トの構築」の各施策に取り組みます。 

【基本的な考え方】 

○ 「防災教育・防災対策の推進」にあたっては、防災学習を通じて、自然災害

に対応できる力を子どもたちに育成します。また、すべての県立学校における

校舎の耐震化および非構造部材の耐震対策を完了するとともに、学校の防災機

能を強化します。 

○ 「子どもたちの安全・安心の確保」にあたっては、交通事故の発生や、不審

者事案の増加、校舎の老朽化など、子どもたちを取り巻くさまざまなリスクに

対応するともに、子どもたちの危険予測、危険回避能力が育まれるよう取り組
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みます。 

○ 「いじめや暴力のない学校づくり」にあたっては、「いじめや暴力行為は絶

対に許さない」との方針のもと、いじめ等の未然防止や、学校全体でいじめ等

の解決に取り組む体制づくりを行います。 

○ 「居心地の良い集団づくり（不登校児童生徒への支援）」にあたっては、す

べての子どもたちが、安心でき、信頼できる学校・学級づくりを進めることや

教育相談を充実することで不登校を未然に防ぐとともに、不登校児童生徒に対

しては、適切な支援を行うことで社会性や自立心を育みます。 

○ 「高校生の学びの継続（中途退学への対応）」にあたっては、学業不振や学

校生活不適応による中途退学を未然に防ぐため、中学生の時からの的確な進路

指導を行います。また、やむを得ず、高等学校を中途退学した子どもたちに対

しては、再チャレンジが可能となるよう、進路変更等に関する適切な支援を行

います。 

○ 「学びのセーフティネットの構築」にあたっては、子どもたちの将来が生ま

れ育った家庭の経済的な環境等によって左右されることのないよう、必要な支

援を行います。 

 

５ 信頼される学校づくり 

社会情勢の変化等に伴い、学校や教職員に対する期待やニーズが増加・多様化

しており、信頼される学校をつくることが求められています。 

そのため、「教職員の資質向上とコンプライアンスの推進」、「教職員が働きや

すい環境づくり」、「学校の特色化・魅力化」、「開かれた学校づくり」、「学校施設

の充実」の各施策に取り組みます。 

【基本的な考え方】 

○ 「教職員の資質向上とコンプライアンスの推進」にあたっては、教職員の資

質向上が学校教育充実の鍵であるとの認識のもと、高い専門性と豊かな人間性

をもった教職員の採用・育成を図ります。また、教職員のコンプライアンス意

識の向上に取り組みます。 

○ 「教職員が働きやすい環境づくり」にあたっては、業務の簡素化・効率化を

図り、教職員が子どもたちと向き合える時間を確保するなど、教職員のやりが

いのある職場づくりに努めます。 

○ 「学校の特色化・魅力化」にあたっては、少子化の進行による子どもたちの

減少や教育ニーズの変化などを踏まえたうえで、特色・魅力ある学校づくりや、

学校の適正規模・適正配置の推進、校種を越えた連携を進めていきます。 
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○ 「開かれた学校づくり」にあたっては、コミュニティ・スクールの導入を加

速するなど保護者や地域住民が参加した学校運営を推進します。また、学校マ

ネジメントシステムに基づく、的確な学校運営に努めます。 

○ 「学校施設の充実」にあたっては、子どもたちの安全・安心確保を第一に考

え、学校施設の耐震化やバリアフリー化を推進します。 

 

６ 多様な主体による教育の推進と文化財の保護 

多様化・複雑化する教育ニーズに対応するため、学校と家庭、地域それぞれが

より一層連携を深め、県民総参加で教育に取り組んでいく必要があります。 

そのため、「家庭の教育力の向上」、「社会教育の推進と地域の教育力の向上」、

「文化財の保存・継承・活用」の各施策に取り組みます。 

【基本的な考え方】 

○ 「家庭の教育力の向上」にあたっては、家庭や地域を取り巻く環境変化の中

で、家庭の教育力が低下している状況を踏まえ、社会全体で家庭教育を支える

との考え方で取り組みます。 

○ 「社会教育の推進と地域の教育力の向上」にあたっては、多様なニーズに応

じた社会教育を推進するとともに、社会教育関係団体やボランティア団体、地

域住民など、多様な主体との連携を図りながら、地域全体で子どもたちを育て

ます。 

○ 「文化財の保存・継承・活用」にあたっては、子どもたちや県民が、本県の

重要な文化財について学習し、親しみ、理解を深めることのできるよう取り組

みます。 
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第４章 施策 

６つの「基本施策」を具体的に展開するため、２９の「施策」により、取組を

進めます。 

施策体系 

基本施策 施策 

１ 確かな学力と社会への参画力

の育成 

（１）学力の育成 

（２）特別支援教育の推進 

（３）外国人児童生徒教育の推進 

（４）グローバル教育の推進 

（５）キャリア教育の推進 

（６）情報教育の推進とＩＣＴの活用 

（７）幼児教育の推進 

２ 豊かな心の育成 

（１）人権教育の推進 

（２）道徳教育の推進 

（３）郷土教育の推進 

（４）環境教育の推進 

（５）文化芸術活動･読書活動の推進 

３ 健やかな体の育成 

（１）健康教育の推進 

（２）食育の推進 

（３）体力の向上と運動部活動の活性化 

４ 安全で安心な教育環境づくり 

（１）防災教育・防災対策の推進 

（２）子どもたちの安全・安心の確保 

（３）いじめや暴力のない学校づくり 

（４）居心地の良い集団づくり（不登校児童生徒への支援） 

（５）高校生の学びの継続（中途退学への対応） 

（６）学びのセーフティネットの構築 

５ 信頼される学校づくり 

（１）教職員の資質向上とコンプライアンスの推進 

（２）教職員が働きやすい環境づくり 

（３）学校の特色化・魅力化 

（４）開かれた学校づくり 

（５）学校施設の充実 

６ 多様な主体による教育の推進

と文化財の保護 

（１）家庭の教育力の向上 

（２）社会教育の推進と地域の教育力の向上 

（３）文化財の保存･継承・活用 
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施策の見方 

 

施 策 名 ○○○○ 

 

め ざ す 姿  

 

※この施策を推進することにより、計画期間が終了する平成３１年度末までに達成

する姿を記載しています。 

 

 

現状と課題  

 

 

※この施策に関する現状や課題、背景などを記載しています。 

 

 

 

主な取組内容  

 

 

※この施策で実施する主な取組を記載しています。 

 

 

 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

※学校・家庭・地域等が総参加でめざす、この

施策の成果を指標として記載しています。 

  

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

※県教育委員会や学校等の活動内容（活動量）

をあらわす指標を記載しています。 
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基本施策１ 確かな学力と社会への参画力の育成 

施 策 名 （１）学力の育成 

 

め ざ す 姿  

子どもたちが「学ぶ喜び」や「わかる楽しさ」を実感して、主体的に学び、自信

と意欲、高い志を持って社会を創造していく力を身につけています。 

 

現状と課題  

① 教育課程の基準となる学習指導要領等では、「基礎的な知識及び技能」、「これ

らを活用して課題を解決するために必要な思考力、判断力、表現力その他の能力」

および「主体的に学習に取り組む態度」といった、いわゆる学力の３要素をバラ

ンス良く育てることを目指しています。 

② 子どもたちが社会で活躍する頃には、社会構造等は大きく変化し、一層厳しい

挑戦の時代を迎えると予想されています。新しい時代に必要となる資質・能力を

育成するためには、子どもたちが学ぶことと社会とのつながりをより意識するこ

とや、「何を教えるか」という知識の質や量の改善に加え、「どのように学ぶか」

という学びの質や深まりを重視することが必要です。また、課題の発見・解決に

向けて主体的・協働的に学ぶ学習（いわゆる「アクティブ・ラーニング」）や、

そのための指導方法等を充実させる必要があります。 

③ 全国学力・学習状況調査における本県の平均正答率は、小中学校のすべての教

科（国語、算数・数学）で、全国平均を３年連続下回っている状況であることか

ら、学力向上の取組として、子どもたちが「学ぶ喜び」、「わかる楽しさ」を実感

できるよう、授業研究に基づく授業改善の充実が求められています。また、県指

導主事等の派遣を通して、学習指導要領の趣旨および内容を踏まえた授業改善を

一層図る必要があります。 

④ 全国学力・学習状況調査の児童生徒および学校に対する質問紙調査結果から

は、教科に関する調査と相関関係があるとされる、子どもたちの学習習慣や生活

習慣に課題がみられるほか、組織的・継続的に取り組む授業改善や学校体制の確

立にも課題がみられます。 

⑤ 学校・家庭・地域がそれぞれの役割を認識するとともに、当事者意識を持ち、

一体となって子どもたちの学力を育む取組を進める必要があります。 

⑥ 小中学校においては、基本的な生活習慣や学力の向上を図るため、少人数学級

の編成や少人数指導を進めていますが、より効果的な活用が図られるよう、一層

取組を進める必要があります。 
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⑦ 高等学校においては、引き続き理数教育、英語教育、職業教育等の充実を図る

とともに、多様な社会のニーズに対応した教育の充実に努める必要があります。 

⑧ 高等学校教育においては、すべての生徒が共通に身につけるべき資質･能力の

育成と、多様な学習ニーズへのきめ細かな対応とのバランスに配慮しながら進め

る必要があります。また、学力を社会で自立して活動していくために必要な力と

いう観点から捉え直し、生徒が主体的に学ぶことのできる環境を整備するととも

に、課題の発見と解決に向けた主体的･協働的な学習･指導方法等の研究をより一

層進めていく必要があります。 

⑨ 家庭の経済状況や環境等により、子どもたちの進学機会や学力等に差が生じて

いるとの指摘があります。また、学力格差が原因となって、貧困の連鎖が生まれ

るなど悪循環が生じているとの指摘もあります。 

 

主な取組内容  

① 授業力の向上 

○ 子どもたちが「学ぶ喜び」、「わかる楽しさ」を実感できるよう、授業研究の

充実に向けた組織的な取組を推進し、教員の授業力向上や授業改善につなげま

す。 

○ 学習指導要領を踏まえた授業づくりのため、全国学力・学習状況調査、みえ

スタディ・チェック、ワークシートの３点セットを活用し、授業改善等の取組

を推進します。 

○ 子どもたちの学習環境づくりや学力の向上のため、全国学力・学習状況調査

結果等を分析し、その分析結果を踏まえた改善方策等を示すとともに改善に向

けた取組を実施します。 

○ 高校生の学力の定着・向上および自己実現を支援するため、指導方法・指導

体制の改善に関する研究や、教育課程改善に向けた取組を行います。 

② 主体的・協働的な学習・指導方法の充実および幅広い資質・能力を測る多面的

な評価方法の改善 

○ 思考力・判断力・表現力や、主体性をもって多様な人々と協働する態度など

を育成するため、一方的に教えられる受け身の学習から、主体的・協働的に学

ぶ学習（いわゆる「アクティブ・ラーニング」）への転換に向けて、指導方法

の改善を推進します。 

○ 学習や指導方法等の充実と併せて、評価を適切に行う点からも、子どもたち

の資質・能力を多面的に把握し、評価する方法の工夫改善を図ります。 
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③ 家庭・地域との連携 

平成 24 年度から実施してきた「みえの学力向上県民運動」の取組を総括した

うえで、学校・家庭・地域が一体となった学力向上の取組を一層充実します。ま

た、学力との相関があるとされる読書習慣や生活習慣等の家庭での確立に向け、

ＰＴＡと連携してチェックシートを活用し、県内一斉の集中取組期間を設けて取

り組みます。 

④ 効果的な少人数教育の実施 

基本的な生活習慣や学力の向上を図るため、これまでの加配教員の配置等にお

ける成果や課題を踏まえ、効果的な少人数教育を実施します。 

⑤ 社会で必要となる力を身につける教育の推進 

理数教育、英語教育、職業教育等において、多様な社会のニーズに応じた発展

的な学習を行うことができるよう、最先端の研究を行っている大学等と連携した

講習会やセミナー、研修を実施し、高校生の学力向上および教員の資質向上につ

なげます。 

 

数値目標  

成果指標 現状値 
目標値 

（平成 31 年度） 

全国学力・学習状況調査の教科に関する調査に

おける無解答の状況（※１） 

小学校 ＋0.8 

中学校 ＋0.2 

（平成 26 年度） 

小学校 0 以下 

中学校 0 以下 

 

※１ 全国学力・学習状況調査の教科に関する調査における全国と三重県の無解答率の差。 

 

活動指標 現状値 
目標値 

（平成 31 年度） 

全国学力・学習状況調査の学校質問

紙における「めあての提示」、「振り

返る活動」の実施状況（※２） 

【小学校】 

めあての提示 91.3％ 

振り返る活動 76.6％ 

【中学校】 

めあての提示 88.3％ 

振り返る活動 84.5％ 

（平成 26 年度） 

全国平均を上回る 

※２ 「授業の冒頭で目標（めあて・ねらい）を児童生徒に示す活動を計画的に取り入れている」、「授

業の最後に学習したことを振り返る活動を計画的に取り入れている」という質問に対して、肯定

的な回答をした小中学校の割合。（「全国学力・学習状況調査」文部科学省） 

 

 

 



 27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 28 

基本施策１ 確かな学力と社会への参画力の育成 

施 策 名 （２）特別支援教育の推進 

 

め ざ す 姿  

 障がいのある子どもたちの教育的ニーズにそった早期からの一貫した指導と支

援が充実され、子どもたちが安心して学習できる環境の中で、自立と社会参加に向

けた力を育んでいます。 

 

現状と課題  

① 発達障がいを含む特別な支援を必要とする子どもたちが増加しています。特に

小中学校の通常の学級や高等学校において、発達障がいのある子どもたちへの指

導・支援の充実が課題となっています。 

② 特別な支援を必要とする子どもたちへの一貫した指導・支援を充実させるた

め、支援情報を各校種間で円滑に引き継ぐ必要があります。 

③ 特別支援学校においては、一人一人の教育的ニーズに応じたきめ細かな指導を

行っていますが、障がいが重度・重複化、多様化する傾向があるため、教育内容

の一層の充実が必要です。 

④ 特別な支援を必要とする子どもたちがどの学校にも在籍していることから、す

べての教員が特別支援教育に関する一定の知識・技能を有することが必要です。 

⑤ 一部地域の特別支援学校に在籍する子どもたちが増加しており、施設の狭隘化

等への対応が必要です。 

 

主な取組内容  

① 適切な指導・支援の充実 

○ 幼稚園・保育所等、小中学校や高等学校において、発達障がいを含む特別な

支援を必要とする子どもたちへの個別の指導計画の作成と活用、支援情報の引

継ぎを行うことにより、一人一人の障がいの状態に応じた指導・支援の充実を

図ります。 

○ 授業のユニバーサルデザイン化を図ることにより、特別な支援を必要とする

子どもを含むすべての子どもたちが「学ぶ喜び」、「わかる楽しさ」を実感でき

る授業の改善を進めます。 

○ 小中学校の通級指導教室で学ぶ子どもたちが、障がいの特性に応じた「学び

方」を身につけるための指導の充実を図ります。 

② 特別支援学校における教育の推進 

〇 一人一人の教育的ニーズに対応するため、個別の指導計画に基づく指導とそ
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の評価を的確に行います。 

○ 卒業後も地域の中で安心して、自分らしく暮らしていけるよう、計画的・組

織的にキャリア教育を進め、進路希望を実現し、地域生活への円滑な移行を図

ります。 

○ 障がいのある子どもたちと障がいのない子どもたちが、可能な限りともに学

ぶことができる場面の一つとして交流および共同学習を進めます。 

③ 教員の専門性の向上 

○ 特別支援学校のセンター的機能として、小中学校等への教育相談や特別支援

教育に係る研修会を実施することにより、小中学校等の教員の専門性の向上を

支援します。 

〇 各校に配置されている特別支援教育コーディネーターが、特別な支援を必要

とする子どもたちに対して適切な指導と支援ができるよう、市町等教育委員会

と連携して研修の支援等を行います。 

○ 大学等と連携し、認定講習等による特別支援学校教諭免許状の取得を進めま

す。 

④ 特別支援学校の整備 

○ 「三重県特別支援教育推進基本計画」に基づき、特別支援学校東紀州くろし

お学園（本校）、松阪地域特別支援学校（仮称）、「三重県こども心身発達医療

センター（仮称）」併設特別支援学校の整備を進めます。 

○ 在籍する子どもたちの増加や車両の老朽化に対応したスクールバスの配備

と更新を進めるとともに、特別支援学校の計画的な施設改修等を行います。 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

特別支援学校高等部卒業生の就職率（※１） 
30.3％ 

（平成 26 年度） 
32％ 

※１ 県立特別支援学校高等部卒業生のうち、一般企業に就職した者の割合（就労継続支援Ａ型事業

所を除く）。（三重県教育委員会調べ） 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

小中学校の通常の学級および高等学校におい

て個別の指導計画を作成した学校の割合（※

２） 

小学校 81.9％ 

中学校 66.0％ 

高等学校 71.4％ 

（平成 26 年度） 

小学校  100％ 

中学校  100％ 

高等学校  100％ 

 

※２ 小中学校の通常の学級および高等学校において、個別の指導計画を作成した学校の割合（ただ

し、作成する必要のある該当者がいない学校数を除く）。（文部科学省調査） 
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基本施策１ 確かな学力と社会への参画力の育成 

施 策 名 （３）外国人児童生徒教育の推進 

  

め ざ す 姿  

 学校・家庭・地域が連携し、外国人児童生徒の学びを支える体制づくりを進める

ことにより、子どもたちがどの地域、どの学校に通っても、学ぶ喜びを感じ、学力

を高め、自己実現を図り、社会的に自立する力を身につけています。 

 

現状と課題  

① 三重県は、日本語指導が必要な外国人児童生徒の在籍率が全国１位（平成 24

年度）であり、多言語化が進んでいることから、外国人児童生徒の日本語習得を

支援していく必要があります。 

② 外国人児童生徒が、日常生活に必要な日本語の力だけでなく、日本語で学ぶ力

を身につけるとともに、進路希望に応じた学びを支援することで、将来、社会で

自立できる力を育む必要があります。 

③ 学校は、日本語指導だけでなく、学校生活への適応指導、保護者への支援、仲

間づくりの支援、多文化共生にかかる学習活動、関係機関や地域との連携等、多

岐にわたる役割が求められていることから、これらに対応できる体制整備が必要

です。 

④ 就学にあたっての情報が不足していることなどが原因で、就学年齢に達してい

ながら「不就学」となっている外国人の子どもたちがいます。 

 

主な取組内容  

① 受入体制整備の支援 

○ 来日後間もない外国人児童生徒に対する教育の充実を図るため、初期指導教

室の設置等、市町が行う初期の日本語指導や学校生活への適応指導等を支援し

ます。 

○ ＮＰＯや企業、関係機関等と連携しながら、受入・支援のネットワークを構

築します。 

② 日本語指導、適応指導の充実 

外国人児童生徒への日本語指導や学校生活への適応指導の一層の充実を図る

ため、外国人児童生徒巡回相談員を学校に派遣します。 

③ 日本語で学ぶ力の育成 

外国人児童生徒の学力育成および社会参画力の育成のため、日本語で学ぶ力の

育成をめざしたカリキュラム（ＪＳＬカリキュラム）の考え方を基にした事例の
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普及や研修を行い、効果的な指導の推進に取り組みます。 

④ 就学の案内・相談や進路選択の取組の支援 

日本語指導が必要な外国人児童生徒や保護者等が、学校制度や職業について理

解を深め、夢や目標を持って学校での学習や日本語、母国語の習得に意欲的に取

り組むことができるよう、キャリアガイド（多言語の職業紹介の冊子と外国人の

先輩の成功例を紹介するＤＶＤ）や、三重県情報提供ホームページ（Mie Info）で

の情報提供を進めます。（環境生活部） 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

日本語指導が必要な外国人生徒のうち、就職

または高等学校等に進学した生徒の割合（※

１） 

― 100％ 

※１ 日本語指導を必要とする中学３年生の外国人生徒全員のうち、就職または高等学校等に進学し

た生徒の割合。（「中学校卒業生進路状況調査」三重県教育委員会） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

日本語で学習する力の習得を支援する授業改

善に取り組んでいる学校の割合（※２） 

小学校  87.7％ 

中学校  90.9％ 

（平成 26 年度） 

小学校  100％ 

中学校  100％ 

 

※２ 「日本語指導が必要な外国人児童生徒の学力を保障するため、ＪＳＬカリキュラムの活用など

により日本語で学習する力の習得を支援する授業改善に取り組んでいる」と回答した小中学校の

割合。（三重県教育委員会調べ） 
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基本施策１ 確かな学力と社会への参画力の育成 

施 策 名 （４）グローバル教育の推進 

 

め ざ す 姿  

 子どもたちが、国際的な視野を持ち、自分の意見や考えを発信する力を身につけ

るとともに、日本人・三重県人としてのアイデンティティーを持ちながら、異なる

文化・伝統に立脚する人々と共生する能力や態度を身につけています。 

 

現状と課題  

① グローバル化が加速する中で、日本人・三重県人としてのアイデンティティー

や郷土の文化に対する深い理解を持ったうえで、異文化理解の精神、主体性・積

極性、豊かな語学力やコミュニケーション能力等を身につけて、さまざまな分野

で活躍できるグローバル人材の育成が求められています。 

② 「将来の夢や目標をもち、失敗をおそれず挑戦する子ども」を育てていくため、

チャレンジ精神や「志」の育成を図る必要があります。 

③ 郷土に対する誇り・愛情等の涵養をめざし、体系的なキャリア教育、郷土教育、

道徳教育と連携した取組を進める必要があります。 

④ 国際的な相互理解や協力が求められていることから、語学力、とりわけ英語で

コミュニケーションを図り、行動する力が求められています。 

⑤ 小学校における英語教育の早期化、教科化に向けて、小・中・高等学校の系統

性を意識した英語教育の充実が求められています。また、教員の指導力向上に向

けた取組を進める必要があります。 

⑥ 異なる文化や考え方を持つ人たちと触れ合うことで、新たな発見や発想を生む

と言われています。子どもたちが、異なる文化を対等なものとして認め合い、交

流を通して理解しあう機会を増やしていく必要があります。 

 

 

主な取組内容  

① 小・中・高等学校における系統性を意識した英語教育の推進 

○ 小学生の英語コミュニケーション能力を効果的に育成するために、フォニッ

クスやレゴブロック等を活用した英語指導モデルを構築するとともに、その普

及・啓発を行います。 

○ 英語によるコミュニケーション能力を養うため、小・中・高等学校それぞれ

の発達段階における学習到達目標を各校で設定するとともに、その学習到達目

標を反映した年間指導計画の策定や授業の実施を促進します。 
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○ 英語での発信力やプレゼンテーション能力等を身につけるため、小・中・高

校生を対象に「英語キャンプ」等を実施し、実践的に英語を使用できる環境の

創出と、異年齢交流による人間的成長を促進します。 

○ 学習指導要領の改訂や、平成 32 年度からの導入が予定されている大学入学

希望者学力評価テスト（仮称）を見据え、小学校中学年からの英語教育を推進

するとともに、「聞くこと」、「話すこと」、「読むこと」、「書くこと」の４領域

を総合的に育成し、思考力・判断力・表現力を子どもたちが身につけるための

英語教育を実施します。 

② 国際理解の推進および国際交流活動の充実 

○ 高校生の語学力の向上や国際理解を促進するため、長期留学および短期留学

の資金の一部を支援します。 

○ 「みえ未来人育成塾」等の取組を通して、高校生が留学生等と交流する機会

を創出し、異文化理解の促進、将来を担う若者同士の絆と向上心を高めていく

取組を進めます。 

○ 多文化共生や国際貢献を推進するキーパーソンとなる教職員やＮＰＯ等の

職員を対象とした国際理解研修を、ＪＩＣＡと連携して実施します。また、国

際交流員が学校・地域を訪問し、教育の場や地域での国際交流、異文化理解の

醸成を進めます。（環境生活部、教育委員会） 

③ チャレンジ精神の育成、「志」の育成、課題解決能力の向上 

海外研修などによる異文化理解、専門性の高い知識・技術の習得、高度な検定

や資格取得などの取組を通して、将来の三重を支える子どもたちの「志」を育成

するとともに、若者のネットワークを構築するため、高校生が学校の枠を越えて

集い、主体的に活動する機会を設けます。 

④ 日本人・三重県人としてのアイデンティティーの確立 

中学生が、英語で郷土三重について発信したり、身のまわりの課題の解決に向

けた提案をしたりする機会を設けます。 

⑤ 教員の専門性の向上 

子どもたちの英語力を育成するため、英語教育に携わる教員の英語運用力・実

践的指導力の向上を図るための研修を充実します。 
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数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

高校卒業段階で英検準２級相当以上の英  

語力を習得した生徒の割合（※１） 

31.2％ 

（平成 26 年度） 

56％ 

 

中学校卒業段階で英検３級相当以上の英  

語力を習得した生徒の割合（※２） 

29.0％ 

（平成 26 年度） 

56％ 

 

※１ 本県の高校生に占める、実用英語技能検定準２級を受験し合格した生徒およびそれと同等の英

語力を有する生徒の割合。（「公立小学校、中学校及び高等学校における英語教育実施状況調査」

文部科学省） 

※２ 本県の中学生に占める、実用英語技能検定３級を受検し合格した生徒およびそれと同等の英語

力を有する生徒の割合。（「公立小学校、中学校及び高等学校における英語教育実施状況調査」文

部科学省） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

外国語における学習到達目標を設定している

学校の割合（※３） 

中学校   17.9％ 

高等学校  18.2％ 

（平成 26 年度） 

中学校   100％ 

高等学校  100％ 

 

※３ CAN-DO リストの形で学習到達目標を設定している中学校および高等学校の割合。（「公立小

学校、中学校及び高等学校における英語教育実施状況調査」文部科学省） 
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基本施策１ 確かな学力と社会への参画力の育成 

施 策 名 （５）キャリア教育の推進 

 

め ざ す 姿  

 子どもたちが、社会的・職業的に自立し、将来社会の一員として、社会に貢献し

ながら自分らしく生きるために必要な基盤となる能力や意欲を身につけています。 

 

現状と課題  

① 若者を取り巻く雇用環境においては、若者無業者（いわゆるニート）や早期離

職者の増加、求職と求人のミスマッチなどが課題となっており、キャリア教育の

役割がますます重要となっています。 

② 子どもたちが学校での学習と自分の将来との関係に意義を見出して学ぶ意欲

を高めるとともに、学校での学びを将来社会で役立てられるよう、キャリア教育

の視点で日々の教育活動を見直す必要があります。あわせて、就業体験や職業理

解を深める学習機会など、家庭・地域と連携した取組を充実する必要があります。 

③ 将来の生き方や進路を考えるうえで、上級学校への体験入学や、上級学校の教

員・生徒・学生による出前授業等は、子どもたちが今後の進学先に対して、見通

しを持ち、意欲を高めるうえで効果があります。一方で、県内では、異なる校種

が連携したキャリア教育を行っている学校は多いとは言えない状況にあります。 

④ 子どもたちが職業を選択する際、興味や好みを重視する傾向があります。子ど

もたちが自己の能力や適性、社会や時代のニーズを理解するとともに、多様な選

択肢の中から進路を決定することができる能力や態度を育成することが求めら

れています。 

⑤ 農林水産業や介護関係等、人材の確保が難しい職業分野があります。県内に魅

力のある仕事が存在することについて、子どもたちの理解を促し、地域社会で活

躍する意欲を持てるようにすることが必要です。また、少子化が進む中、活力あ

る地域づくりが求められていることから、県内産業への関心を高め、理解を深め

る取組が必要です。 

⑥ 特別支援学校に在籍する子どもたちが、卒業後も地域で自分らしく安心して豊

かに暮らしていけるよう、生活年齢や障がいの状態等に応じて、自立と社会参加

を支援する取組を推進する必要があります。 

⑦ 公職選挙法が改正され、投票権が 18 歳以上となることを踏まえ、子どもたち

の主権者としての自覚や社会参画の力を育む教育に取り組む必要があります。 

また、消費者教育、金融教育、税に関する教育などを充実し、子どもたちに社

会で必要となる知識や態度を育成することが求められています。 
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主な取組内容  

① 教育活動全体を通したキャリア教育の充実 

各学校が、子どもたちや地域の実態に応じたキャリア教育計画（全体計画・年

間指導計画）を策定し、教科活動、道徳、総合的な学習の時間および特別活動な

らびに日常生活において、社会的・職業的自立に必要な基盤となる能力や態度を

育成します。 

② 発達段階に応じたキャリア教育の推進 

○ 子どもたちが将来の生き方や卒業後の進路に対して見通しをもって学ぶこ

とができるよう、各学校において上級学校への体験入学、上級学校の教員・生

徒・学生による出前授業や成果発表など、校種を越えた学びの機会を設けます。 

○ 子どもたちの発達段階に応じたキャリア教育を推進するために、教職員が異

なる校種におけるキャリア教育についての理解を深める機会を設けます。 

③ 学校と家庭、地域が連携したキャリア教育の充実 

子どもたちが三重県に魅力のある仕事や自然、文化、歴史があることへの理解

を深め、地域社会で活躍する意欲を持てるようにするために、地元の企業等での

就業体験、地域の職業人による出前授業や講演、農林水産業体験など、多様な主

体と連携した学習の機会を設けます。 

④ 職業教育の充実 

地域産業の担い手や専門的な能力を有する職業人を育成するために、地元の企

業等の協力を得て、専門家による技術指導や商品開発など実践的な職業教育を推

進します。 

⑤ 就職支援の充実 

○ 新規に高等学校等を卒業し就職した生徒が、職場でいきいきと活躍できるよ

う、学校と経済団体、関係機関、地元企業等が連携した就職支援と早期離職防

止に向けた定着支援を行います。（雇用経済部、教育委員会） 

○ 就職が内定しないまま卒業する子どもたちについては、求職にかかる適切な

支援が受けられるよう、関係機関へ円滑な引き継ぎを行います。（雇用経済部） 

⑥ 特別支援学校におけるキャリア教育の推進 

○ 特別支援学校の生徒が地域の中で自立し、社会参加できるよう、計画的・組

織的にキャリア教育を進めます。 

○ 働くことに対するマナーやルール等に関する情報や実践的な実習体験の機

会を提供します。（雇用経済部） 
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⑦ 社会へ参画する力の育成 

○ 社会への参画と貢献に対する意欲・態度の育成を図り、主権者としての自覚

と責任および政治に対する関心を高められるよう、各教科、総合的な学習の時

間、特別活動等を通して主権者教育に取り組むとともに、地域と連携した取組、

体験活動等により、シチズンシップの涵養に努めます。 

○ 消費者教育の充実を図るため、教科を超えた教員間や外部機関との連携、消

費者問題の変化に対応した教材開発、教員の学習環境の整備を行います。（環

境生活部、教育委員会） 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

高等学校（全日制）に在籍する３年生のうち、

３年間を通して１回でもインターンシップを

体験した生徒の割合（※１） 

28.2％ 

（平成 25 年度） 
全国平均を上回る 

※１ 高等学校（全日制）に在籍する３年生のうち、３年間を通して１回でもインターンシップを体

験した生徒の割合。（「職場体験・インターンシップ実施状況等調査」国立教育政策研究所） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

キャリア教育の全体計画を策定している高等

学校の割合（※２） 

47.1％ 

（平成 26 年度） 

100％ 

 

※２ 高等学校を対象に行うキャリア教育の取組状況等に関する悉皆調査で、「キャリア教育の全体

計画を策定している」と回答した高等学校の割合。（三重県教育委員会調べ） 
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基本施策１ 確かな学力と社会への参画力の育成 

施 策 名 （６）情報教育の推進とＩＣＴの活用 

 

め ざ す 姿  

 急速に進展する情報化社会において、より良いコミュニケーション等のために、

子どもたちがＩＣＴを効果的に活用する能力や情報モラルを身につけています。 

 

現状と課題  

① 情報および情報機器等が社会生活に必要不可欠な基盤となる中、子どもたちに

とって、ＩＣＴを適切に活用する能力や態度を身につけることが必要となってい

ます。一方で、著作権や個人情報の保護など、情報に関する基礎的・基本的な知

識および技術や情報モラルに関する指導を充実させていく必要があります。 

② 子どもたちの携帯電話やスマートフォンの所有率が高まり、友だちとのつなが

りに、ネットワーク上のツールが利用されています。一方で、子どもたちがネッ

トを通じた犯罪やトラブルに巻き込まれる事案や、ネット上での誹謗中傷やいじ

めなどの事案が発生しており、情報モラルの向上が求められています。 

③ 「平成 25 年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査」において、「教

材研究・指導の準備・評価などにＩＣＴを活用する能力」のある本県教員の割合

は、89.3％（全国４位）となっていますが、さらなる向上が必要です。 

④ ＩＣＴを効果的に活用したわかりやすい授業の実現が求められています。 

 

主な取組内容  

① 情報活用能力の育成 

情報社会を構成する一員として、社会の情報化の進展に主体的に対応するため

に必要となる基礎的・基本的な知識および技術などの活用能力を子どもたちに育

成する観点から、コンピュータ等を適切に活用して、情報収集やアプリケーショ

ンソフトの使用をできるようにします。 

② 情報モラル教育の充実 

○ 情報の特徴や情報化が社会に及ぼす影響の理解、および情報モラルを身につ

ける学習活動を重視した取組を行い、子どもたちがネット社会におけるルール

やマナーを身につけられるよう指導します。 

○ 子どもたちがインターネットを利用することによって犯罪に巻き込まれた

り、インターネット上の違法情報・有害情報に触れたりすることを防止するた

め、フィルタリングの普及促進や広報啓発活動等の取組を推進します。（警察

本部、健康福祉部） 
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③ ＩＣＴを活用したわかりやすい授業の推進 

○ 教員の授業力の向上を図るために、ＩＣＴの効果的な活用方法を学ぶ研修等

を実施します。 

○ 情報社会における子どもたちのインターネット活用状況等の実態を教員が

把握し、適切に指導するための考え方や指導方法について、研修を実施します。 

④ ＩＣＴ環境の整備 

子どもたちが学習意欲を高め、協働して学ぶことができるよう、コンピュータ

教室やタブレットパソコンを活用するために必要となる校内環境を整備すると

ともに、効果的な教材や指導方法等について研究を進めます。 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

ＩＣＴを活用して指導することができる教員

の割合（※１） 

89.3％ 

（平成 25 年度） 

92.9％ 

 

※１ 「教材研究・指導の準備・評価などにＩＣＴを活用する能力」がある教員の割合（「学校にお

ける教育の情報化の実態等に関する調査」文部科学省） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

ＩＣＴ活用指導力の向上に関する研修を受講

した教員の割合（※２） 

30.0％ 

（平成 25 年度） 

48％ 

 

情報モラル教育を行った学校の割合（※３） ― 100％ 

※２ 「ＩＣＴ活用指導力の各項目に関する研修を受講した教員の割合」（「学校における教育の情報

化の実態等に関する調査」文部科学省） 

※３ スマートフォン等の適切な使い方、ネット社会におけるルールやマナー等、情報モラル教育を

行った小中学校および県立学校の割合。（三重県教育委員会調べ） 
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基本施策１ 確かな学力と社会への参画力の育成 

施 策 名 （７）幼児教育の推進 

 

め ざ す 姿  

幼児教育を通じて、子どもたちの学びへの意欲と関心、自分の気持ちを伝える力、

自主性、規範意識、自尊心、慈しみや思いやりの心など、生涯にわたる人間形成の

基礎が培われています。 

 

現状と課題  

① 幼児期における教育は、子どもたちの心身の健やかな成長を促すうえで、きわ

めて大切な時期であることから、幼稚園、保育所、認定こども園が家庭、地域と

連携・協力し、就学前教育の充実を図っていくことが求められています。 

また、子ども子育て支援新制度の実施により、幼稚園・保育所等の教育･保育

施設には、質の高い教育･保育の提供、子育て支援の拠点としての機能等の一層

の充実が期待されています。 

② 小１プロブレムなど就学に伴うさまざまな課題があることから、幼児教育から

小学校教育への円滑な接続がなされるよう、幼稚園・保育所等と小学校が連携し

て取り組む必要があります。 

③ 健全な社会を築くために、幼児期から規範意識を培うことが大切です。そのた

め、幼稚園や保育所等が、家庭や地域と連携して課題の解決に向けた取組を積極

的に行うことが必要です。 

④ 多様な幼児教育のニーズに応えるため、幼稚園教諭や保育士等の資質向上が求

められています。 

 

主な取組内容  

① 小学校教育への円滑な接続に向けた取組の推進 

就学に伴うさまざまな課題の解決に向けて、幼児教育から小学校教育に円滑に

接続できるよう、幼稚園・保育所等と小学校の接続に関する研修を実施します。 

また、すべての子どもたちにとって連続した学びとなるよう、幼稚園等と小学

校が連携して教育課程の編成に取り組むための支援を行います。 

② 園長、所長、幼稚園教諭、保育士、保育教諭の資質の向上 

幼児教育への多様なニーズに応じた園運営の向上を図るため、園（所）長のリー

ダーシップを高めるための研修を実施します。 

また、幼稚園教諭と保育士等が、ともに「教育の学び」、「養護の学び」を深め、

資質、専門性を高めるための研修を実施します。（教育委員会、健康福祉部） 
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③ 家庭や地域との連携の推進 

多様な体験活動等をとおして、幼児の自主性や規範意識、自尊心、思いやりの

心などの育成が図られるよう、家庭や地域の多様な主体に働きかけるとともに、

実践事例の普及啓発を進めます。 

また、幼稚園・保育所等における教育・子育て相談機能の充実を図ります。 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

教育課程の編成に関し、小学校と連携してい

る幼稚園・認定子ども園の割合（※１） 

63％ 

（平成 26 年度） 
全国平均を上回る 

※１ 「幼稚園教育の充実や小学校教育の円滑な接続のため、教育課程の編成について小学校と

情報交換するなどの連携している」と回答した幼稚園および認定子ども園の割合。（三重県

教育委員会調べ） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

幼保小連携に関する研修を実施している市町

の割合（※２） 

87.5％ 

（平成 26 年度） 
100％ 

※２ 幼稚園、認定こども園における保育士や幼稚園教員、小学校教員等対象の幼保小連携教育に関

する研修会を開催した市町の割合。（三重県教育委員会調べ） 
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基本施策２ 豊かな心の育成 

施 策 名 （１）人権教育の推進 

 

め ざ す 姿  

 子どもたちが自分の人権を守り、他者の人権を守るための実践行動ができる力を

身につけています。 

 

現状と課題  

① 学校において、社会の意識を背景とするさまざまな人権問題が生じていること

から、三重県人権教育基本方針に基づき、偏見や差別を見きわめる力、他者の痛

みを共感的に受け止め、共に解決に向けて行動する力などを育成する必要があり

ます。 

② 子どもたちの人権意識の形成については、家庭や地域の影響が大きいことか

ら、学校・家庭・地域が連携しながら、日常的に人権意識を高める必要がありま

す。 

③ 教育活動全体を通じた人権教育を組織的に展開するためには、すべての教職員

の確かな人権感覚と指導力が求められます。 

 

主な取組内容  

① 人権教育に関する指導内容の充実 

○ 「部落問題」、「障がい者」、「外国人」、「子ども」、「女性」等、種々の個別的

な人権問題に対する理解と認識を深め、課題解決に向けた実践行動ができるよ

う人権学習指導資料等を活用した学習を充実します。 

○ 新たな人権課題に適切に対応できるよう、メディアリテラシーやユニバーサ

ルデザイン、性的マイノリティの人権等についての学習を促進します。 

○ 人権に関する知識や技能を具体的に行動化する場としてのサークル活動や

フォーラム等の取組を促進します。 

② 人権教育に関する指導体制の充実  

すべての学校が総合的・系統的に人権教育を展開できるよう、「人権教育推進

計画」および「人権教育カリキュラム」の作成と活用を進めます。 

③ 人権教育推進のための地域連携の充実 

  子どもたちの人権意識や自尊感情を高めるために、学校・家庭・地域が取組に

ついて協議したり、共に活動したりすることができるよう、地域連携の要となる

「人権教育推進協議会」等の取組を推進します。 
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④ 教職員の指導力や人権意識の向上 

○ すべての教職員が確かな人権感覚と指導力をもって人権教育を進められる

よう、人権学習指導資料の活用法等に関する研修を実施するとともに、実践に

つながる情報提供および相談支援を行います。 

○ 学校における人権教育推進体制や家庭・地域との連携体制を充実させるた

め、各種研修会の実施等を通じて、管理職や人権教育担当者のリーダーシップ

の向上を図ります。 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

人権学習によって、人権を守るための行動を

したいと感じるようになった子どもたちの割

合（※１） 

71.0％ 

（平成 26 年度） 

80.0％ 

 

※１ 県立学校の生徒を対象としたアンケート調査において、「これまでに受けた人権学習によって、

人権を守る行動をしたいと感じるようになった」と回答した生徒の割合。（三重県教育委員会調

べ） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

人権教育カリキュラムを作成している学校の

割合（※２） 

65.5％ 

（平成 26 年度） 

100％ 

 

※２ 子どもにつけたい力や、発達段階に応じた人権教育の指導内容を定めた、人権教育カリキュラ

ムを作成し、その取組を進めている小中学校および県立学校の割合。（三重県教育委員会調べ） 
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基本施策２ 豊かな心の育成 

施 策 名 （２）道徳教育の推進 

 

め ざ す 姿  

子どもたちが人間尊重・生命尊重の精神のもと、公共心や規範意識、人間関係を

築く力、自尊感情を高め、より良く生きようとする意欲と実践力を身につけていま

す。 

 

現状と課題  

① 近年、深刻ないじめやネットでの誹謗中傷、生命を軽視する事件が発生してい

ます。子どもたちの情報モラルや生命倫理を確立するため、道徳教育の充実が求

められています。 

② 子どもたちが社会を構成する一員としての生き方を学ぶ、シチズンシップ教育

の視点や、多様性の尊重、他者との共生が求められるグローバル教育の視点から

も道徳教育の役割が増しています。 

③ 「特別の教科 道徳」が教育課程に位置づけられることを見据え、学校全体が

一体となって道徳教育を進めることが必要です。 

④ 子どもたちが生活のために必要な習慣を身につけるとともに、自立心を育成

し、心身の調和のとれた発達を図るうえでも、学校と家庭、地域との連携を図り、

道徳教育を進めることが重要です。 

 

主な取組内容  

① 発達段階に応じた道徳教育の推進 

  子どもたちが、物事を多面的・多角的に捉え、主体的に考えを深めるなかで自

己をみつめ、道徳性を養うことができるよう、発達段階に応じた教材の活用や多

様で効果的な指導方法の工夫改善を推進します。 

② 三重の特色を生かした道徳教育の展開 

子どもたちの郷土を愛する心を育むため、郷土の伝統・文化や先人の偉業など

の身近な教育資源を取り上げた「三重県 心のノート」の積極的な活用を促進し

ます。 

③ 道徳の教科化へ向けた指導体制の充実 

道徳の教科化へ向けて、道徳教育推進教師を中心とする学校全体が一体となっ

た指導体制の充実や、高等学校における道徳教育の全体計画の充実、系統的な指

導機会の構築に取り組みます。 

 



 47 

④ 家庭・地域と連携した道徳教育の推進 

学校・家庭・地域が連携した道徳教育の一層の充実を図るため、授業参観等で

「私たちの道徳」を活用した道徳の授業を実施したり、学校通信等で「私たちの

道徳」の内容や家庭での活用の仕方等を発信したりするなど「私たちの道徳」の

家庭・地域における活用を進めます。 

⑤ 規範意識の醸成 

○ 規範意識を醸成する教育を支援するため、学校や幼稚園・保育所等が行う非

行防止教室等への警察職員の派遣や、教員等を対象とした薬物乱用防止・非行

防止に関する研修会等の開催に取り組みます。 

○ 子どもたちの規範意識を醸成するため、関係機関・団体やボランティアと共

に推進する環境美化活動、社会福祉活動、スポーツ活動などの社会参加活動を

促進します。 

⑥ 生命を大切にする教育の充実 

子どもたちの発達段階に応じて、人間尊重の精神と生命に対する畏敬の念を培

う教育が充実されるよう、道徳の時間を要として、各教科等の授業のほか、保護

者や地域の方々の協力などによる体験的な学習の機会等を通じて、学校教育全体

において心の教育に取り組みます。 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

いじめは、どんな理由があってもいけないこ

とだと思う子どもたちの割合（※１） 

小学生 96.3％ 

中学生 92.8％ 

（平成 26 年度） 

小学生 100％ 

中学生 100％ 

 

※１ 「いじめは、どんな理由があってもいけないことだと思う」という質問に対して、肯定的な回

答をした児童生徒の割合。（「全国学力・学習状況調査」文部科学省） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

道徳教育推進教師を中心として学校全体で指

導に取り組んでいる学校の割合（※２） 
― 

小学校 100％ 

中学校 100％ 

「私たちの道徳」および「三重県 心のノー

ト」を年間を通じて計画的・継続的に活用し

ている学校の割合（※３） 

― 
小学校  90％ 

中学校  80％ 

「私たちの道徳」を長期休業中に持ち帰らせ

ている学校の割合（※４） 

小学校 90.9％ 

中学校 84.6％ 

（平成 26 年度） 

小学校 100％ 

中学校 100％ 
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※２ 「道徳教育推進教師が学習指導要領解説道徳編に示されている８つの役割を自覚し、組織の中

心となって、教職員の協力体制のもと、道徳教育が進められている」と回答した小中学校の割合。

（三重県教育委員会調べ） 

※３ 「『私たちの道徳』および『三重県 心のノート』を年間を通じて計画的・継続的に活用して

いますか」という質問に対して、「合わせて月複数回以上活用した」と回答した小中学校の割合。

（三重県教育委員会調べ） 

※４ 「『私たちの道徳』を児童生徒が家庭に持ち帰って家庭や地域等でも活用できるようにしてい

ますか」という質問に対して、「家庭に持ち帰らせている」と回答した小中学校の割合。（三重県

教育委員会調べ） 
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基本施策２ 豊かな心の育成 

施 策 名 （３）郷土教育の推進 

 

め ざ す 姿  

 子どもたちが豊かな心をもち、郷土を知り、郷土を愛し、三重県について自信を

もって語ることができる力を身につけています。 

 

現状と課題  

① 「平成 26 年度全国学力・学習状況調査」の結果によれば、「地域や社会をよく

するために何をすべきかを考えることがある」と回答した子どもたちの割合は、

小学６年生、中学３年生のいずれも全国平均を下回っている現状があります。 

② 地域の良さや郷土の豊かな自然、歴史、文化について、誇りをもって語ること

ができる力を身につけられるよう、郷土三重についての学習を深める必要があり

ます。 

③ 地域のさまざまな分野で活躍する人による講話や体験活動など、子どもたちの

地域の理解を深める学習を郷土教育の中で重視していく必要があります。  

④ 子どもたちが、三重の自然、歴史、文化について、楽しみながら学習できる場

として三重県総合博物館（MieMu）などの文化・社会教育施設を活用していく必

要があります。  

 

主な取組内容  

① 身近な地域や三重に関わる教材の開発と活用 

地域の良さや郷土の豊かな自然、歴史、文化について、誇りをもって語ること

ができる力を身につけられるよう、教材「三重の文化」、「ふるさと三重かるた」

の活用を推進します。また、三重に関わる教材である「ふるさと通信」に郷土の

誇るべき先人の言葉等を取り上げるなど、教材の開発とその活用実践を推進しま

す。 

② 地域と連携した郷土教育の推進 

地域の伝統や産業のさまざまな分野で活躍する人による講話や体験活動など、

子どもたちの地域の理解を深めるために、地域と連携した郷土教育を推進しま

す。 

③ 社会教育施設や文化財の活用 

子どもたちが、三重の自然、歴史、文化について、楽しみながら学習できるよ

う、三重県総合博物館（MieMu）や埋蔵文化財センター、斎宮歴史博物館などの

社会教育施設や文化財の活用を推進します。 
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数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

地域や社会をよくするために何をすべきかを

考えることがある子どもたちの割合（※１） 

小学生 40.1％ 

中学生 30.0％ 

（平成 26 年度） 

全国平均を上回る 

※１ 「地域や社会をよくするために何をすべきかを考えることがある」という質問に対して、肯定

的な回答をした児童生徒の割合。（「全国学力・学習状況調査」文部科学省） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

「ふるさと三重かるた」を活用している幼稚

園・小学校・中学校の割合（※２） 

幼稚園  88.9％ 

小学校  87.7％ 

中学校  56.4％ 

（平成 26 年度） 

幼稚園 100％ 

小学校 100％ 

中学校  80％ 

 

※２ 「『ふるさと三重かるた』を、授業、行事、遊び等で活用している」と回答した幼稚園・小学

校・中学校の割合。（三重県教育委員会調べ） 
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基本施策２ 豊かな心の育成 

施 策 名 （４）環境教育の推進 

 

め ざ す 姿  

 子どもたちが、環境について地球的視野で考え、さまざまな課題を自らの問題と

してとらえて行動し、持続可能な社会づくりの担い手となる力を身につけていま

す。 

 

現状と課題  

① 健全で恵み豊かな環境を維持しつつ、資源の循環的な利用やエネルギーの有効

活用、地域の生態系の保全などを図り、環境への負荷の少ない持続的発展の可能

な社会の構築が求められています。 

② 環境省調査によると、環境問題に対して積極的に取り組んでいく姿勢を示す人

は多いものの、実際に地域の環境保全活動に参加している人は少なく、住民の意

識が行動に結びついていない面があります。 

③ 次代を担う子どもたちが、地球温暖化やごみの減量化など環境問題に対する理

解を深め、主体的に行動する実践的な態度や資質を身につけられるような環境教

育を行うことが課題となっています。 

④ 森林環境教育においては、費用の調達、指導者の育成、フィールドの確保等の

諸課題があり、一部の学校による活動しか実施されていない状況であることか

ら、みえ森と緑の県民税も活用しながら学校等の森林環境教育を推進していく必

要があります。 

 

主な取組内容  

① 環境に配慮した学校づくりと環境教育の推進 

○ 子どもたちが、環境問題を自らの問題として捉えるとともに、一人一人が自

分にできることを考え、実践できるよう、持続可能な社会づくりの担い手を育

む教育（ＥＳＤ）の推進拠点となるユネスコスクールの加盟校増加に取り組み

ます。 

○ 環境教育の中核となる、ユネスコスクールや ISO14001 認証取得校の先進的

な取組事例等を県内の学校に積極的に発信し、すべての学校で、環境問題を身

近なものとして捉えられる子どもたちを育成します。 

○ 各教科や総合的な学習の時間等において、環境美化・環境保全活動に積極的

に取り組みます。 

○ 各学校が「学校環境デー」を中心とした創意工夫ある環境教育活動の充実を
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図るとともに、取組事例等を県のＷｅｂサイトに掲載するなど、県内の学校等

に広く情報発信します。 

○ すべての県立学校が「県立学校環境マネジメント」に基づいた環境教育の推

進、環境保全活動の充実に取り組みます。 

② 環境問題を考える機会の充実 

○ 大学・地域・企業等と連携した環境美化・環境負荷低減の活動や、地域・企

業・ＮＰＯ等が主催する清掃活動や実践報告会等へ、子どもたちの参加を促し

ます。 

○ 地域において環境保全に携わる活動を行っている人材や、環境教育の専門家

等を活用した自然観察会等の事業を充実するとともに、公民館等の社会教育施

設が取り組む環境教育活動を支援します。 

○ 子どもたちに「もったいない」という意識を向上させるため、さまざまなツー

ルを活用し、各小学校において地域のボランティアの方々や市町の担当者が講

師となった出前授業を実施します。（環境生活部） 

○ 子どもたちが自ら考えた環境保全の取組が家庭や地域へ広がっていくよう

に、市町、民間団体等の関係機関との連携や、三重県環境学習情報センターな

どの環境学習・環境教育の拠点施設の活用を通じた体験型、参加型の環境教育

に取り組みます。（環境生活部） 

③ 森林環境教育の広域的・総合的な推進 

学校が森林環境教育に取り組みやすいよう、活動のコーディネートやきめ細か

い相談対応等、包括的な支援体制を構築します。（農林水産部） 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

環境保全活動に取り組んでいる高等学校の割

合（※１） 

67.2％ 

（平成 26 年度） 

100％ 

 

※１ 「県立学校環境マネジメント」等に基づき、環境保全活動に取り組んだ高等学校の割合。（三

重県教育委員会調べ） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

家庭・地域・企業等と連携して、環境教育を

推進している高等学校の割合（※２） 

75.9％ 

（平成 26 年度） 

100％ 

 

※２ 家庭・地域・企業等と連携して、学校以外の多様な主体を巻き込んだ環境教育を推進している

高等学校の割合。（三重県教育委員会調べ） 

 



 54 

基本施策２ 豊かな心の育成 

施 策 名 （５）文化芸術活動・読書活動の推進 

 

め ざ す 姿  

 文化芸術活動や読書活動をとおして、子どもたちの表現力や創造力などが高まる

とともに、豊かな感性や情操を身につけています。 

 

現状と課題  

① 文化芸術や読書に親しむことは、豊かな人間性を養い、創造力を育むために不

可欠なものであり、豊かな感性や情操を育む教育の充実が重要となっています。

子どもたちが生涯にわたり、文化芸術に親しむ態度や意欲を育むことが大切で

す。 

② 社会全体に子どもの読書活動の重要性が徐々に理解され、読書ボランティア等

の活動が活発になり、読み聞かせやお話し会などの読書活動に子どもたちが親し

む機会が増えています。一方で、大人の意識や、家庭、地域、学校等における読

書環境に差があります。 

③ 多くの学校が、読書活動の時間を設けるなど、読書習慣づくりに努めています

が、小学校から中学校、高等学校と進むにつれて読書離れが進んでいます。また、

「学校図書館を活用した授業」を計画的に行っている学校の割合は年々増加して

いますが、まだ全国と比較してやや低い状況にあり、学校司書の配置を促進する

とともに、中学生・高校生を対象とした読書活動の推進に取り組む必要がありま

す。 

 

主な取組内容  

① 本物の文化芸術にふれる機会の充実 

子どもたちの豊かな感性や情操を育むため、本物の文化芸術にふれる機会や、

子どもたちが自己の作品を表現したり、発表したりする機会の充実を図ります。

（教育委員会、環境生活部） 

② 文化部活動の活性化と発表の機会の充実 

学校の文化部活動が、子どもたちの豊かな人間性を養うとともに、創造力を育

むための重要な機会になるよう、活動成果の発表の機会を確保し、文化部活動の

活性化を支援します。 

③ 読書活動の一層の充実 

○ 家庭・地域・学校等において、図書館資料や施設設備等の充実を図ること等

による読書環境の整備、子どもたちを対象とする読み聞かせやお話し会等の読
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書機会の提供、ポスターやリーフレットの配布等による読書活動の啓発に取り

組みます。 

○ 読書活動の拠点である公立図書館や公民館等において、家庭や学校等の地域

の多様な主体と連携・協力して読書に親しむ機会の提供されるよう働きかけま

す。 

④ 学校図書館の充実と効果的な活用 

子どもたちの読書活動の推進や読書習慣の形成を図るため、学校図書館の蔵書

充実やデータベース化を進めるとともに、小中学校における学校司書の配置を促

進します。また、一斉読書や調べ学習等で学校図書館の積極的、効果的な活用を

図るとともに、学校図書館の活用について教職員の意識向上を図ります。 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

授業時間以外に読書を全くしない子どもたち

の割合（※１） 

小学生 21.4％ 

中学生 35.7％ 

（平成 26 年度） 

小学生 18％以下 

中学生 28％以下 

 

※１ 「学校の授業時間以外に、普段、１日当たりどれくらいの時間、読書をしますか」という質問

に対して、「全くしない」と回答した児童生徒の割合。（「全国学力・学習状況調査」文部科学省） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

学校図書館を計画的に活用した授業の実施割

合（※２） 

小学校 77.2% 

中学校 39.5% 

（平成 26 年度） 

小学校 83％ 

中学校 50％ 

 

※２ 「前年度に学校図書館を活用した授業を計画的に行いましたか」という質問に対して、「学期

に数回以上実施している」と回答した小中学校の割合。（「全国学力・学習状況調査」文部科学省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 56 

基本施策３ 健やかな体の育成 

施 策 名 （１）健康教育の推進 

 

め ざ す 姿  

子どもたち一人一人が、生涯にわたり心身の健康を自ら管理できるよう、健康で

充実した生活を送るために必要な知識と能力を身につけています。 

 

現状と課題  

① 家庭や社会の環境変化にともない、子どもたちの食事、運動、睡眠など基本的

な生活習慣の確立が難しくなりつつあります。 

② 性の問題行動や「危険ドラッグ」をはじめとする薬物乱用など、子どもたちを

取り巻くさまざまな課題が顕在化しています。 

③ アレルギー疾患のある子どもたちの割合が年々増加していることや、心の健康

に課題を抱える子どもの増加、最近では、ネットやスマホ依存および過度なダイ

エットなど、多様化する子どもたちの健康課題への対応や、感染症への対策が求

められています。 

④ がんそのものの理解やがん患者に対する正しい認識を深める教育が不十分で

あると指摘されています。 

⑤ 子どもたちが妊娠や出産、子育てに関する正しい知識を身につけ、自らの人生

や家族の大切さについて考え行動できるよう、性に関する指導やライフプラン教

育の推進が求められています。 

 

主な取組内容  

① 健康教育の推進 

望ましい生活習慣の確立等、学校における子どもたちの健康課題に適切に対応

し解決するため、各教科、特別活動など学校教育活動全体で健康教育を推進しま

す。 

② ライフプラン教育の推進 

性に関する指導およびライフプラン教育を推進することをとおして、子どもた

ちが家庭を築くことや子育てに関する意義を考え、妊娠・出産や適正体重を含め

た母体の健康等に関する医学的知識を正しく身につけることができるよう、ライ

フプラン・結婚・子育て等をテーマとした講演会の開催や保育実習等の機会の充

実を図ります。 

③ 保健指導の推進 

○ 子どもたちが早い時期から喫煙、飲酒、薬物乱用と健康との関わりについて
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認識を深めるよう、関係機関と連携した薬物乱用防止教育の充実を図ります。 

○ アレルギー疾患のある子どもたちが安心して学校生活を送ることができる

よう、アレルギー疾患の理解と正確な情報の把握・共有に努めるとともに、事

故予防や緊急時の対応の充実を図ります。 

○ 子どもたちのむし歯、歯肉炎の予防をはじめ、噛むことを通じた食育の推進

等、学校における歯科保健指導の充実を図るとともに、地域内での歯科保健活

動をより一層充実させるため、学校、行政、医療機関等が連携したネットワー

クの構築を図ります。（健康福祉部、教育委員会） 

④ がん教育の推進 

子どもたちが、がんについて正しく理解し、がんについて学ぶことを通じて、

自他の健康と命の大切さについて考えることができる、がん教育を推進します。 

⑤ 相談体制等の充実 

○ 感染症や子どもたちの心のケアなどへの対応にあたって、地域の専門家を効

果的に活用するなど、学校における相談体制の充実を図ります。 

○ アレルギー疾患対応に関する研修会など、子どもたちの健康課題の解決に向

けた研修会を開催し、教職員の資質向上を図ります。 

⑤ 学校・家庭・地域等の連携 

学校関係者、学校医、学校歯科医、学校薬剤師、地域の保健関係者などで組織

する学校保健委員会等を活用し、子どもたちの基本的生活習慣の確立や性の問題

行動、薬物乱用、アレルギー、心の健康、過度なダイエットなどの健康課題の解

決に向け、家庭・地域と連携を図り、子どもたちの健康づくりを推進します。 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

一人あたりの永久歯平均むし歯数が 1.0 本未

満である市町数（12 歳児）（※１） 

７市町 

（平成 26 年度） 

12 市町 

 

※１ 一人あたりの永久歯平均むし歯数が 1.0 本未満の市町の数。（「健康状態調査」三重県教育委員

会） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

年間を通じ、給食後の歯みがきを全校で実施

している小学校の割合（※２） 
（調査中） 

調査結果に基づき

今後設定します。 

※２ 全校で給食後の歯みがきに取り組んでいる小学校の割合。（三重県教育委員会調べ） 
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基本施策３ 健やかな体の育成 

施 策 名 （２）食育の推進 

 

め ざ す 姿  

学校・家庭・地域が一体となって、食育に取り組み、子どもたちが正しい知識に

基づいて自ら判断し、実践していく能力などを身につけています。 

 

現状と課題  

① 「全国学力・学習状況調査」と「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の結

果によると、朝食の摂取と学力・体力との相関がみられることから、さらなる摂

取率の向上が求められています。 

② 食育を効果的に行うためには、あらゆる教科や活動をとおして、学校教育活動

全体で取り組み、郷土教育、環境教育などとも関連づけることが必要です。 

③ 食物アレルギーのある子どもたちは、増加傾向にあり、より適切な対応が求め

られています。 

④ 地域の自然や文化、産業等に関する理解を深めるとともに、生産者の努力や食

に対する感謝の念を育み、地産地消の意識を醸成するため、学校給食での地場産

物の活用や農業体験など食べ物を育てる活動の充実が求められています。 

 

主な取組内容  

① 学校教育活動全体での食に関する指導の充実 

子どもたちが健全な食生活を実践し、健康で豊かな人間性をはぐむために、栄

養や食事のとり方などについて、正しい知識に基づいて自ら判断し、実践してい

く能力などを身に付けることができるよう、各教科や特別活動等と関連させ、学

校教育活動全体で取り組む食の指導体制の充実を図ります。 

② 多様な主体と連携した食に関する指導の充実 

子どもたちが、地域の自然や文化、食を担う農林水産業、食料の大切さなどに

関する理解を深めるとともに、食への感謝の気持ちをもつことができるよう、家

庭、生産者、地域、大学・研究機関、企業等との連携を強化し、郷土の食材を活

用したり、農業体験活動を行ったりするなど、学校における食に関する指導の充

実を図ります。（教育委員会、農林水産部、健康福祉部） 

③ 学校給食の充実 

○ 安全で安心な学校給食を提供するため、衛生管理講習会等を開催するなど、

給食関係者の資質向上および衛生管理の徹底を図ります。また、各学校におい

て、食物アレルギーにかかる適切な対応ができるよう、教職員を対象とした研
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修会等を開催し、資質向上を図ります。 

○ 学校給食を食育の「生きた教材」として活用し、望ましい食生活や食料の生

産等に対する子どもたちの関心と理解を深めるとともに、学校給食関係者や生

産者、食品製造事業者等と連携し、学校給食における地場産物の使用割合の増

加をめざします。（農林水産部、教育委員会） 

④ 子どもたちの実践力の育成と家庭への啓発 

子どもたち自身が、地場産物を使用した朝食のメニューを考え、調理すること

で、自らの食生活に関心を持ち、望ましい食習慣を身につけることや、食の大切

さや地場産物とその生産者について理解を深めることなどをねらいとして、地場

産物を使用した朝食メニューコンクール等を実施し、保護者や地域への啓発を図

ります。 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

朝食を毎日食べている子どもたちの割合（※

１） 

小学生 87.6％ 

中学生 83.8％ 

（平成 26 年度） 

小学生 90.0％ 

中学生 85.3％ 

 

※１ 「朝食を毎日食べていますか」という質問に対して、「食べている」と回答した児童生徒の割

合。（「全国学力・学習状況調査」文部科学省） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

食育推進のための校内委員会等を設置してい

る小中学校の割合（※２） 
（調査中） 

調査結果に基づき

今後設定します。 

※２ 食育推進を図るための校内委員会などを設置している小中学校の割合。（三重県教育委員会調

べ） 
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基本施策３ 健やかな体の育成 

施 策 名 （３）体力の向上と運動部活動の活性化 

 

め ざ す 姿  

 子どもたちが体を動かすことを好きになり、運動やスポーツに積極的に取り組む

ことによって、心身の健康が保持増進され、体力が向上しています。また、各学校

において、運動部活動が活発に行われています。 

 

現状と課題  

① 柔軟性や筋力、持久力など基礎的な体力は、子どもたちの生涯にわたる健康の

保持増進に重要な役割を果たします。運動習慣を身に付けることは、意欲や気力

の充実が図られ、生活習慣や食習慣にも良い影響を与えます。子どもたちが日常

生活の中で体を動かすことが少なくなっていることから、継続して運動に取り組

む機会を確保することが必要です。 

② 「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の結果によると、本県の子どもたち

の体力は、全国の状況を下回っており、体力の向上が求められています。 

③ 中学校の保健体育科で武道とダンスが必修となっていることから、安全かつ効

果的な授業の実施が求められています。 

④ 運動部活動は、子どもたちがスポーツの楽しさや喜びを味わい、豊かな学校生

活を経験できる貴重な活動であるとともに、責任感や連帯感を育み良好な人間関

係を培うなど、生徒の心身の成長に大きな役割を果たします。生徒が、運動部活

動を意欲的に取り組めるよう、適切な運営と、効果的な指導が求められています。 

⑤ 平成 30 年に、本県を中心とする東海ブロックで全国高等学校総合体育大会を

開催します。また、平成 32 年には、全国中学校体育大会の東海ブロック開催が

予定されています。これらの大会開催に向けた取組を契機として、子どもたちが

意欲的にスポーツに取り組むようになり、本県の運動部活動が活性化することが

求められています。 

 

主な取組内容  

① 教員の指導力向上による体育授業の充実 

 ○ 子どもたちが、体育の授業を通して運動の楽しさや喜びを味わい、自ら進ん

で運動に親しむ習慣を身につけられるよう、教員を対象とした研修会を充実

し、授業の工夫や改善による魅力ある授業づくりを推進します。 

○ 中学校の保健体育科における武道およびダンスの授業が、安全かつ効果的に

行われるよう、担当する教員の研修会を充実し、指導力の向上を図ります。さ

らに、専門的指導力を有する外部指導者の派遣により、授業づくりを推進しま
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す。 

② 子どもたちの体力向上に向けた運動機会の拡充 

休み時間等に運動を通した遊びや活動に取り組むなど、子どもたちが運動する

機会を拡充する学校の取組が進むよう、各学校における体力向上の目標設定や１

学校１運動（昼休みに学校全体でなわとびに取り組む等）を促進します。また、

体育・スポーツを学ぶ高校生を体力向上サポーターとして小学校等に派遣し、各

学校の取組を支援します。 

③ 体力テストの継続実施による結果の有効活用 

  子どもたちが自らの体力に関心を持ち、目標をもって体力を高めることができ

るよう、各学校が毎年継続して体力テストを実施します。また、その結果を「体

力の成長記録」として子どもたちや保護者と共有するなど、体力向上に向けた取

組がすすむよう、指導主事や体力向上アドバイザーの学校訪問等により働きかけ

ます。 

④ 「子どもの体力向上推進会議」の開催 

 学識経験者、学校やスポーツ活動等の関係者、医師会、保護者等からなる「子

どもの体力向上推進会議」を開催し、子どもたちの体力向上や生活習慣改善に向

けた取組の検討を進めます。 

⑤ 運動部活動の充実 

○ 運動部活動が適切かつ効果的に運営され、生徒が目標を持って意欲的に活動

できるよう、顧問等を対象とした研修会を通して、体罰の防止等、指導者の指

導力向上を図ります。また、生徒の多様なニーズに応え、顧問の負担の軽減を

図るため、専門性を有する地域のスポーツ人材を外部指導者として学校に派遣

します。 

○ 運動部活動に取り組む生徒および指導者の意欲を向上させるとともに、保護

者や県民の皆さんの関心を高めるため、全国大会において優秀な成績を収めた

生徒および指導者を表彰します。 

⑥ 全国学校体育大会の開催を契機とした運動部活動の活性化 

  平成30年の全国高等学校総合体育大会および平成32年の全国中学校体育大会

の開催を、本県のスポーツ推進と運動部活動の活性化につなげるため、中学校体

育連盟・高等学校体育連盟等の関係団体と連携しながら、心に残る感動あふれる

大会の開催をめざします。 

  また、子どもたちが生涯にわたって運動に親しむ意欲や習慣を身につけられる

よう、スポーツを「する」、「みる」、「支える」といった大会への多様な関わりを

通して、多くの感動や達成感を味わえるよう取り組みます。 
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数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

総合評価が［Ａ」・「Ｂ」・［Ｃ」の子どもたち

の割合（※１） 

小学生 69.0％ 

中学生 76.2％ 

（平成 26 年度） 

小学生  73.3％ 

中学生  78.7％ 

 

※１ 全国体力・運動能力、運動習慣等調査における総合評価が「Ａ」・「Ｂ」・「Ｃ」の児童生徒の割

合（小学５年生男女の平均値および中学２年生男女の平均値）。（「全国体力・運動能力、運動習

慣等調査」文部科学省） 

 

活動指標 現状値 
目標値 

（平成 31 年度） 

１週間の総運動時間が 60 分未満の子どもた

ちの割合（※２） 

11.6％ 

（平成 26 年度） 

10.1％ 

 

※２ １週間の総運動時間が 60 分未満の児童生徒の割合（小学５年生男女および中学２年生男女の

平均値）。（「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」文部科学省） 
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基本施策４ 安全で安心な教育環境づくり 

施 策 名 （１）防災教育・防災対策の推進 

 

め ざ す 姿  

 防災学習を通じて、子どもたちが、地震や津波、風水害など自然災害に対して、

自分の命は自分で守る力を身につけています。また、子どもたちが安全で安心して

学習できるよう、すべての学校において、校舎の耐震化および非構造部材の耐震対

策が完了するとともに、緊急避難場所に指定されている学校の防災機能が強化され

ています。 

 

現状と課題  

① 本県においては、南海トラフ地震の発生が危惧されるとともに、局地的大雨な

ど風水害の被害が発生しています。南海トラフ地震や津波、風水害などの自然災

害から子どもたちの命を守るため、防災学習教材の充実や教職員の防災に関する

意識や知識の向上等に引き続き取り組み、防災教育を一層推進していく必要があ

ります。 

② 学校は、地震、台風、局地的大雨等による災害発生時においては、子どもたち

等の安全を確保するとともに、地域住民の緊急避難場所となる場合もあることか

ら、学校施設の防災機能の充実や、学校と家庭、地域との連携が求められていま

す。 

③ 小中学校の耐震対策の工事を行う市町に対して、情報提供と助言を積極的に

行っていますが、財政事情等により耐震対策の取組が遅れている市町がありま

す。 

 

主な取組内容  

① 子どもたちの防災学習の充実 

○ 学校現場の意見をふまえ、防災ノート等の防災学習教材の充実を図るととも

に、防災タウンウォッチング・防災マップづくりなどの体験型防災学習や防災

訓練等の実施を支援し、学校における防災教育を推進します。 

○ 防災教育・防災対策に関する教職員への研修を充実します。 

② 家庭、地域との連携 

学校が、保護者や地域住民、近隣学校等と連携した防災学習や避難訓練等を実

施するなど、学校と家庭、地域が連携した取組を進めます。 

③ 防災機能の強化を取り入れた学校施設の整備 

○ 県立学校の屋内運動場等天井等落下防止対策については、本ビジョンの計画
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期間中に完了するよう整備を進めます。 

○ 必要に応じて避難経路、屋外トイレ、外階段などの整備を進めます。太陽光

発電設備の整備においては、自立運転機能の付加、蓄電池の設置を併せて行い

ます。 

④ 市町に対する防災・耐震対策にかかる情報提供と助言 

市町において非構造部材の耐震対策など防災・耐震対策が計画的に完了するよ

う支援します。 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

学校の防災教育の内容を知っていて、家庭で

防災対策について話し合ったことのある県民

の割合（※１） 

19.2％ 

（平成 26 年度） 

34.0％ 

 

※１ 就学している児童生徒がいる家庭で、児童生徒が通学している学校で実施している防災教育の

内容を知っていて、家庭で防災対策について話し合ったことのある県民の割合。（「防災に関する

県民意識調査」三重県） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

家庭や地域と連携した防災の取組を実施して

いる学校の割合（※２） 
― 100％ 

※２ ＰＴＡ、自主防災組織、地域住民など他の主体と連携した防災の取組を実施している小中学校

および県立学校の割合。（三重県教育委員会調べ） 
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基本施策４ 安全で安心な教育環境づくり 

施 策 名 （２）子どもたちの安全・安心の確保 

 

め ざ す 姿  

地域全体で学校内外における子どもたちの安全確保に取り組む体制の構築が進

むとともに、学校施設における安全性が確保されています。また、安全教育の推進

により、子どもたちが危険予測・危険回避能力を身につけています。 

 

現状と課題  

① 子どもたちの交通人身事故発生件数は、減少傾向で推移していますが、いまだ

多くの子どもたちが交通事故により死傷するなど、憂慮すべき状況にあります。

特に、子どもたちが関わる交通事故のうち、自転車乗用中の交通事故が最も多く

発生していることから、基本的な自転車の乗り方や交通ルールの徹底等、成長過

程に応じた実効性のある交通安全教育を継続的に行っていく必要があります。 

また、通学路をはじめとする道路の交通安全確保についても、教育委員会、学

校、家庭、道路管理者、警察などが連携し、継続的に取り組んでいくことが必要

です。 

② 子どもたちが被害者となる性犯罪や、その前兆である声掛け、つきまとい等の

事案が後を絶ちません。ソフト・ハード両面から子どもたちの安全・安心を確保

するための環境整備を推進し、地域社会全体で子どもたちを見守る体制の整備を

一層図るとともに、子どもたちが防犯意識を高め、「自分の命は自分で守る」た

めの危険予測・危険回避能力を身につけることが必要です。 

③ 子どもたちの急増期に建築された学校施設の老朽化が進んでおり、安全面や機

能面において改善を図ることが喫緊の課題です。 

④ 子どもたちへの安全指導や学校施設の安全点検、整備への取組にもかかわら

ず、全国的には、依然として学校施設・設備に起因する事故が起こっています。 

⑤ 依然としてなくならない飲酒運転の根絶のためには、社会全体で「飲酒運転を

しない、させない、許さない」という意識の定着に取り組む必要があります。こ

のため、飲酒運転０（ゼロ）をめざした教育を推進する必要があります。 

⑥ 県内児童相談所における平成 25 年度の児童虐待相談対応件数は、過去最多の

1,117 件に達しています。児童虐待は子どもたちの健やかな成長を妨げるととも

に、重篤化すると子どもたちの生命に危険を及ぼすことから、未然防止および早

期発見・早期対応の取組をより一層充実させることが必要です。 
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主な取組内容  

① 通学路の安全対策 

○ 子どもたちが通学路等を点検し、犯罪が起こりやすい場所や安全な場所を見

つけてマップに表す「地域安全マップ」づくりや交通上危険な箇所をまとめた

「交通安全マップ」づくりに取り組む市町等教育委員会や学校を支援します。

（環境生活部、教育委員会） 

○ 子どもたちの登下校時の安全確保を図るため、通学路安全プログラムに基づ

く通学路の合同点検や、安全対策の改善・充実に各地域の教育委員会、学校、

家庭、道路管理者、警察などの関係機関が連携・協働しながら繰り返し実施し

ます。（教育委員会、県土整備部、警察本部） 

② 交通安全教育・防犯教育の推進 

○ 学校教育活動全体をとおして、子どもたちに対する交通安全教育・防犯教育

に取り組みます。 

○ 子どもたちが交通事故の当事者とならないため、歩行者・自転車利用者に重

点を置いた参加・体験・実践型の交通安全教室を各学校等において実施します。

（教育委員会、環境生活部、警察本部） 

○ 高校生の防犯意識を高め、危険予測・危険回避能力を育成するための実践的

な防犯教育を推進するとともに、教職員等研修を実施し、効果的な防犯教育・

防犯対策の推進を図ります。 

○ 犯罪被害を回避する能力等が子どもたちの身につくよう、学年や理解度に応

じた紙芝居や演劇、ロールプレイ方式等を用い、子どもたちが参加・体験でき

る防犯教室を開催します。（教育委員会、警察本部） 

○ 三重県飲酒運転０（ゼロ）をめざす条例を踏まえ、発達段階に応じた飲酒運

転防止のための教育を実施します。（環境生活部、教育委員会） 

③ 教職員の安全教育にかかる研修の充実 

学校における交通安全および防犯に係わる教職員を養成するため、学校安全教

室講習会や不審者侵入対応訓練を実施します。また、教職員等を対象にした自転

車等交通安全指導者研修を実施します。（教育委員会、環境生活部、警察本部） 

④ 学校・家庭・地域および関係機関等と連携した安全確保の推進 

○ 学校安全ボランティア（スクールガード）による登下校時の見守り活動や巡

回活動など、学校・家庭・地域および関係機関が連携し、地域社会全体で子ど

もたちを守るための体制整備や取組の充実を図ります。 

○ 子どもたちが犯罪等被害に遭わず、安心して登下校することができるよう、

通学路や通学時間帯に重点をおいた警察官によるパトロールを強化します。

（警察本部） 
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○ 子どもたちが被害に遭った事案等の発生情報を保護者や地域住民の間で迅

速に共有するため、学校等の関係機関との情報共有体制を強化するとともに、

警察本部のＷｅｂサイトや電子メール等を活用した情報発信活動を推進しま

す。（警察本部） 

○ 子どもたちが犯罪等の被害に遭いにくい環境を整備するため、自治体や自治

会等による治安インフラの整備拡充を促進します。 

⑤ 福祉犯対策の推進 

子どもたちの福祉を害する犯罪（福祉犯）の被害を受けた子どもたちの発見・

保護のため、児童買春・児童ポルノ事犯をはじめとする福祉犯の取締りを推進し

ます。（警察本部） 

⑥ 学校施設の安全・防犯対策 

○ 県立学校については、学校施設の安全対策および長寿命化改修を取り入れた

老朽化対策工事を計画的に実施するとともに、学校施設に係る法定点検および

各種自主点検を定期的に実施します。 

○ 県立学校の防犯対策として、不審者情報や生徒の身体に被害の発生が予見さ

れる場合などにおいて、抑止効果を含む有効性を総合的に判断し、防犯カメラ

の設置などを検討します。 

○ 小中学校については、国の補助制度を市町が活用できるよう支援すること

で、安全・防犯対策を進めます。 

⑦ 児童虐待の防止 

児童虐待の未然防止、早期発見・早期対応のため、各市町に設置されている「要

保護児童対策地域協議会」を中心に、教育委員会、学校、児童相談所、警察など

関係機関が緊密に連携し、子どもの保護・支援に努めます。また、子どもや保護

者に対して、児童虐待の防止のための教育や啓発に努めます。（教育委員会、健

康福祉部、警察本部） 

⑧ 青少年の健全育成 

  有害な図書など青少年の健全な成長を阻害するおそれのある環境から、青少年

を保護するため、三重県青少年健全育成条例に基づき、書店やコンビニエンスス

トアなどへの立ち入り調査を行います。（健康福祉部） 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

子どもの交通人身事故発生件数 
484 件 

（平成 26 年度） 

他計画との調整を

図ったうえで今後

設定します。 
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活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

児童等が交通安全マップを作製している小学

校の割合（※１） 

55.3％ 

（平成 25 年） 

100％ 

 

※１ 交通安全教育の観点から、校区の危険な箇所等をまとめた交通安全マップを児童等が作製して

いる小学校の割合。（三重県教育委員会調べ） 
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基本施策４ 安全で安心な教育環境づくり 

施 策 名 （３）いじめや暴力のない学校づくり 

 

め ざ す 姿  

子どもたちが互いに認め合い、自ら問題解決に向けて適切に行動できる力を身に

つけています。また、いじめや暴力事案に対して、学校全体で解決に取り組む体制

が整っています。 

 

現状と課題  

① 平成 25 年度の小中学校、高等学校、特別支援学校におけるいじめの認知件数

は減少傾向となっています。一方、暴力行為の発生件数については、小学校での

件数が増加しており、早い段階からの指導の充実と、中学校への指導の継続が求

められています。 

② いじめや暴力行為等を未然に防止するには、学校の教育相談体制を充実させる

ことや、教職員が子どもたちの行動や言葉のわずかな変化などの兆候を察知し、

適切に対応することが必要です。 

③ 「いじめ防止対策推進法」や「三重県いじめ防止基本方針」等に基づいた未然

防止およびいじめ事案発生時の組織的対応を充実させていくことが求められて

います。また、「学校いじめ防止基本方針」に基づき、それぞれの学校の実情等

に応じて、実効性のある取組を行っていく必要があります。 

④ スマートフォンの急激な普及により、ＳＮＳ5等でのトラブルやいじめが社会

問題となっており、子どもたちのネット利用に関わるモラル向上や、保護者への

啓発をどのように進めていくかが課題となっています。 

⑤ 心理的・家庭的に複雑な背景を持つ子どもたちの行動に対して、学校だけでは

対応が困難な事例が増加しており、学校と関係機関との連携を強化しながら対応

していくことが必要となっています。 

 

 

 

 

 

                                                   
5ＳＮＳ：ソーシャル・ネットワーキング・サービスのことで、人と人とのつながりを促進・サ

ポートするコミュニティー型のサービスのこと。あるいは、そういったサービスを提供するサ

イトも含まれる。 
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主な取組内容  

① いじめや暴力を許さない子どもたちの育成 

道徳教育、人権教育をはじめ、学校教育活動全体を通じて、いじめや暴力を許

さない心や、命を大切にし、相手を思いやる心、個性を認め合う態度等を子ども

たちに育成します。 

② 教職員の教育相談に関する資質の向上 

子どもたちの行動や言葉のわずかな変化などの兆候を察知し、適切に対応する

ことができるよう、教職員が教育相談に関する専門的内容を学ぶ研修会や講演

会、教育相談に携わる教職員が相互につながり、地域でのネットワークを広める

研修会を開催します。 

③ 学校内外の教育相談・支援体制の充実 

○ いじめや暴力行為等の未然防止および早期発見・早期解決を図るため、学校

現場において、スクールカウンセラーの効果的な活用を図るとともに、学校の

要請に応じて、生徒指導特別指導員や、スクールソーシャルワーカー等からな

る専門家チームを派遣します。 

○ いじめ問題等に悩む子どもたちや保護者を対象とした毎日24時間対応の「い

じめ電話相談」を実施するとともに、臨床心理相談専門員（臨床心理士）によ

る専門的な教育相談を実施します。 

④ いじめの実態把握と組織的な対応の推進 

○ いじめ等の未然防止および早期発見・早期解決を図るため、「三重県いじめ

防止基本方針」および「学校いじめ防止基本方針」に基づいた、組織的な対応

が推進されるよう取り組みます。 

○ 各学校における、学期に１回以上のアンケート調査や、県において実施する、

「いじめの問題に係るアンケート調査」を行うなど、きめ細かく実態が把握で

きるよう工夫し、いじめの解消に向けた組織的な対応が推進されるよう取り組

みます。 

⑤ スマートフォンなどに対応した情報モラル教育の推進 

子どもたちに対して、ネット利用に関わるルールやマナー等の情報モラルを身

につける取組を進めます。また、保護者への啓発のため、リーフレットの配付や、

ネット啓発講座等を実施します。 

⑥ 学校・家庭・地域と関係機関との連携 

学校だけでは対応が困難な事例に対し、学校と関係機関が連携してより良い問

題解決が図れるよう、スクールソーシャルワーカー等の活用の充実を図ります。 
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数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

小・中・高等学校における 1,000 人当たりの

暴力行為発生件数（※１） 

小学校  1.7 件 

中学校 11.8 件 

高等学校  3.1 件

（平成 25 年度） 

すべての校種にお

いて、全国平均以

下 

※１ 小中学校および高等学校の 1,000 人当たりの暴力行為発生件数。（「児童生徒の問題行動等指導

上の諸問題に関する調査」文部科学省） 

 

活動指標 現状値 
目標値 

（平成 31 年度） 

いじめや暴力行為等に関するきまりや対応の

基準を明確にしたものを保護者や地域住民等

に公表し、理解と協力を得るよう取り組んで

いる学校の割合（※２） 

66.1％ 

（平成 26 年度） 

100％ 

 

※２ いじめや暴力行為等に関するきまりや対応の基準を明確にしたものを保護者会やＷｅｂサイ

ト等で公表し、理解と協力を得ることを通して、いじめや暴力行為等の未然防止に取り組んでい

る小中学校および県立学校の割合。（三重県教育委員会調べ） 
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基本施策４ 安全で安心な教育環境づくり 

施 策 名 （４）居心地の良い集団づくり（不登校児童生徒への支援） 

 

め ざ す 姿  

 子どもたち一人一人の自尊感情や充実感を高め、社会性や自立心を育む教育活動

を展開することで、子どもたちが互いに尊重する心を身につけています。 

 

現状と課題  

① 本県の小中学校の不登校児童生徒数は、増加傾向にあります。学年別で見ると、

中学１年生で急増する傾向にあることから、適切な対応が必要です。 

② 複雑化・多様化する不登校の問題に対応するためには、子どもたちに対する途

切れのない支援が必要であり、学校や中学校区での教育相談体制を充実させる必

要があります。特に小学校の不登校が課題であることから、早期からの対応が必

要です。 

③ 家庭環境を背景とした不登校の事例もあることから、スクールソーシャルワー

カーを活用し、福祉的な支援を行う必要があります。 

④ すべての子どもたちにとって居心地の良い集団づくりを行うために、子どもた

ちが基本的な生活習慣や学習規律等を身につける必要があります。 

⑤ 子どもたちの行動や言葉の裏側にある心理的な意味を理解し、子どもたちや保

護者に適切な支援ができるよう、教職員の教育相談に関する資質の向上を図る必

要があります。 

⑥ 学校だけでは対応が困難な不安や悩みを抱える子どもたちもいることから、学

校以外においても教育相談の場を提供する必要があります。 

⑦ 将来の社会的自立に向け、学力保障や進路保障の視点から、不登校の子どもや

保護者を支援する必要があります。 

⑧ 不登校の子どもや保護者への支援を専門的に行う教育支援センター（適応指導

教室）の指導員の教育相談に関する資質向上を図る必要があります。 

 

主な取組内容  

① 魅力ある学校・学級づくり 

○ 一人一人の子どもたちが安心して意欲的に学ぶことができる、魅力ある学

校・学級づくりを行うために、子どもたちの仲間づくりなど自主的・自律的な

活動を推進します。 

○ 子どもたちの内面を知ることのできる調査などを通して、子どもたちの理解

および実態把握に努めます。 
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○ 中学１年生で急増する不登校に対応するため、小中学校など校種間の連携を

図り、スムーズな中学校への移行を進めます。 

② 教職員の教育相談に関する資質の向上 

○ 教職員の教育相談に関する資質向上を図るため、教育相談に関する専門的内

容を学ぶ研修会や講演会、教育相談に携わる教職員が相互につながりネット

ワークを広める研修会、家庭、地域、保健・福祉等との連携のあり方を学ぶ研

修会を開催します。 

○ 地域の教育支援センター（適応指導教室）指導員の資質向上を図るため、指

導員が不登校の子どもの心の理解と対応方法について学ぶとともに、幼稚園・

保育所等、学校と連携を深めるための研修会を開催します。 

③ 学校内外の教育相談・支援体制の充実 

○ 不登校やいじめ等の未然防止および早期発見・早期解決を図るため、県立学

校および中学校区に配置しているスクールカウンセラーを活用した教育相談

を行います。また、学校の要請に応じてスクールソーシャルワーカー等からな

る専門家チームの派遣や、社会福祉等の関係機関等と連携した支援を行いま

す。 

○ 臨床心理相談専門員（臨床心理士）による、子どもや保護者を対象とした専

門的教育相談の実施や、教職員を対象とした教育相談に係る指導・助言を行い

ます。 

○ 学校・家庭・地域が相互に協力・補完しながら、多様な学習の機会を児童生

徒に提供することにより、社会的自立に向けて支援します。 

④ 関係機関との連携 

不登校の背景が多様化・複雑化していることから、スクールソーシャルワー

カーを活用した福祉的なアプローチによる学校内外のネットワークづくりに加

え、教育支援センター（適応指導教室）や、フリースクールなどＮＰＯ等との連

携を図ります。 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

小中学校における 1,000 人当たりの不登校児

童生徒数（※１） 

小学校  4.9 人 

中学校 26.3 人 

（平成 25 年度） 

すべての校種にお

いて、全国平均以

下 

※１ 「児童生徒の問題行動等指導上の諸問題に関する調査」における不登校児童生徒の数。本調査

における不登校児童生徒数とは、学校基本調査の小中学校における「理由別長期欠席者数」（１

年間に連続または断続して 30 日以上欠席した児童生徒）のうち、「不登校」を理由とする者とし
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て報告した児童生徒数のこと。なお、「不登校」とは、何らかの心理的、情緒的、身体的、ある

いは社会的要因・背景により、登校しないあるいはしたくともできない状況にあること（ただし、

病気や経済的な理由によるものを除く）をいう。（「児童生徒の問題行動等指導上の諸問題に関す

る調査」文部科学省） 

 

活動指標 現状値 
目標値 

（平成 31 年度） 

子どもたちの居場所づくり・絆づくりに関わる

校内研修等を実施した学校の割合（※２） 
― 100％ 

学校生活の中で、子どもたち一人一人のよい点

や可能性を見付け、子どもたちに伝えるなど積

極的に評価した学校の割合（※３） 

小学校  97.1% 

中学校  96.9% 

（平成 26 年度） 

小学校  100% 

中学校  100% 

 

※２ 子どもたちの居場所づくり・絆づくりに関わる校内研修やケース会議等を実施した小中学校の

割合。（三重県教育委員会調べ） 

※３ 「学校生活の中で、生徒一人一人のよい点や可能性を見付け、生徒に伝えるなど積極的に評価

しましたか」という質問に対して、「よく行った」、「どちらかといえば、行った」と回答した小

中学校の割合。（「全国学力・学習状況調査」文部科学省） 
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基本施策４ 安全で安心な教育環境づくり 

施 策 名 （５）高校生の学びの継続（中途退学への対応） 

 

め ざ す 姿  

 子どもたちが、自分の興味・関心や適性に応じて選択した高等学校で、意欲をもっ

て学習活動を行い、社会に参画する力を身につけています。 

 

現状と課題  

① 本県では、ほとんどの子どもたちが高等学校に進学している状況にあります。

しかし、目的を持たずに高等学校へ進学した生徒の中には、学校生活や学業にう

まく適応できずに中途退学に至る者がいます。 

② 中学生が自分の興味・関心や適性に応じて主体的に学校を選択することができ

るよう、中学校の進路指導や情報発信の取組を一層充実する必要があります。 

③ 中途退学者数は減少傾向にあるものの、学習の遅れが原因で中途退学する生徒

がいることから、授業の改善や個々に応じた指導の充実を図る必要があります。 

④ 社会の急激な変化や子どもたち・保護者からのニーズが多様化していることか

ら、高等学校教育の一層の特色化・魅力化に取り組む必要があります。 

⑤ 学ぶ意欲のある生徒や、やむを得ず中途退学に至った子どもたちに対しては、

転入学や編入学制度の活用や関係機関と連携した適切な支援をしていく必要が

あります。 

 

主な取組内容  

① 中学生の主体的な学校選択を促す取組 

○ 進学を希望する中学生が、自らの興味・関心や適性に基づいて、目的意識を

持って進学できるよう、中学校における進路指導やキャリア教育の充実を図り

ます。 

○ 高等学校での学習を充分に理解したうえで進学できるよう、体験入学や授業

公開、県のＷｅｂサイトによる情報発信等を一層進め、入学前後のイメージの

ギャップが原因となる中途退学を減少させます。 

② 学習指導の充実と高等学校の一層の特色化・魅力化 

○ 学習の遅れが原因となる中途退学を防止するため、義務教育段階の学習内容

を含む基礎的・基本的な学力の向上を図ります。 

○ 生徒が意欲を持って学習に取り組むことができるよう、多様なニーズに対応

できる高等学校の特色化・魅力化を一層推進します。 
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③ 組織的な教育相談体制の充実 

生徒が高等学校での学習に早期に適応し、充実した学校生活を送ることができ

るよう、ガイダンスやオリエンテーション、個別面談等において、教員やスクー

ルカウンセラーによる教育相談体制の充実を図り、生徒一人一人が意欲を持って

学習を継続できるよう支援します。 

④ 多様な背景を抱える生徒への支援 

多様な家庭背景を持つ生徒が、安心して高等学校での学習を継続していけるよ

う、組織的に取り組みます。また、スクールソーシャルワーカー等の活用を図る

など、専門家や外部関係機関とも連携し、積極的な支援に努めます。 

⑤ 学びの継続と中途退学者への支援 

○ 学ぶ意欲のある生徒や、やむを得ず中途退学に至った子どもたちに対し、学

習の継続や学び直しの機会としての転入学・編入学制度を適切に活用した支援

を行います。 

○ 地域若者サポートステーション等の関係機関との連携を図り、子どもたちの

社会参加に向けた活動を支援します。 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

高等学校（全日制）における中途退学率 （※

１） 

1.06％（三重県） 

1.00％（全 国） 

（平成 25 年度） 

全国平均を下回る 

※１ 高等学校（全日制）の中途退学率。（「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」

文部科学省） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

中学生のときに複数の学校の高校生活入門講

座に参加した生徒の割合（※２） 
― 100％ 

※２ 高等学校入学者を対象としたアンケートにおいて、「中学生のときに、在籍校を含めて複数の

学校の高校生活入門講座に参加した」と回答した生徒の割合。（「三重県立高等学校入学者選抜に

ついてのアンケート」三重県教育委員会） 
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基本施策４ 安全で安心な教育環境づくり 

施 策 名 （６）学びのセーフティネットの構築 

 

め ざ す 姿  

 子どもたちの将来が、その生まれ育った家庭の経済的な環境等によって左右され

ることのないよう、必要な支援が行われることにより、子どもたちが意欲的に学ん

でいます。 

 

現状と課題  

① 家庭の経済状況や環境等により、子どもたちの進学機会や学力等に差が生じて

いるとの指摘があります。また、学力格差が原因となって、貧困の連鎖が生まれ

るなど悪循環が生じているとの指摘もあります。 

② 子どもたちの不登校や問題行動等の背景の一因には、家庭的な要因が考えられ

るため、スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラーなどの専門家が連

携を図りながらチームとして支援を行っていくことが必要です。 

③ 平成 26 年４月以降、世帯所得が一定額未満であるなどの要件を満たす世帯に

就学支援金が支給されているため、要件に該当する世帯においては、高等学校の

授業料の負担はありませんが、就学に必要な授業料以外の費用（実習材料費、学

年会費、ＰＴＡ費等）は、特に低所得世帯に負担となっています。 

④ 各地域や学校においては、子どもたちの学びと育ちに関わるさまざまな活動が

展開されていますが、放課後や土曜日、長期休業期間を活用し、学校・家庭・地

域の連携の下で、子どもたちの教育環境の一層の充実を図る必要があります。 

⑤ 家庭の経済的な環境等を背景として生じる、子どもたちの自尊感情、学習・進

路選択に対する意欲の低下を防ぐ必要があります。 

⑥ 里親や児童養護施設など、社会的養護の下で生活している子どもたちに対する

理解を深めるとともに、児童相談所など関係機関との連携強化を図っていく必要

があります。 

 

主な取組内容  

① 支援体制と相談機能の充実 

学校を子どもの貧困対策のプラットフォームとして位置づけ、スクールソー

シャルワーカーやスクールカウンセラーの効果的な活用を進めていくことによ

り、社会福祉等の関係機関と連携した支援や、教育相談体制の充実を図ります。 

② 就学にかかる経済的支援の推進 

○ 授業料以外の就学に必要な経費を軽減するため、国公立高等学校等の子ども
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たちの保護者のうち、低所得世帯に属する者に対し、返還不要の高校生等奨学

給付金を支給します。 

○ 経済的な理由により高等学校等における修学が困難な者を支援するため、三

重県高等学校等修学奨学金を貸与します。 

③ 学習支援の充実と進路保障 

○ 地域住民の知識や経験、技能などを活用した学習や体験活動等が充実するよ

う環境整備に取り組みます。また、子どもたちの学習環境が一層充実するよう、

補充学習や土曜日の授業の効果的な活用を推進します。 

○ ひとり親家庭や生活困窮家庭（生活保護世帯を含む）等の子どもたちへの学

習を支援します。（健康福祉部） 

④ 自尊感情、学習・進路選択に対する意欲の向上 

教育的に不利な環境のもとにある子どもたちの自尊感情や学習意欲を高める

ために、学校・家庭・地域が連携して学習支援や体験活動などに取り組む「子ど

も支援ネットワーク」の活動を促進します。 

⑤ 社会的養護が必要な子どもへの支援 

教職員等に対し、里親委託児童や児童養護施設入所児童に対する理解促進や里

親委託制度の周知を図るとともに、社会的養護が必要な子どもたちに対して、関

係機関との連携による必要な支援を行います。（健康福祉部、教育委員会） 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進

学率（※１） 

91.1％ 

（平成 25 年度） 

他計画との調整を

図ったうえで今後

設定します。 

※１ 生活保護世帯に属する生徒であって、中学校を卒業した翌年度に高等学校、高等専門学校また

は専修学校の高等課程に入学した者の割合。（三重県調べ） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

家庭学習が困難な子どもたちに対して、学習

支援の取組を実施した学校の割合（※２） 
― 80％ 

※２ 家庭学習が困難な子どもたちに対して、補充学習等の学習支援を行った小中学校の割合。（三

重県教育委員会調べ） 
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基本施策５ 信頼される学校づくり 

施 策 名 （１）教職員の資質向上とコンプライアンスの推進 

 

め ざ す 姿  

教職員がたゆみない研さんによって指導力や人間性を磨き、子どもたちや保護

者、地域からの期待に応えて、意欲的な指導を実践しています。また、教職員のコ

ンプライアンス意識が向上し、県民からの教職員に対する信頼が高まっています。 

 

現状と課題  

① 多様化・複雑化する教育課題に組織的に対応できるよう、教職員は専門性をよ

り高めるとともに、教職生活全体を通じて学び続ける意欲や探究心を持ち続ける

必要があります。 

② 今後、多くの経験豊かな教職員の退職が見込まれており、力量のある教職員の

確保、知識等の継承、若手および中堅・中核教員の育成が必要になっています。

その際、教職員が教職経験年数等に応じたライフステージごとに求められる力を

明確にし、計画的に人材育成を進める必要があります。 

③ 「学校で教職員は育つ」ことから、職場の中で互いに力を磨こうとする「育て

る文化」を醸成することが求められています。 

④ 子どもたちの学力向上に向けて、授業研究を中心とした校内研修の充実や活性

化を図り、教職員一人一人の授業力を高め、授業改善につなげる必要があります。 

⑤ 教職員が学校を離れて研修を受講することが難しくなってきていることから、

市町の教育研究機関など関係機関と連携・協働した取組が求められています。 

⑥ 教職員には、優れた人権感覚と社会人としての良識に富み、子どもたちや保護

者との間に深い信頼関係を築けることが求められています。 

⑦ 教員採用において、学校現場の課題や取組の状況を理解するとともに、高い専

門性と豊かな人間性を備えた人材を確保する必要があります。そのため、県教育

委員会と大学等教員養成機関との連携の強化が求められています。 

⑧ あらゆる機会をとおして服務規律の確保について周知徹底していますが、不祥

事の根絶、服務規律確保の徹底には至っておらず、研修の実施など信頼される学

校づくりに向けてさらなる取組が必要です。 

⑨ 教職員による体罰は年々減少傾向にあるものの、依然として体罰事案が発生し

ていることを重く受け止める必要があります。体罰を根絶するため、教職員がい

かなる場合も決して体罰を行わず、子どもたちへの理解に基づいた粘り強い組織

的な指導を進めることが求められています。 
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主な取組内容  

① ライフステージに応じた研修の充実  

教職員がライフステージごとに求められる力を確実に身につけ、授業力等の高

い専門性と豊かな人間性を備えるために、「若手教員の実践的指導力の向上に向

けた研修」、「中堅・中核教員の企画力・指導力の向上に向けた研修」、「ベテラン

教員の企画力・指導力の向上に向けた研修」、「管理職のマネジメント力向上に向

けた研修」を実施します。 

② 授業力の向上を重視した研修の充実 

子どもたちが「学ぶ喜び」、「わかる楽しさ」を実感できるよう、教員の授業力

向上や授業改善につながる授業研究を中心とした研修を推進します。 

③ ＯＪＴの活性化・校内研修体制の確立 

教職員が職場の中で互いの力を磨こうとする「育てる文化」を醸成するために、

校長のマネジメント力の向上を図るとともに、授業力の向上につながる授業研究

の充実に向けた組織的な取組を推進します。さらに、指導教諭が自校を中心に公

開授業や師範授業を行うなど、教職員の授業力の向上に向けた研修を実施しま

す。また、学校の枠を越えて教職員同士がつながり、教育課題を解決する研修を

支援します。 

④ 学校の組織体制の確立 

学校自らがより良い学校づくりを進めていくために、管理職をはじめとしたす

べての教職員の学校マネジメント力の向上を図ります。また、主幹教諭6が教頭業

務の一定部分を担い、関係主任と連携して校長と教頭を補佐するなど、学校組織

体制の確立に向けた取組を推進できるよう研修を実施するとともに、改善活動を

先導する中核的な人材を育成します。 

⑤ 新たな人事評価制度の導入 

教職員に対して新たな人事評価制度を導入し、主体的な教育実践や自己啓発を

促して能力・意欲の向上を図るとともに、組織の目標を共有し教職員の協力・協

働を促進するなど、組織力の向上を目指します。 

⑥ 教職員の採用に向けた、教員養成機関との連携 

教員採用選考試験において、優れた受験者を確保するため、教員養成系大学等

にて学生対象の出前授業等や教員採用選考試験説明会を実施します。 

 

 

 

 

                                                   
6 主幹教諭：授業を受け持ちつつ、教頭業務の一定部分を担い、関係主任と連携して校長と教頭   

を補佐するため、小中学校および県立学校に配置される職。 
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⑦ 高い専門性と豊かな人間性を備えた人材の採用 

「教員として求める人物像」にある情熱と使命感、課題解決能力、豊かな人間

性を兼ね備えた人材を採用するため、毎年、教員採用選考試験の実施方法、応募

要件等の点検・見直しを行い、改善に努めます。 

⑧ コンプライアンス意識の確立 

教職員一人一人が常に自己の使命と職責の重大さを認識し、自らを厳しく律

し、教育に対する県民の信頼の確保に努めるよう、各種研修会等において綱紀粛

正および服務規律の確保について周知徹底に努めます。教職員のコンプライアン

ス意識の向上をめざし、校内研修の実施など各学校での取組を促進します。 

⑨ 体罰の根絶 

体罰禁止に係る教職員の認識を徹底するための校内研修等の実施および児童

生徒を対象としたアンケート調査等による実態把握など、体罰の根絶に向けた各

学校の取組を促進します。また、生徒指導担当者や部活動顧問等を対象とした研

修会を通して、子どもたちへの理解に基づいた体罰によらない指導の徹底を図り

ます。 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

校内外の研修や研究会の成果を教育活動に積

極的に反映させた学校の割合 （※１） 
― 40％ 

※１ 研修や研究会の成果を授業公開や実践的な取組に「よく反映している」と回答した小中学校お

よび県立学校の割合。（三重県教育委員会調べ） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

教職員一人あたりの研修への参加回数（※２） 
2.72 回 

（平成 26 年度） 

2.79 回 

 

採用選考試験受験者数（※３） 2,920 人程度 3,100 人 

※２ 研修担当が主催・支援する研修への教職員一人あたりの年間参加回数。（三重県教育委員会調

べ） 

※３ 毎年７月に実施する教員採用選考試験の全校種教科を合わせた受験者数。（三重県教育委員会

調べ） 
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 86 

基本施策５ 信頼される学校づくり 

施 策 名 （２）教職員が働きやすい環境づくり 

 

め ざ す 姿  

 教職員の子どもたちと向き合う時間が確保されるとともに、教職員が協力し合

い、教育活動に意欲的に取り組んでいます。 

 

現状と課題  

① より良い教育活動をしていくためには、教職員が元気で意欲を持って子どもた

ちに向き合うことが大切であることから、子育てや介護等の理解や支援を含めて

教職員同士が互いを認め合い、様々なハラスメントがなく協力し合える組織風土

づくりが必要です。 

② 教職員満足度調査では、職務の「やりがい」は上位であるものの、「総勤務時

間」、「休暇の取りやすさ」が下位にとどまっており、継続して総勤務時間の縮減

をはじめとする取組を行うことが必要です。 

③ 子どもたち、保護者および地域の価値観の多様化・複雑化、関係者からの意見・

要望の増加に伴い、学校現場は対応に追われている状況です。特に、生徒指導上

の課題はますます多様化・複雑化しており、スクールソーシャルワーカー等専門

家チームの充実およびその派遣等の支援が引き続き必要です。 

④ 「個性を伸ばす教育の充実」、「家庭や地域と共に開かれた学校づくり」、「安全

で安心な教育環境づくり」など学校に求められる役割の多様化に伴い、仕事の進

め方や業務の効率化が求められています。 

⑤ 教職員が、職場の中で互いに力を磨こうとする「育てる文化」が薄れてきてい

ます。 

⑥ すべての市町で地域住民等の知識・技能を活用した学習支援をはじめとする学

校支援活動を定着させる取組が必要です。 

⑦ 教職員の業務の多忙化や困難化は、心身のストレスの増加をもたらし、特に心

の健康を害する教職員が三重県において増加傾向にあることから、教職員のスト

レスへの対応力を高めるとともに、ワーク・ライフ・バランスの取組を充実させ

ていく必要があります。 

 

主な取組内容  

① 総勤務時間縮減に向けた取組 

 〇 各学校において、それぞれの実情に即して教職員の意識向上を図り総勤務時

間縮減の取組が一層進められるよう、「総勤務時間の縮減に向けた学校におけ
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る取組事例集」の効果的な活用などを促進します。 

○ 教職員の総勤務時間の縮減に向けて、時間外労働時間や休暇取得の状況を把

握するとともに、教職員が休暇を取得しやすくするため、長期休業中に県教育

委員会主催の会議や研修等を開催しない期間を設けます。 

〇 各学校で総勤務時間を縮減するために、校内での議論を通じて学校の方針を

定め学校全体で取り組み、校長が率先して取組状況を把握するなどの取組を促

進します。 

② 業務の簡素化・効率化の取組 

○ 教職員が子どもたちと向き合う時間を確保するため、調査報告・会議等の実

施方法を見直すなど、学校事務の簡素化・効率化を図ります。 

○ 業務の簡素化・効率化のため、ＩＣＴの活用促進、教材のデータベース化を

推進します。県立学校においては、子どもたちの成績等に関する情報を一元管

理する校務支援システムを構築します。 

③ 学校の組織力の向上に向けた研修の実施 

〇 校長をはじめとしたすべての教職員が、学校マネジメントについて理解を深

め、自らが対話と気づきによる継続的な改善活動を実践するために、学校マネ

ジメントに係る研修を実施します。 

〇 教職員が職場の中で互いの力を磨こうとする「育てる文化」を醸成できるよ

う、校内研修の活性化に向けた取組を支援します。 

〇 日々の教育活動や学校運営の質的向上を図るために、管理職とともに改善活

動を先導する中核的な人材を育成します。 

④ 各種課題対応における専門家や外部人材の活用 

○ いじめや暴力行為等の問題行動の早期解決を図り、子どもたちが安心して学

ぶことができる環境づくりを強化するために、スクールカウンセラーの配置

や、退職した教員や警察官からなる生徒指導特別指導員、スクールソーシャル

ワーカーを派遣します。 

○ 就職支援相談員などの専門的な知識や経験を有する外部人材を各学校の教

育活動の目標に沿って積極的に活用します。 

○ 市町における、大学生や退職した教員等地域住民の知識・技能を活用した学

校支援活動による子どもの学力向上等を図る取組を支援し、地域住民等による

学校を支援する体制づくりを促進します。 

⑤ 教職員の満足度の向上に向けた取組 

 〇 教職員の満足度状況を定期的に調査・分析し、取組を進めます。 

 



 88 

 〇 セクシャル・ハラスメント、パワー・ハラスメントのない職場づくりのため、

それぞれの指針に沿った取組を進めます。 

 〇 「子育てアクションプラン」に基づいて、次世代育成を支援する職場風土づ

くりを進めます。 

 〇 障がい者の雇用について、障がいの程度に応じた業務の構築や、就労者や職

場をサポートする等の取組を進めます。 

⑥ 教職員の健康管理対策 

○ 教職員が健康で働けるよう、安全衛生委員会や職場巡視、安全衛生研修を実

施し、安全衛生管理体制の充実を図ります。また、健康診断および事後指導等

により疾病予防対策を進めます。 

○ 過重労働に該当する教職員の健康状態や疲労度の把握に努め、校長や産業医

による面接を行います。 

⑦ 教職員のメンタルヘルス対策 

○ 教職員への啓発や各種研修の充実を図るとともに、労働安全衛生法に基づく

ストレスチェックを行い、教職員自らが積極的に心身の健康づくりに取り組め

るよう支援します。 

○ 心身の不調が認められる教職員への相談を実施し、早期に対応することによ

り、病気の予防や早期回復を支援します。 

○ 精神神経系疾患により休職中の教職員の円滑な職場復帰と再発予防のため、

職場復帰訓練や臨床心理士による支援を実施します。 

○ 校長・教頭などへの研修や相談を実施し、管理職による教職員のメンタルへ

ルスケアを支援します。 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

教職員の満足度（※１） 
61.5 

（平成 26 年度） 

63.5 

 

※１ 教職員満足度調査における満足度の合計点。（三重県教育委員会調べ） 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

総勤務時間縮減に向けた取組を新たに実施し

た学校の割合（※２） 
― 80％ 

在職者に占める精神神経系疾患による休職者

の割合 

0.59％ 

（平成 26 年度） 

0.53％以下 

 

※２ 平成 27 年３月に作成した「総勤務時間の縮減に向けた学校における取組事例集」を参考とし

て、本ビジョンの計画期間中に新規に取組を実践した小中学校および県立学校の割合。（三重県
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教育委員会調べ） 
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基本施策５ 信頼される学校づくり 

施 策 名 （３）学校の特色化・魅力化 

 

め ざ す 姿  

 子どもたちが学校生活全体を通じ、自分の興味・関心や将来の目標に応じて、多

様な選択肢の中で主体的に学ぶとともに、集団の中で切磋琢磨することで、豊かな

人間性や学ぶ力を身につけています。 

 

現状と課題  

① 学校種ごとの節目の時期においては、生活環境や学習環境の著しい変化から、

「小１プロブレム」や「中１ギャップ」、高校１年生時の長期欠席生徒の増加等、

子どもたちが学校に十分適応できない状況が生じやすい傾向があり、校種を越え

た一貫した理念に基づくきめ細かな教育の推進が求められています。 

② 学校教育法等が改正され、小中一貫教育が制度化される見込みです。また、少

子化時代に対応した小・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引きが国から

示されたことから、市町がこれらの動きに適切に対応できるよう､情報提供をし

ていく必要があります。 

③ グローバル化の進展など、社会の変化やニーズを踏まえるとともに、子どもた

ちによる主体的な進路選択が可能となるよう、学校の特色化･魅力化を進める必

要があります。 

④ 少子化や県外流出による人口の減少が課題となっている中で、学び場の視点か

ら県内大学や企業等との連携を一層推進することにより、将来地域を創造してい

くことができる人材を育成する必要があります。 

⑤ 少子化の急速な進行により、小中学校では従来の学校規模の維持が難しくなる

などの状況が生じており、教育効果の面で課題が指摘されています。高等学校に

おいては、学校の活力を維持するという観点や高等学校が地域に果たす役割など

についても総合的に考えて適正規模・適正配置を進める必要があります。 

 

主な取組内容  

① 幼児期からの一貫した教育の推進 

○ 校種を越えた相互交流や引継ぎ方法の研究等に市町と連携しながら取り組

むことで、子どもたち一人一人の学習意欲の向上および能力の伸長に努めま

す。 

○ 「小１プロブレム」の解消等、幼児教育から小学校教育への円滑な接続に向

けて、幼稚園および保育所等と小学校が連携した取組の充実を図ります。 
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○ 小中一貫教育は、「中１ギャップ」を緩和することや、小学校から中学校へ

の接続を円滑にすることが期待できることから、取り組む市町等教育委員会に

対して、情報提供を行い支援します。 

○ 中高一貫教育については、その理念や期待される教育効果、課題を明確にし

つつ、県内各地域の状況やニーズ等を踏まえ、検討を進めます。 

○ 大学教員等による高等学校での出張授業、高校生の大学での講義受講、大学

の施設等を利用した実験・実習など、高等学校と大学との連携に取り組みます。 

② 高等学校の特色化・魅力化 

○ 各学校において、教育課程の工夫・改善等に取り組み、学校の特色を生かし

て英語教育、理数教育、職業教育など選択幅の広い教育の推進や活力ある教育

活動を展開します。 

○ 職業系専門学科の高校において、企業や地域産業、大学、専修・各種学校等

と連携し、実務的な職業教育やインターンシップの拡大に取り組むとともに、

商品開発等を通じて、子どもたちが社会に参画する意義を体感できる取組を推

進します。 

○ 子どもたちの能動的な学びと探究的な活動の推進や、グローバル人材の育成

を目的とした、普通科系専門学科の設置を検討します。 

○ 高度な知識・技術を身につけることができるよう、職業系専門学科における

専攻科の設置や拡充を検討します。 

○ 地域や産業の発展に貢献できる人材育成を推進するため、地域に根ざしたよ

り特色ある専門学科の設置や拡充を検討します。 

③ 地域と連携した特色ある学校づくり 

○ 地域とともに生きる自立した社会人の育成を目指して、専門性を持つさまざ

まな分野の人材をキャリア教育等に活用することにより、地域の特色や資源を

生かした学校づくりを進めます。 

○ 特色ある学校づくりのため、家庭・地域と連携した体験活動を充実するとと

もに、学校や地域の特色を生かした道徳教育、環境教育、郷土教育などを進め

ます。 

④ 学校の適正規模・適正配置の推進 

○ 子どもたちの学習環境の充実を図る観点から、小中学校の適正規模化を目指

して新たな学校づくりに取り組む市町等教育委員会に対して、本県および他県

における取組状況や廃校施設の有効活用などの情報提供を行います。 
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○ 今後の中学校卒業者数の減少を踏まえ、地域の状況に配慮しながら、地域と

連携した高等学校の活性化への取組を進めるとともに、高等学校が活力ある教

育活動を行い、生徒の社会性を育む場であり続けられるよう、適正規模・適正

配置に取り組みます。 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

学校に満足している子どもたちの割合（※１） 

小中学生 85.2％ 

高校生  72.9％ 

（平成 26 年度） 

小中学生 89％ 

高校生  77％ 

 

※１ 小学校５年生、中学校２年生、高等学校２年生の子どもたちを対象とするアンケート（授業内

容の理解、相談や質問ができる雰囲気、学校生活の安心感、目的意識の４項目）の平均値から算

出した、学校に満足している割合。（「学校生活についてのアンケート」三重県教育委員会調べ） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

異校種（幼稚園・保育所等、小学校、中学校、高等学

校、特別支援学校）間で、相互に連携を深めるた

め交流を実施している学校の割合（※２） 

   ― 100％ 

地域と連携した活動を実施している学校の割

合（※３） 
   ― 100％ 

※２ 幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等、異なる校種間で幼児児童生徒が交流す

る取組をしている学校の割合。（三重県教育委員会調べ） 

※３ 学校外での子どもたちが地域貢献活動を行ったり、学校が外部人材を招聘した授業を実施した

りするなど、地域と連携した活動をしている小中学校および県立学校の割合。（三重県教育委員

会調べ） 
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基本施策５ 信頼される学校づくり 

施 策 名 （４）開かれた学校づくり 

 

め ざ す 姿  

 子どもたちの学びと育ちを支えるため、保護者や地域住民の学校運営等への参画

が進み、学校・家庭・地域が一体となった教育活動が行われています。 

 

現状と課題  

① 子どもたちを取り巻く環境が大きく変化し、教育課題が多様化・複雑化する中

で、学校だけでなく、社会全体で子どもたちを育てることが求められています。 

② 子どもたちの豊かな育ちを支えるため、学校・家庭・地域の関係者が目標や課

題を共有し、地域のニーズを的確かつ機動的に反映させるコミュニティ・スクー

ルなどの取組により、「地域とともにある学校」となることを目指す必要があり

ます。 

③ 地域の実情にあわせ、コミュニティ・スクールや学校支援地域本部などを活用

し、学校と地域が連携した取組が進められており、その取組を検証しつつ継続し

ていく必要があります。 

④ 地域の人材を活用した教育を進めるとともに、学校施設の開放など教育資源の

地域開放や学校の情報発信を進める必要があります。 

 

主な取組内容  

① 「地域とともにある学校」づくりの推進 

〇 子どもたちを中心に据えた「地域とともにある学校づくり」を推進するため、

地域の人々と目標や課題を共有するとともに、コミュニティ・スクールなど地

域と一体となって子どもたちを育む仕組みの導入を図ります。 

〇 大学生や退職教員など地域住民の知識・技能を活用した学校支援活動を行う

学校支援地域本部等の取組を補助し、地域住民等による学校を支援する体制づ

くりを促進します。 

〇 地域や保護者等が当事者意識を高め、学校運営に積極的に参画を図るよう働

きかけるとともに、地域の人々が集い学ぶ場づくりを進め、学校を核とした地

域づくりの取組を広げます。 

② 学校マネジメントの質的向上 

学校マネジメントを組織的に進め、教育活動その他の学校運営の質的向上を図

ることで、子どもたちや保護者、地域から信頼され活力ある学校づくりを推進し

ます。そのために、校長をはじめとしたすべての教職員が、三重県型「学校マネ
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ジメントシステム」（仮称）について理解を深め、学校自らが対話と気づきによ

る継続的な改善活動を実践できるよう支援します。 

③ 学校評価の充実 

小中学校、県立学校が、三重県型「学校マネジメントシステム」（仮称）の考

え方をもとにした学校自己評価を、学校関係者評価により客観性を持たせること

で充実させ、継続的な改善活動につなげていきます。また、学校関係者評価が実

効ある取組となり、保護者、地域住民による改善活動への協力が得られるよう、

実践事例の普及に努めます。 

④ 地域による学習支援の体制づくりの推進 

地域住民の知識や経験、技能などを活用した学習や体験活動等が充実するよう

環境整備に取り組みます。また、子どもたちの教育環境が一層充実するよう、土

曜日の授業の効果的な活用についての普及に努めます。 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

地域の行事に参加している子どもたちの割合 

（※１） 

小学生  73.2％ 

中学生  50.4％ 

（平成 26 年度） 

小学生  80％ 

中学生  60％ 

 

家の人が、授業参観や運動会などの学校の行

事に来る子どもたちの割合（※２） 

小学生  97.4％ 

中学生  78.8％ 

（平成 26 年度） 

小学生 更なる向

上をめざす 

中学生  全国平均

を上回る 

※１ 「今住んでいる地域の行事に参加していますか」という質問に対して、肯定的な回答をした児

童生徒の割合。（「全国学力・学習状況調査」文部科学省） 

※２ 「家の人が、授業参観や運動会などの学校の行事に来ますか」という質問に対して、肯定的な

回答をした児童生徒の割合。（「全国学力・学習状況調査」文部科学省） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

地域の人材を外部講師として招聘した授業を

行っている学校の割合（※３） 

小学校  81.9％ 

中学校  61.7％ 

（平成 26 年度） 

小学校   84％ 

中学校   64％ 

 

コミュニティ・スクール等に取り組んでいる

学校の割合（※４） 

小中学校  41.9％ 

（平成 26 年度） 

小中学校  52％ 

 

※３ 「地域の人材を外部講師として招聘した授業を行いましたか」という質問に対して、肯定的な

回答をした小中学校の割合。（「全国学力・学習状況調査」文部科学省） 

※４ 「コミュニティ・スクールや学校支援地域本部の取組を推進している」と回答した小中学校の

割合。（三重県教育委員会調べ） 
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基本施策５ 信頼される学校づくり 

施 策 名 （５）学校施設の充実 

 

め ざ す 姿  

 耐震化やバリアフリー化が進んだ安全・快適な学校施設で、子どもたちが安心し

て学校生活を送っています。 

 

現状と課題  

① 学校施設は、地震、台風、豪雨等の災害発生時には、子どもたちの安全を確保

する場所であるとともに、地域住民の緊急避難場所となります。そのため、校舎

の耐震化や、つり天井などの非構造部材の耐震対策を早急に講じる必要がありま

す。 

県立学校では、校舎の耐震化は完了していますが、屋内運動場の天井等の落下

防止対策が必要な箇所は 132 箇所（平成 26 年 10 月点検結果）あります。 

小中学校の耐震化については、財政事情等により取組が遅れている市町があり

ます。 

② 子どもたちの急増期に建築された学校施設の老朽化が進んでおり、安全面や機

能面において改善を図ることが喫緊の課題です。 

③ 「三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例」に基づき、学校施設の

バリアフリー化を引き続き進めていく必要があります。 

④ 「みえ公共構築物等木材利用方針」に基づく県産木材等を利用した施設整備や

エアコンの整備など、子どもたちにとって快適な学習環境となる学校整備を推進

する必要があります。 

⑤ 太陽光発電設備の整備やＬＥＤ照明への更新などを推進し、引き続き環境に配

慮した学校整備を推進する必要があります。 

 

主な取組内容  

① 非構造部材の耐震対策など防災機能の強化 

県立学校の屋内運動場等天井等落下防止対策については、本ビジョンの計画期

間中に完了するよう整備を進めます。また、市町においても早期に完了するよう

支援します。 

② 学校施設の安全対策および長寿命化改修を取り入れた老朽化対策工事の実施 

県立学校において、構造躯体の経年劣化の回復や水道・電気・ガス管等ライフ

ラインの更新などに併せて、建物の機能や性能を向上させる工事を行います。ま

た、市町においても、老朽化対策が推進されるよう支援します。 



 97 

③ 学校施設のバリアフリー化の推進 

県立学校において、洋式トイレ、多機能トイレ、スロープ、エレベーターなど

の設置を計画的に実施します。また、市町においてもバリアフリー化が推進され

るよう支援します。 

④ 快適な学習環境づくりの推進 

○ 子どもたちにとって快適な学習環境づくりを行うため、県産木材等の利用な

どの施設整備を行います。 

○ 高等学校へのエアコン整備にかかる整備計画の策定と整備に向けた調整を

行います。 

⑤ 環境負荷の低減などを考慮した施設整備の推進 

環境負荷の低減や環境教育としての教材活用となるよう、県立学校への太陽光

発電設備の整備やＬＥＤ照明への更新などを順次行います。 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

県立学校の屋内運動場等天井等落下防止対策

済率（※１） 

0.8％ 

（平成 26 年度） 

100％ 

 

※１ 平成 26 年度に実施した点検において天井等落下防止対策を必要とする指摘のあった 132 棟に

対する対策済棟数の割合。（三重県教育委員会調べ） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

県立学校の身体障がい者等対応エレベーター

設置率（※２） 

56.8％ 

(平成 26 年度) 

59.2％ 

 

※２ 身体障がい者等対応エレベーターを設置している県立学校の割合。（三重県教育委員会調べ） 
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基本施策６ 多様な主体による教育の推進と文化財の保護 

施 策 名 （１）家庭の教育力の向上 

 

め ざ す 姿  

 家庭において、子どもたちの豊かな情操や基本的な生活習慣、学習習慣、人を思

いやる心、自立心等が育まれています。また、社会全体で家庭の教育を支える気運

が醸成され、仕組みづくりが進められています。 

 

現状と課題  

①  少子化の進行や共働き家庭の増加など、家庭を取り巻く環境が変化する中、

家庭の教育力の低下が懸念されています。また、子育て中の保護者が育児につ

いて、相談する相手や機会が少ないことから、保護者の孤立感や不安感が増大

する傾向があります。 

② 共働き家庭等においては、子どもの小学校入学を期に仕事と育児の両立が困難

になる「小１の壁」が課題となっていることから、放課後児童クラブ等の設置を

進めるなど、子育てしやすい環境づくりが求められています。 

③ 全国学力・学習状況調査の結果によれば、本県の子どもたちが家庭において、

計画を立てて学習したり、授業の復習に取り組んだりする割合や、読書時間は全

国平均よりも低く、家庭における学習習慣に課題がみられます。 

④ 仕事と家庭の調和（ワーク・ライフ・バランス）を促進するとともに、家庭に

おいて男性と女性が協力して子育てができるよう、男性の子育てや家庭教育への

参画について、社会全体としての意識を高めていく必要があります。 

 

 

主な取組内容  

① 学校・家庭・地域等と連携した子育て支援の推進 

○ 企業やＮＰＯ、市町など地域社会のさまざまな主体が連携して、子どもの育

ちや子育て家庭を支援するための講演会やイベント、研修会等を実施します。

また、子どもたちが社会を生き抜く力を育てるため、野外保育やキャンプ等の

自然体験を通じた子育て環境づくり等を進めます。（健康福祉部） 

○ 地域において、子どもたちが安全・安心に放課後を過ごせる居場所を確保し、

地域住民の参画を得て、学ぶ機会や多様な体験・活動ができるよう、放課後児

童クラブや放課後子ども教室の設置・運営について支援します。（健康福祉部、

教育委員会） 
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② 家庭での生活習慣や学習習慣の確立に向けた支援 

基本的な生活習慣や学習習慣が身につくよう、家庭における生活習慣チェック

シートの活用を促進するとともに、ファミリー読書運動を推進します。 

③ 保護者の相談機能の充実 

○ 幼稚園、保育所等における教育・子育て相談機能の充実や保護者同士の交流

の機会創出を市町と連携して推進します。 

○ 支援が必要な家庭に対して、スクールソーシャルワーカーを効果的に活用

し、社会福祉の関係機関等と連携した支援を行います。 

④ 仕事と家庭の調和（ワーク・ライフ・バランス）の促進 

仕事と家庭の調和を図る職場の風土づくりを進めるとともに、子育てや家庭教

育に対する男性の参画を促進します。（雇用経済部、健康福祉部） 

⑤ ライフプラン教育の充実 

小・中・高等学校の子どもたちが、幼稚園や保育所等の乳幼児とふれあう活動

や家庭科等の授業を通じて、家庭や家族の役割についての理解を深め、将来、親

になったときの心構えを持てるよう、取組を推進します。 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

家庭で学校での出来事について話をしている

子どもたちの割合（※１） 

小学生 78.9％ 

中学生 72.5％ 

（平成 26 年度） 

小学生  85.0％ 

中学生  80.0％ 

 

※１ 「家の人(兄弟姉妹を除く)と学校での出来事について話をしますか」という質問に対して、肯

定的な回答をした児童生徒の割合。（「全国学力・学習状況調査」文部科学省） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

家庭における読書習慣・生活習慣の確立に向

けたチェックシートを活用している小中学校

の割合（※２） 

小学校 78.6％ 

中学校 85.5％ 

（平成 26 年度） 

小学校 83％ 

中学校 90％ 

 

※２ 家庭における読書習慣・生活習慣の確立に向けたチェックシートをキャンペーン期間中（11

月実施分）に活用した小中学校の割合。（三重県教育委員会調べ） 
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基本施策６ 多様な主体による教育の推進と文化財の保護 

施 策 名 （２）社会教育の推進と地域の教育力の向上 

 

め ざ す 姿  

 社会教育関係団体やボランティア団体等の市民団体、地域住民など多様な主体が

連携することにより、地域の中で子どもたちを健やかに育む環境が整備されていま

す。また、各地域で住民のニーズに応じた多様な学習機会が提供されています。 

 

現状と課題  

① 地域社会では、子どもたちの健やかな成長に資するため、さまざまな体験活動

や学習活動が提供されています。さらに地域の教育力を子どもたちの成長に生か

していくためには、ＰＴＡや子ども会など社会教育関係団体や、ボランティア団

体などの市民団体、大学等の高等教育機関、地域住民など多様な主体との連携・

協働を進めていく必要があります。 

② 急速な高齢化や少子化等の社会構造の変化に伴って県民の価値観や行動様式

の多様化し、学習ニーズが多様化していることから、社会教育の推進にあたって

は、こうした学習ニーズに的確に対応していく必要があります。 

③ 多様な地域課題や学習ニーズに対応する必要があることから社会教育関係者

の資質向上を図ることが求められています。 

 

主な取組内容  

① 多様な主体との連携・協働による体験活動や学習活動の推進 

○ 県内で活動する社会教育関係団体等の多様な主体に情報提供を行うととも

に、情報交換の場を提供するなどの支援を行います。 

○ 高等教育機関の持つ専門的知識や技能を、県内全域の学校や公民館活動等で

生かすための、言語、理数教育、体験活動等の教育プログラムを活用した学習

や活動の支援を行います。 

○ 子どもたちが、農山漁村地域で農作業や自然体験活動をしたり、農山漁村体

験民宿等に宿泊し生活体験をしたりすることにより、自立する力と共に生きる

力を育むことができるよう、地域と連携して体験指導者の育成や受入体制の整

備を図ります。（地域連携部） 

○ 地域において、住民の参画を得て、子どもたちに学ぶ機会や多様な体験・活

動の場の提供ができるよう、放課後子ども教室等の設置・運営について支援し

ます。（健康福祉部、教育委員会） 
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② 多様な学習ニーズへの対応 

○ 市町の公民館や図書館等に対し、情報提供や情報交換の場の提供などの支援

を行い、連携を図るとともに、市町や公民館等の社会教育担当者が地域住民の

ニーズに対応する講座を開催できるよう研修を実施します。 

○ 青少年の健全育成を目的とした県立の鈴鹿青少年センターおよび熊野少年

自然の家を活用し、利用者が興味・関心をもって自然体験や集団宿泊体験がで

きるよう、研修プログラムの一層の充実を図ります。 

○ 子どもたちが三重県の自然や文化等について興味を持って学ぶことができ

るよう、三重県総合博物館（MieMu）等の社会教育施設の利用を促進します。 

③ 社会教育関係者の資質の向上 

○ 地域や行政などで社会教育を推進している社会教育関係者の資質の向上を

図るため、地域ごとの課題に対応した研修を実施します。 

○ 県や市町の社会教育委員を中心に、社会教育関係者への情報提供や意見交換

のため、全県およびブロック別の会議を実施します。 

○ 社会教育による学習成果が、個人の知識や技能等にとどまることなく地域社

会の課題解決に活用されるよう、学習の成果を公民館などの社会教育施設や学

校等で生かす機会づくりを促進します。 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

体験活動や学習活動等を提供する場への子ど

もたちの参加者数（のべ人数）（※１） 

91,766 人 

（平成 26 年度） 

97,000 人 

 

※１ 社会教育団体等が行う体験活動や学習活動に参加した子どもたちの数。（三重県教育委員会調

べ） 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

地域の教育力を生かし、放課後等における、

子どもたちの体験活動や学習活動等の学力の

素地づくりを提供する場の箇所数 

76 か所 

(平成 26 年度) 

81 か所 
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基本施策６ 多様な主体による教育の推進と文化財の保護 

施 策 名 （３）文化財の保存・継承・活用 

 

め ざ す 姿  

 子どもたちをはじめとする多くの県民が文化財について学習し、親しみ、その価

値についての理解を深めることで、地域の宝である文化財が保存・継承･活用され

ています。 

 

現状と課題  

①  古来より東西文化が交わり、交通の要衝として栄えてきた三重県には、世界遺

産「紀伊山地の霊場と参詣道」等、特色ある歴史的風土に育まれた多くの有形・

無形の文化財が残されています。今後、新たに文化財としての価値が認められた

場合、指定等の手続きを的確に進め、保存・継承・活用を図っていく必要があり

ます。 

② 文化財には、経年劣化による修復や少子化・高齢化、過疎化等による後継者の

不足等、保存・継承に向けた課題が多く、的確な対応が求められます。また、開

発などによって自然環境が大きく変化しつつある中、動植物の天然記念物の衰亡

が危惧されており、保存に向けた対応が求められます。 

③ 文化財の保存・継承を進めるためには、多くの県民が文化財について学び、親

しみ、その価値を理解することが大切であり、地域を中心とした多様な主体の参

画によって、文化財を守り、活かしていく魅力ある地域づくりに向けた取組が求

められています。 

 

主な取組内容  

① 文化財の指定等 

文化財を将来にわたって保存・継承するため、県にとって特に重要なものにつ

いては、文化財保護審議会への諮問・答申を経て、指定を行います。また、国に

とって重要とされるものについては、国指定等となるよう、国や所有者など関係

者との調整を行います。 

② 文化財の保存・継承 

○ 国・県指定等の文化財がき損・滅失していないか、また、天然記念物の生息

状況など現状を把握するため、文化財保護指導委員による巡視や必要な調査を

行います。 

○ 国・県指定等文化財で、修復や再生、継承のための取組が必要なものについ

ては、所有者や市町等と調整のうえ、保存に向けた取組を支援します。 
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③ 文化財の活用 

○ 県民の文化財に対する理解を深め、多様な担い手が参画して文化財を守って

いこうとする機運を醸成するため、文化財の修復にあわせて行う、文化財の公

開や活用イベント、所有者と子どもたちによる文化財体験イベントなど、地域

活性化や世代間交流等の取組を支援します。 

○ 学校教育において文化財を活用した学習を進めることで、子どもたちの文化

財に対する認識を高めるとともに、郷土への愛着を醸成します。 

○ 多くの県民が文化財についての理解を深めたり、学校で活用したりできるよ

う、世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」（熊野古道）や海女漁技術など魅力

ある文化財について、Ｗｅｂサイトの活用等による情報発信を進めます。 

○ 多くの県民ならびに子どもたちが文化財についての理解を深めることがで

きるよう、学校、総合博物館（MieMu）、斎宮歴史博物館、埋蔵文化財センター

等の関係機関との連携を強めます。 

 

数値目標  

成果指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

文化財に関する県のＷｅｂサイトへの月平均

アクセス数（※１） 

16,995 件／月 

（平成 26 年度） 

18,000 件／月 

 

※１ 三重県教育委員会事務局社会教育・文化財保護課および三重県埋蔵文化センターのＷｅｂサイ

トに対する月間アクセス件数の平均。（三重県教育委員会調べ） 

 

活動指標 
現状値 

（平成 27 年度） 
目標値 

（平成 31 年度） 

三重県内の国・県指定等文化財数（累計）（※

２） 

1,078 件 

（平成 26 年度） 

1,200 件 

 

※２ 国の指定、選定、選択、登録文化財、県の指定、選択文化財の合計。 

 


